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○令和８年３月１３日（金） 

 開議 午前１０時００分 

 散会 午後 ４ 時３２分 

 

○出席委員（１４名） 
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 委 員  石 川 まさゆき     委 員  安 田 佳 正 

 委 員  まじま 隆 英     委 員  杉 山 允 孝 

 

○欠席委員（１名） 

 委 員  小 林 ゆうき 

 

○出席議員（１名） 

 議 長  福 居 秀 雄      

 

○説明員 

 副 市 長  桝 井 正 将     行財政改革推進部公共施設マネジメント課長  今 野   修 

 総合政策部長兼総合政策部市長室長  熊 谷 好 規     地 域 振 興 部 長  三 宅 智 彦 

 総合政策部次長  高 橋 慶 太     地域振興部次長  佐 瀬 勝 明 

 総合政策部次長  小 澤 直 樹     地域振興部都市計画課主幹  原   智 之 

 総合政策部政策調整課主幹  狩 野 大 助     地域振興部交通空港課長  松 本   学 

 総合政策部政策調整課主幹  菊 地 一 人     地域振興部交通空港課主幹  石 川 貴 康 

 総合政策部財政課主幹  今 田 秀 人     選挙管理委員会事務局長  長谷川 伸 一 

 総合政策部広報広聴課長  吉 田 昌 史     選挙管理委員会事務局次長  鳴 海 秀 一 

 総合政策部公立大学課長  鈴 木 三千仁     選挙管理委員会事務局主幹  蛯 名 英 城 

 行財政改革推進部長  浅 利   豪      

 

○事務局出席職員 

 議 会 事 務 局 長  稲 田 俊 幸     議事調査課書記  髙 橋 理 恵 

 議事調査課長補佐  浅 海 雅 俊     議事調査課書記  朝 倉 あゆみ 

 議事調査課主査  長谷川 香 織     議事調査課会計年度任用職員  河 合 理 子 
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開議 午前１０時００分 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○皆川副委員長 ただいまから、予算等審査特別委員会総務経済建設分科会を開会いたします。 

 本日の出席委員は、ただいまのところ１２名であります。 

 よって、開議の定足数に達しましたので、これより会議を開きます。 

 なお、本日の会議に、江川、安田両委員から遅れる旨の、小林委員から欠席する旨の届出があり

ます。 

 ここで、昨日の分科会で能登谷委員から要求のありました２件の資料につきましては、委員各位

に御配付申し上げておりますので、御確認を願いたいと思います。 

 資料の説明は必要でしょうか。 

（「要りません」の声あり） 

○皆川副委員長 それでは、資料の説明につきましては、省略させていただきます。 

 それでは、昨日に引き続き、議案第１４号の分担部分のうち総務常任委員会所管分、議案第１７

号、議案第２５号ないし議案第２９号及び議案第４０号の以上８件を一括して議題といたします。 

 これより、質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

○高花委員 おはようございます。 

 今日は、中学校の卒業式ということで、私も、役所に来る途中、神楽中学校の前を通ってきたん

ですけど、結構、お父様方の参加が多いなあっていうのが目につきました。職員の皆様も、もしか

したら中学校の卒業式に該当する方もいらっしゃるかと思いますが、それでも議会を優先せざるを

得ない場合もあると思いますけれども、なるべく、そういう子どもの一大行事、参加できればいい

なというふうに思いながら、私は、ちょうど卒業式に自分の質疑があったものですから、娘の卒業

式、参加できなかったんですね。でも、そのときに参加してくれたお父さんがＤＶＤを撮ってくれ

まして、娘の卒業証書授与のところ、後で焼いてくれまして、もう泣く思いでした。 

 そうやって周りに助けられながら何とかやってきているわけですけれども、やっぱり、子どもに

とっての一生に一度しかない入学式、卒業式っていうのは、どうしても、我々にとってはいろんな

行事があっての兼ね合いだと思いますが、これから職員の皆様にとっても、出られるときは出てい

ただければなというふうに思ったりもしながら、時代が違うな、お父様方の参加が増えてきている

な、参観日も恐らく増えてきているんじゃないかなと思いますけど、ここにいらっしゃる皆様は参

加されているのかどうか、個別に後で聞きたいと思いますが、私のほうから、今回、４事業、質疑

させていただきたいと思っております。 

 今回、１０年に一度の都市計画マスタープランの見直し、また、第８次総合計画の見直しも２か

年で入ってきております。そういった部分が、予算上、上がっています。そして、旭川大学、４月

から新学部ができます。第８次総合計画と旭川大学、私はどちらの調査特別委員会にも入っており

ましたので、大学も一つの学部が正式に開学するということで、これから落ち着いた形でようやく

通常運転に入っていくのかなというところもありますので、ちょっとここで聞いておきたいと思い

ます。最後は、選挙管理委員会に聞いていきたいと思っておりますので、午前中、よろしくお願い

いたします。 
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 では、初めに、８款５項１目の都市計画推進費について質問させていただきます。 

 都市計画、これは、旭川市のまちづくりの方向性を示す重要な事業であります。私も視察に行っ

たときに、ところどころで相手の行政の方が言われるんですが、これは都市計画で決められている

ところでっていうようなことをよく言われます。で、本当に旭川市の都市計画も、変化、変化の中

でいろいろ考えられていると思いますけれども、議会でもいろいろ質疑が過去にもありました。 

 近年は、この中心市街地で本市で初めてのタワーマンションが建てられたりしました。驚きまし

た。タワマンっていうのは東京だけの話かと思ったら、本市にも建てられるんだ、一体、どういう

人が住むんだろうと。住むんでしょうか。誰か近くにいたら教えていただきたいなと思いますが、

また、やっぱり、いろいろ、西武も撤退して、百貨店がなくなって、主婦の方たちからは、本当

に、百貨店がなくなって寂しいだけじゃなくて、何ていうんでしょうか、ちょっとした贈答品と

か、そういったものもなかなか見ることができなくなった、直接見ることができなくて、実際、入

学祝い、また合格祝い、お祝い返しが直接選べなくなって、何でもネットになってきているとい

う、やっぱり、実物を見たいっていうとき、あるんですね。本当に、西武が撤退して、本当だった

ら、新たな違う建物が来てほしかったんだけれども、今は駐車場になってしまいましたが、それも

利活用という意味では必要なことなんだと思いますけれども、で、また、オクノとか、いろんなと

ころが閉鎖されてきておりますけれども、比較的、旭川市はそんなに長期間にわたって放置されて

いることはないような印象を受けておりますが、その中で、ホテルができたり、タワマンができた

り、いろいろ商業施設、ツルハビルもできましたし、あのツルハも、本当に、夜中に行くと外国人

の方が多くてもうびっくりしますね。地元の私がちょっとリップを選ぼうと思っても、何か、押さ

れて、なかなか商品を見ることができないぐらい殺到しているんですね。大体、夜の９時ぐらいに

行きますと、ああ、すごいなあって、それも一つの成功例なのかなあって思いながらもいますが、

そういった商業施設も生まれつつあります。 

 こういったことは、全て民間事業によっていますけれども、この動きを促進するために、都市計

画課が国と連携して補助金を支援すること、そういった様々な取組、土地利用の活性化、そして、

都市としての機能の誘導に取り組んでいるということは理解をしております。 

 この旭川市の、特に駅前をどういった都市計画にしていくのかもありますが、銀座通商店街のと

ころもこれから変わっていく可能性も出てきます。そこで、やっぱり、本当に、この都市計画、ど

のように時代の変遷とともに計画していくかが大事なところで、このたび、１０年に一度の予算化

ということで計上されております。で、中心部を含めて、市内全域にわたる土地利用に関わる本市

全域のまちづくり、住みやすさの維持、そして、都市としての活力を生み出していくためのルール

づくり、それが都市計画に係る予算となっていくわけですけれども、それについて、まず、この都

市計画推進費の予算の概要についてお聞きいたします。 

○原地域振興部都市計画課主幹 都市計画推進費は、秩序ある健全な市街地の形成や土地利用の促

進を図ることを目的として実施する都市計画変更などを行うための予算でありまして、令和８年度

は、都市計画審議会の開催や都市計画変更に係る北海道との打合せのための経費、令和８年度から

実施する旭川市都市計画マスタープラン、旭川市立地適正化計画の改定に係る経費、その他事務費

などで合計４２４万５千円となっております。 

○高花委員 今の御答弁でちょっと気になったんですけれども、秩序ある健全な市街地の形成とあ
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ったんですが、この「秩序ある」っていう「秩序」というのはどういう意味なのか、伺ってもよろ

しいでしょうか。 

○佐瀬地域振興部次長 今、答弁申し上げました秩序ある健全な市街地の形成ということなんです

けども、本市におきましては、都市計画区域というものを定めておりまして、市街化区域と市街化

調整区域、で、市街化区域におきましては、人々が、市民の方が主に住んで、買物をしたりという

部分の中で、居住の用途、そして商業系の用途、工業系の用途の３つの用途に分かれております。 

 一方、市街化調整区域につきましては、農林業を主体とした暮らしを守るというところの中で、

要は、市街地といわゆる郊外地を分けてまちづくりをしていきましょうというところで、秩序を持

ってやっていきましょうということでございます。 

○高花委員 突然にもかかわらず、ありがとうございます。 

 確かに、商業地域と居住とか、決めていかなければいけない、そういう意味の秩序ですね。ラン

ダムにできない、そういう意味ですね。急遽、ちょっと気になったものですから、聞かせていただ

いて、ありがとうございました。 

 それで、今回、旭川市都市計画マスタープランを改定する、その予算だというふうに思いますけ

れども、４２４万円ほどの予算ですが、この都市計画マスタープランというのはどういったものな

のか、概要をお示しください。 

○原地域振興部都市計画課主幹 都市計画マスタープランは、都市計画法第１８条の２の規定に基

づき、長期的・総合的視点から、２０年後を見据えた都市計画に関する基本方針を定めるもので

す。 

 旭川市都市計画マスタープランについては、上位計画である旭川市総合計画、それから、北海道

が定める都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に即し、公共交通、農業、商業、防災、環境、

福祉などの部門的計画と連携しながら、都市整備の目標を持続可能で安心、安全なまちづくりと

し、目指すべき都市像と整備の方針を定めたものでありまして、平成１３年４月に策定し、平成２

９年２月に改定しております。 

 なお、現在の計画の目標年は令和１８年としております。 

○高花委員 令和１８年を目標として、今回、つくられると。私も、今の御答弁で、正直、初めて

聞いたんですが、上位計画、その中に第８次総合計画とこの都市計画がある、それぞれ別々ではな

く、やっぱり、双方でしっかりと旭川市の未来づくりを考えていく、そういうふうに受け止めたわ

けですから、上位計画ということですから、非常に重要な計画の一つなんだなということを今の御

答弁で理解いたしました。 

 で、マスタープランは旭川市の２０年後を見据えて考えていくんですよ、見据えた計画を立てて

いくんだということであり、それが、令和１８年に目標を設定して、このタイミングで計画を考え

ていくということであります。 

 この予算というのは、なかなか計上されるものではない。それが、今回、新年度予算として計上

されたわけですけれども、見据えて考えていかなければいけないというものは分かりますが、この

タイミング、計画改定を行う、単純に年数的な問題だけではないと思いますが、その理由について

伺います。 

○原地域振興部都市計画課主幹 平成２９年２月の改定から１０年が経過すること、中間見直しの
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時期となっていることに加えまして、人口、世帯の状況や、土地、建物の利用状況の変化などの社

会情勢の変化や、ハザードマップの更新、インバウンドなどの来街者の増加、中心市街地活性化の

取組や市街地再開発の促進など、都市を取り巻く状況の変化があったことから、今回、改定するも

のであります。 

○高花委員 確認させていただきたいんですが、１０年が経過する見直しというタイミングもあれ

ば、もし１０年経過していなくても、ただいま言われた、様々な、百貨店の衰退等をはじめ、商店

街の衰退、また未利用地の増加等々あれば、１０年たたなくても、このマスタープランの見直しっ

ていうのはあり得ることなんでしょうか。 

○佐瀬地域振興部次長 マスタープランは、今ほど御答弁しましたとおり、２０年後を見据えた計

画となっており、今回は中間年度ということなんですけども、まちの様相として、大きな変化、例

えばですけど、近年でいきますと、北彩都事業なんかは１００年に一度の事業と言われていました

けども、そういった大きくさま変わりするような事象が見受けられる、もしくは、見受けられたと

いうことであれば、都度、見直すというふうに考えております。 

○高花委員 分かりました。これも突然にもかかわらず、ありがとうございました。 

 前回、平成２９年２月に改定していますから、今年は平成３８年になるのですかね。そうなる

と、１０年目になるという部分ですけれども、あまりにも、旭川市の地域、ところどころ、様相の

変化があれば、必要に応じてこのマスタープランの変更もあるということを伺いました。すごくそ

ういう柔軟性があるマスタープランなんだということをお聞きして、少し安心いたしました。 

 本当に、この１０年間、いろいろ変わりましたよね。十年一昔とよく言いますけれども、１０年

前はＡＩなんてなかったと思いますし、チャットＧＰＴもありませんでしたし、何か、ふっと、こ

の後、総合計画も聞きますけれども、ＡＩとかに力をお借りする計画がつくられるんじゃないかと

思ってしまうような、ちょっと危機感を感じながらも、どこまで私たちの思いが形になって、言葉

となって表れるのかっていう、人間、頑張れっていう感じの、自分にエールを送りたいところなん

ですが、決して機械だけに頼ることはないと思いますけれども、１０年前になかったことが、これ

から先の２０年後を目指して考えていく計画の中に、こういったＡＩだとか、様々なことも入って

くるのかどうか、今までにない視点の見直しも必要になるのかもしれません。 

 その中で、あわせて、立地適正化計画というのもあります。この計画も改定予定と伺っているん

ですけれども、今度は、立地適正化計画について、この概要をちょっとお聞きしておきたいと思い

ます。 

○原地域振興部都市計画課主幹 旭川市立地適正化計画は、都市再生特別措置法第８１条第１項の

規定に基づき、作成するものでありまして、旭川市都市計画マスタープランの目標であります持続

可能で安心、安全なまちづくりを進めるために、都市機能の維持、集積と居住の誘導を図り、人口

規模に見合ったコンパクトな都市空間の形成を目指すことを目標としておりまして、平成３０年３

月に策定したものであります。 

 具体的に申し上げますと、医療や福祉、商業といった都市機能の誘導を図る区域である都市機能

誘導区域、それから、身近な生活圏における暮らしやすい拠点である地域核拠点、集合住宅などの

立地などを誘導し、人口密度の高い居住地の形成を図る区域である居住誘導区域などを定めまし

て、それぞれの区域に誘導する都市機能の配置の方針を示しております。 
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○高花委員 この立地適正化計画の中には、分野が、区域というのが分けられるということで、都

市機能誘導区域、地域核拠点、そして居住誘導区域と、このように旭川市の中を色分けしているん

だと思いますけれども、そこを定めていかないといけないという部分は理解はしているところで

す。 

 じゃ、このマスタープランと併せて立地適正化計画の改定を行う、この必然性というか、理由は

どういったところなんでしょうか。 

○原地域振興部都市計画課主幹 都市再生特別措置法第８４条第１項におきまして、おおむね５年

ごとに計画に関する調査、分析を行いまして、必要がある場合には計画の改定を行うこととされて

おりまして、令和６年５月に行った前回の改定から５年経過することや、一体の計画であります旭

川市都市計画マスタープランが改定されることを踏まえ、今回、改定するものであります。 

○高花委員 この立地適正化計画、都市再生特別措置法という部分ですけれども、お伺いしたいん

ですが、確認の意味なんですが、教えていただきたいんですけれども、この都市計画マスタープラ

ンを改定するときには、どうしても立地適正化計画も改定をしていかなければいけないという、連

動するものなのでしょうか。 

○佐瀬地域振興部次長 立地適正化計画につきましては、都市再生特別措置法に基づく計画ではあ

るんですけども、立地適正化計画は居住の誘導を進めていきましょうよという計画で、法の位置づ

けとしては都市計画マスタープランの一部とみなされております。ですので、マスタープランと立

地適正化計画は一体のものとして、マスタープランが見直しされれば、それと整合を取るために立

地適正化計画も見直すというふうに考えております。 

○高花委員 すっきりいたしました。居住地域がどうしても場所がいいから、ここに商業地域を持

っていきたいと思っても、そこは、この都市計画とこの立地適正化計画に沿っていかなければなら

ないというところで、やっぱり連動するということが分かりました。 

 そこで、このそれぞれの計画、今回、改定する理由を伺いましたけれども、今後の改定のスケジ

ュール、作業内容についてお聞きします。 

○原地域振興部都市計画課主幹 令和８年度から９年度にかけて旭川市都市計画マスタープランの

改定作業を行う予定であります。令和８年度につきましては、人口や世帯数、土地や建物などの現

況調査、それから市民アンケートの実施などによって課題整理と改定内容の整理を行いまして、令

和９年度には、改定内容について、市民の皆様との意見交換、それからパブリックコメントなどを

実施した上で、計画の改定を行う予定としております。 

 令和１０年度につきましては、改定された旭川市都市計画マスタープランの内容を踏まえ、旭川

市立地適正化計画の改定を行う予定としております。 

○高花委員 とにかく、令和８年度は実態調査をしていく、人口、世帯数、そして市民アンケート

も取っていくということでした。で、令和９年度はパブコメを行って、令和８年度、９年度で改定

されたマスタープランを基に、立地適正化計画を令和１０年度に改定するということが分かりまし

た。 

 その間、しっかりと市民意見を取り入れていくということも今の答弁で分かりましたので、そこ

は、市民意見、貴重な御意見ですので、丁寧な対応をお願いしたいと思います。 

 次に、計画を改定するに当たって、２０年後を見据えての計画ですから、１０年の間で見直すと
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は言っても、ある意味、中期というよりも長期で考えていかなければならない。行政としては、ど

のような課題認識を持って、今後、どのような視点で改定を行うようにお考えなのか、伺います。 

○佐瀬地域振興部次長 本市におけます人口減少や少子高齢化の進行など、様々な社会経済環境の

変化に対応することが主な課題であると認識しております。 

 社会情勢の変化を踏まえた都市計画道路や都市計画公園の在り方の検討が必要であるほか、中心

市街地においてタワーマンションの整備や閉店したオクノ跡地の再開発が進む一方、市内において

低未利用地が散見されるなど、総合的かつ計画的な土地利用の促進が必要であると考えておりま

す。 

○高花委員 ただいまありました都市計画道路、公園の在り方、そして、未利用の土地の利用、こ

ういったことも考えていくということになっております。 

 後半戦では、ちょっと空き家、空き地について聞いていくんですが、やっぱり、どんどんそうい

ったところも増えていくと思うんですね。それは居住区域に関わる部分だと思いますけれども、中

心部でもいろいろ撤退している中で、今現在の未利用土地だけを見ていくのか、将来的なことも見

ながら、人口変動もあると思いますし、中心部だけではないと思います、このマスタープランは。

市内全域で考えていかなければならない。 

 こういった部分、先々を見越して計画を立てなきゃいけないということになってくると思います

けれども、具体的な検討内容はどのようになっているんでしょうか。 

○佐瀬地域振興部次長 都市計画道路や都市計画公園の在り方については、社会情勢の変化の状況

を整理した上で、都市計画道路の見直し方針ですとか緑の基本計画などの関連計画を踏まえ、道路

や公園の規模の変更や存続、廃止など、今後の在り方の検討を進めるほか、低未利用地の活用促進

については、中心部や神楽地区の都市機能誘導区域や、永山地区の地域核拠点などに隣接する規模

の大きな未利用地の有効活用を推進するために、それらの区域の拡大の必要性について検討を進め

てまいります。 

○高花委員 未利用土地、どんどん増えていく中でも、そういったことも有効活用を推進するため

に考えていくという明確な答弁だったというふうに思います。 

 多分、ここ、未利用地になるだろうなあなんて、皆さん、考えながらやられるのか、そういった

ところをＡＩに聞くのか、分かりませんけれども。 

 今、神楽地区の都市機能誘導区域というのがありました。私も神楽に住んでおりますので、１か

所、倒産した結婚式場があります。ここ数年、ずっと未利用になっております。そのようなところ

の有効活用が進むということは、本市としても必要なことだというふうに考えております。今現

在、立地のいい場所でも未利用がやっぱり数年続いている、こういったところ、まずは前向きな検

討を進めていただきたいと思っております。 

 で、最後にお聞きいたしますが、そういった今後考えられる未利用地の増加、また空き地の増

加、どのように都市の姿を考えていくのか、活気あるまちにしていくのか、それを今度行われるで

あろう第９次総合計画に生かすためにも、先に都市計画マスタープランのほうが出来上がる可能性

がありますので、そこら辺、お考えをお聞かせいただきたいと思います。 

○三宅地域振興部長 本市では、先ほど来、答弁させていただきましたとおり、これまで、都市計

画に基づき、効率的でまとまりのある市街地の形成を推進してまいりましたが、今後の人口減少、
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また少子高齢化により、地域コミュニティーの衰退、また経済活動の低下など、都市の活力、また

公共サービスの質を維持する上で深刻な影響が生じることが想定されているほか、既成市街地の低

密度化、また、社会インフラ維持に係る負担増など、都市基盤の維持が困難な状況を迎えつつある

ものと認識しております。 

 本市のマスタープラン、また立地適正化計画においては、コンパクトで利便性と持続性の高いま

ちづくりを進めているところでございますが、市としましては、これまでも、こうした社会経済の

変化を見通しながら必要となる対応を図ってまいりました。一昨年、令和５年には、豊岡地域核拠

点内に位置する高校跡地の用途地域の変更を行い、大型商業施設の立地を誘導し、令和６年には、

永山地域核拠点内に位置する市立大学を都市計画決定するなど、都市機能の維持を図るための計画

変更を行っております。 

 今後の都市計画の改定におきましては、これまでの対応も踏まえ、持続可能な安心で快適なまち

づくりとする方向性を基本としながら、全体を俯瞰する中で、低未利用地の活用や来街者の増加、

また、中心部における再開発の促進など、新たなまちの変化にも対応できるような計画にしてまい

りたいと考えております。 

○高花委員 既に、令和５年、令和６年で、いろいろ都市計画、対応しながら、商業地、未利用地

にならないように手を打たれているということが分かりました。 

 それは、やっぱり、ここに商業が来るということが前提にあって変更せざるを得ないということ

があったと思います。希望があるから変更できるという部分だと思います。だから、今後は誘致も

含めて考えていかなければならない。 

 その中では、神楽の結婚式場は、数年、未利用地でした。実は、あそこにバス停があるんです

ね。で、見えないように、景色もよく、木々が生えているんですね。その木々が野生化してきて、

バス停まで突き刺さりまして、そこでバス停で待っている方が、草やぶとまではいかないんです

が、木がちょっと高いですから、急に不審者が出てびっくりしたという事件がありました。そこ

で、私も部局に相談しながら、管財人の方にも会っていただきながら木をカットしていただいたと

いうことがあります。 

 すごくいい立地で、いつまで、空き家というか、未利用なんだろうかと、やっぱり、地域住民も

心配していたんですね。そこに、あわせて、ああいう誰の目にも留まる場所であっても不審者が出

てくるとか、衛生上よくない場合もある、しかも、そこにはバス停があって、不特定多数の人が利

用するという、しかも氷点橋の麓ですから交通量も多い。なかなか、未利用地がすぐどなたかの手

に渡るということは結構大変なことだというふうに思います。でも、今回、この神楽地区において

も考えていくということでありますので、またそこが長く続けるようにしていただきたいと思いま

す。 

 で、ここも、もし居住地域だったら、商業地域が可能なのかどうかという問題点もあるんです

が、ちょっと１点、お聞きしたいと思います、神楽住民を代表して、心配ですので。 

 ここは居住地域になっていませんか。そういった部分、既に結婚式場という商業があったわけで

すけれども、居住地域にありながら、商業地として利用するということが可能となっていたのか、

また、今後、この未利用地をどのように考えていくのか、伺ってもよろしいでしょうか。 

 最後と言いながら、すいません、追加してしまいました。 
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○佐瀬地域振興部次長 今お尋ねのありました旧結婚式場の跡地なんですけども、今、都市計画法

上の用途地域である第２種住居地域という地域になっております。これは、住居系の地域でありま

して、住居系の地域は第１種低層住居専用地域から準住居地域まで７種類があるんですけども、要

は、第１種というのが、ほぼほぼ住まい、背の低い低層の住まいで、準住居というのは、これは、

我々の言い方としては沿道用途地域と言っているんですけども、一定程度の商業の機能も許容する

という地域になっております。 

 今お尋ねの地域が第２種住居地域となっておりますので、居住の環境を守りつつも、一定程度の

商業施設も認めますといったような、住居と商業が共存できる地域というふうになっております。 

○高花委員 分かりました。 

 実は、地域住民も心配しておりましたので、今、しっかりと、そこら辺、聞かせていただきまし

たので、また、あの部分が活気があって治安がよくなるように願っております。 

 これで、都市計画推進費については質問を終わりますので、地域振興部にはこれが最後となりま

す。 

 次に、総合計画策定費、２款１項９目、これについて伺っていきたいと思います。 

 総合政策部になるわけですけれども、第８次総合計画、平成２８年度からスタートして１０年が

経過しました。１２年間の計画ですから、令和９年度末をもってこの計画期間を終えることになり

ます。 

 で、あと２年ということで、前回も２年近くかけて策定してきたと思います。私も、このとき、

まだ新人議員っぽかったのかな、２期目になるのか、調査特別委員会に入らせていただきましたけ

れども、本当に鮮明に覚えております。いろんなことを議論させていただきました。かつ、市長

も、代表質問で来年度から策定をスタートさせると述べておられました。 

 まず、お聞きしたい。次期計画策定に当たって、この計上している総合計画策定費、この概要に

ついてお示しください。 

○菊地総合政策部政策調整課主幹 総合計画策定費につきましては、令和８年度予算として１６４

万８千円を計上しており、内訳は、学識経験者や公募の市民の方などで新たな計画に関する検討を

行う総合計画審議会の委員の報酬として６９万３千円、有識者との協議等に必要な旅費として３２

万９千円、その他消耗印刷費等として６２万６千円となっております。 

○高花委員 内訳、分かりました。１６４万８千円を計上していると。１年目ですから、まずはこ

こからなのかなというふうに思います。 

 先ほども申し上げましたが、令和９年度末をもって計画期間を終える。なぜ私がこの質問をしよ

うと思ったのかといいますと、代表質問の市長の答弁を聞いていて、果たして、市長の様々な公約

が、今回、１００ありましたけれども、この第８次総合計画に合っているところがあるんだろうか

というところの、まず、疑問を持ちまして、かつ、そろそろ第９次総合計画を考えなければいけな

いときだなということもありましたので、今回、質問をさせてもらうというふうに思いました。 

 ということで、この第８次総合計画、どんな特徴があったのか、お聞きいたします。 

○菊地総合政策部政策調整課主幹 第８次総合計画につきましては、平成２３年に地方自治法の基

本構想の策定義務に係る規定が廃止されたことに伴い、平成２６年に制定した旭川市まちづくり基

本条例において総合的な計画の策定根拠について規定しており、第８次総合計画は、まちづくり基
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本条例に基づく初めての総合計画となっております。 

 第８次総合計画では、期間を平成２８年度から令和９年度までの１２年間とし、基本構想におい

て、目指す都市像である「世界にきらめくいきいき旭川～笑顔と自然あふれる北の拠点～」の下、

５つの基本目標と、それぞれの目標を実現するため、１３の基本政策を設定しております。また、

人口減少の抑制と魅力的な地域づくりを効果的かつ集中的に推進するため、こども、しごと、地域

をテーマに重点施策を設定したことが第８次総合計画の特徴であるというふうに考えております。 

○高花委員 思い出しますね。本当に、あのとき、いろいろ議論させていただきましたけれども、

気がつけばあれから１０年もたったんですね。その間、様々な変化があるというのは、これまでも

何回も言ってきましたけど。 

 それでは、これまで、第８次総合計画、この調査特別委員会をやっているとき、あの当時は、Ｓ

ＤＧｓ、なかったんです。途中で、この第８次総合計画にＳＤＧｓ、盛り込んでいきましたけれど

も、改定もあって、見直しという部分があったと思いますが、これまでの見直しの経過について伺

いたいと思います。 

○菊地総合政策部政策調整課主幹 第８次総合計画では、計画の着実な推進を図るため、基本計画

については、従来の５年ごとの見直しから４年ごとの見直しを行うこととしたところであります。 

 令和元年度に実施した第１期目の見直しにおきましては、児童虐待や子どもの貧困への対応、高

等教育機関の設置に向けた検討の継続、旭川空港の民間委託やＪＲの路線をはじめとする公共交通

の維持や利用促進等について基本政策へ反映させたものであります。また、当時、国連で採択さ

れ、我が国でも取組が広がっていた持続可能な開発目標、いわゆるＳＤＧｓにつきまして、計画と

の関係を整理しまして、各基本政策が世界の課題解決に向けた目標の達成につながっていることを

共有するための記載を盛り込んだところでございます。 

 次に、令和５年度に実施した第２期目の見直しにつきましては、新型コロナウイルスの感染拡大

の影響からの回復に向けた課題認識、健幸福祉都市の実現、いじめ防止対策の推進、デザイン創造

都市の取組の推進、除排雪体制の充実強化等について基本政策へ反映させたものであります。ま

た、ＤＸ、デジタルトランスフォーメーションやＧＸ、グリーントランスフォーメーション、デザ

イン思考について、各基本政策に横断的に取り入れて総合計画を推進していく視点として新たに追

加したところであります。 

○高花委員 様々、見直しをされてきたということは分かりました。どうしても外せない部分、私

も一般質問でさせていただきましたけれども、２０３０年度の目標の一つはＳＤＧｓ、これが第８

次総合計画にどう反映されているのかというふうに聞かせていただきましたが、既に総合政策部と

しては見直しをしていたということを記憶しております。早い対応をされていたのかなというふう

に思います。 

 では、いろいろ考えていると思いますが、予算は、次期の総合計画の予算でございますので、現

時点で次期の総合計画、どのようにお考えなのか、伺いたいと思います。 

○高橋総合政策部次長 来年度から策定いたします新たな計画につきましては、まちづくり基本条

例に定める総合的かつ計画的な市政運営を図るための最上位の計画として、本市の中長期的な方向

性を示すとともに、様々な課題や社会経済情勢の変化に柔軟に対応できる計画とする必要があると

考えております。 
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 このため、従来の総合計画という名称をはじめ、計画の期間や、基本構想と基本計画で構成する

ことなど、これまでの概念にとらわれることなく、時代の変化に即座に対応できる計画となるよ

う、今後、検討を行ってまいりたいと考えております。 

○高花委員 総合計画という名称から考えると、すごいびっくりしました。Ｂｅｙｏｎｄあさひか

わ、なかなかないなあというふうに思っておりまして、だけども、基本構想、基本計画っていうの

は外さず、柱となるところ、第８次はこども、しごと、地域というテーマで、このときはこれが重

要だったんだと思います。でも、具体的な部分では、まだ、あまり、これからなのかなっていう、

柱となる部分をきっとこれから考えていかれるんだろうなと。大きくは、総合計画という名称は変

えていきたいんだなということは分かりました。 

 そこで、先ほども申し上げましたけれども、この第８次総合計画と市長公約との関係についてお

聞きしていきたいと思います。 

 今津市長の２期目の公約と現在の第８次総合計画の関連性、どのようになっているのか、そし

て、どのように整理したのか、基本目標に沿ってお尋ねしたいと思いますが、基本目標は５まであ

りますので、できれば、ゆっくりと分かりやすくお答えしていただければと思います。 

○菊地総合政策部政策調整課主幹 今津市長の２期目の公約につきましては、１００項目それぞれ

に基づく具体的な事業や取組を第８次総合計画の基本目標や基本政策に掲げるまちづくりの方向性

に位置づけております。 

 具体的に基本目標と公約との関連を申し上げますと、基本目標１、「すくすくと子どもが育ち、

誰もが健やかに暮らせるまちを目指します」には、主に、公約の「子ども・子育て・教育」環境の

充実強化、誰もが生き生きと暮らし活躍できる「健幸福祉」都市の実現及び「ワンヘルス」都市を

目指した公園整備、動物福祉・野生動物との共生施策を位置づけております。 

 基本目標２、「たくましく未来を拓く人材を育み、生涯を通じて学べるまちを目指します」に

は、主に、公約の「子ども・子育て・教育」環境の充実強化、外貨を稼ぐ「観光・スポーツ振興」

及び「文化芸術・コンベンション施設等」の整備・充実強化を位置づけております。 

 基本目標３、「活力と賑わいにあふれ、経済が力強く発展するまちを目指します」には、主に、

公約の外貨を稼ぐ「観光・スポーツ振興」、地場産業・地域経済の底力と稼ぐ力を高める「地域経

済活性化」、基幹産業としての「農業・林業・畜産業の高度化」及び行きたくなる・住みたくなる

「中心市街地」活性化を位置づけております。 

 基本目標４、「自然と共生し、安全・安心な社会を支える強靱なまちを目指します」には、主

に、公約の除排雪・防災体制のさらなる充実強化、「ワンヘルス都市」を目指した公園整備、動物

福祉・野生動物との共生施策及び「交通インフラ・関連施設等」の整備・充実強化を位置づけてお

ります。 

 最後に、基本目標５、「互いに支え合い、共に築くまちを目指します」には、主に、公約の「女

性活躍」社会のさらなる推進、「日本一の窓口」実現とＤＸの推進、市民との相互コミュニケーシ

ョンの充実強化、市職員が市民のためにより力を発揮できる環境・体制の充実強化及びクラウドフ

ァンディング・ふるさと納税・国費等の積極的な活用を通じた攻める行財政改革推進をそれぞれ位

置づけております。 

○高花委員 非常に長く、ありがとうございました。いや、これ、仕方ないですよね。１００の公
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約がありますから。 

 市長の１期目のときの公約についても、これ、第８次総合計画に当てはめてきたということ、あ

りましたか。 

 突然、すみません、伺います。 

○高橋総合政策部次長 今津市長の当選後１期目の公約につきましても、総合計画上、推進を図っ

ていくことが必要ですので、一つ一つ整理しまして、総合計画上の事業、また施策に位置づけて推

進を図っているところでございます。 

○高花委員 ２期目を聞いておいて、１期目を聞かないってわけにいきませんので、聞かせていた

だきました。 

 最も当てはまるなっていうところもあれば、何かちょっと無理があるなっていう部分もないとは

言い切れない。でも、本当に、総合政策部として、上手にといいますか、当てはめたなというふう

に思います。 

 市長は、第８次総合計画を受けてこの２期目の公約を立てられたのかどうか、私は分かりません

けれども、外しちゃいけない部分です。上位計画の一つでございますので、何分、この第８次総合

計画は、トップにある、旭川市のまちづくりのトップにある計画ですから、そこを外してはいけな

いところだというふうに思いますけれども、ちょっと、当てはめ方は若干無理があるところがある

というふうに何か感じませんか。 

 いかがでしょうか。突然聞いて申し訳ありません。 

○高橋総合政策部次長 当てはめる上で、いろいろ分析をして、内容も、都度、市長とも相談しな

がら、公約の意味合いですとか、そういったところを聞かせていただいて、それであれば総合計画

上のこの政策ですとか事業に結びつくなというところで整理しておりますので、苦しいとか、そう

いうことはないかなと思っております。 

○高花委員 これは、第８次総合計画は、市長が市長になる前からの計画ですから、そこは、やむ

を得ないところは仕方ないなと私も理解はしております。 

 だけど、無理して当てはめることもなく、もう、今度は、第９次は、市長の総合計画の部分でご

ざいますから、見直しも含めて、５年に１回を４年に１回に見直しを変更した経過もありますか

ら、やはり、５年では長いと、それだけ、今、社会情勢というか、環境もどんどん変わってきてい

るという中ですから、無理して当てはめなくてもいいのではないかなと思っていたんです。そうい

う意味で私も聞いたんですが、見事に当てはめてきたので、すごいなというふうに感じました。 

 でも、若干、ちょっと、どこでも、当てはめようと思ったら、第８次総合計画のこの基本目標の

文言がよかったんですね。何にでも当てはまるような文言だったのかもしれません。 

 それで、次の質問に行きたいと思いますが、今回、公約を一つ一つ分析されて、総合計画上の基

本目標、基本政策に位置づけをしてきたということは、決して無理ではなくっていう部分なんだと

思いますが、１期目も２期目も位置づけをしたということは分かりました。 

 今回の計画の見直し時期と市長選挙の時期が異なる現状となってきます。こればかりはどうしよ

うもありません。今後、公約をどのように計画に盛り込んでいくお考えなのか、伺います。 

○高橋総合政策部次長 市長公約につきましては、その重要性に鑑み、これまでも総合計画への反

映に努めてきたところでございます。委員からもお話がありましたとおり、第７次計画では５年ご
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とに基本計画の見直しを行ってまいりました。また、第８次計画では、市長の任期に合わせるとい

うことで、４年ごとの見直しへと変更を行い、市長公約の内容との連動を図ろうとしてきたところ

でございます。 

 今後、策定を計画しております新たな計画におきましても、市長公約はその核となる重要な視点

だというふうに考えておりますので、計画に反映していくために、的確に反映することができる手

法ですとか、運用の方法について検討を行ってまいりたいと考えております。 

○高花委員 先ほども申し上げましたけれども、ＤＸだけではない、ＧＸも大事ですし、環境も大

事ですし、第８次とは違うもっと重要な部分が出てくるなっていうふうに思います。それがどのよ

うに第９次に、総合計画、まあ、総合計画という名称もなくなるかもしれませんので、今は総合計

画と言わせていただきますが、やはり、将来を見据えた部分だけではないことが、本当に今の旭川

市に何が必要なのかという部分がしっかりと盛り込まれることを願っております。 

 先ほども都市計画のほうでいろいろ伺いましたけれども、このように、旭川市はここ１～２年で

様々な計画見直しの時期が来ている中のこの上位計画の２つが、令和８年、９年と考えなければな

らない状況ですから、非常に重要な位置を占めていると私は思っております。 

 当然、第８次総合計画では、市民検討会議で検討も行ってまいりました。当時は、職員の若い方

たちのワーキングのプレゼンもあったように思います。非常に若い方たちの職員のいい案が、私も

記憶しておりますが、すごい頼もしいなという認識を受けておりますけれども、若い方の声を聞い

ていくことも重要だと思いますし、女性が活躍していくという部分のことも重要だと思います。そ

ういった部分、どのように今後進めていくお考えなのか、伺います。 

○高橋総合政策部次長 新たな計画の策定におきましても、市民の皆様とともに、まちの将来像や

まちづくりの方向性を共有しながら計画をつくり上げていく必要があると考えており、様々な場面

で幅広く市民の皆様の御意見を伺いながら策定を進めてまいりたいと考えております。 

 具体的に申し上げますと、学識経験者やまちづくりに関わる団体の皆様、公募の市民の方々によ

って構成する予定であります総合計画審議会を中心にしまして、既存の附属機関や、市長が自ら市

民の皆様と意見交換を行う機会などを活用しながら、子どもたちや若者をはじめ、幅広い年代や業

種の方々から御意見を伺うことを検討しております。またあわせて、ＤＸやＳＮＳを効果的に活用

するとともに、庁内においても若手職員などによるワーキンググループで議論を行いたいと考えて

おりまして、これらで得られた意見を集約し、令和８年度中に新たな計画素案の策定を目指してま

いりたいと考えております。 

○高花委員 重要な上位計画、２つを考えなければならないときですから、本当に職員の中でもい

ろいろ議論していただきたいと思っておりますし、特に、審議会、これは全国的な問題ですけれど

も、女性の割合が非常に低いです。この部分を旭川市はどのように解決していくのか。 

 ぜひとも、この総合計画の審議会の中から、やっぱり女性の割合を増やしていただきたいという

ふうに私は思っておりますが、何分、募集しても集まらないということのないように、そこを今か

ら意識して、どうすればもっともっと女性の声を聞くことができるのか、これだけでも今までとは

違う審議会になってくるというふうに思っております。 

 それについてはどのようにお考えでしょうか。 

○高橋総合政策部次長 審議会における女性の方の御参加ということでございますけども、やは
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り、私も、担当しているときに、やっぱり、ちょっと団体推薦のときには男性が多くなったりし

て、なるべく女性の方でお願いしますということもしているんですけれども、結果的に女性の方が

少なくなってしまったこともやはりあります。 

 今後、総合計画審議会におきましても、そういった努力をしっかり行いながら、なるべく半々に

なるようにしたいとは思っておりますけども、そういうふうに努力したいと思っております。 

○高花委員 有識者という中にも、例えば、女性を入れてほしい、女性起業家がいます。この３年

近くの女性活躍推進部という部がなければ、女性活躍、起業家育成、そういったセミナーも今まで

なかったことですし、せっかくやってきたことが、部がなくなることで生かされないということは

ないようにしていただきたいんですが、現実問題として、やっぱり、女性の声をどうやって広げる

かということから始めなければ、今までどおりの同じ雰囲気の審議会になりかねない。 

 やっぱり、まず、ここはハードルが高いと思いますよ。審議会を女性割合３０％に持っていくっ

ていうのは、本当に国でも大変なことですから。国も、ここは問題だと内閣府も言っております。

私もオンラインのセミナーを受けて、国のほうでも悩んでおりました。半分は女性であるのに、な

かなかそこがいかない。これはなぜなのかという部分で、やっぱり、もっと楽しい雰囲気を出すこ

とも大事でしょうし、何か、そういう雰囲気をつくり上げることも、一つ、行政の役割かなと、そ

れは一朝一夕ではできないところがあると思いますから、今からいろいろ準備をしていただきた

い。 

 そういったことが、女性活躍推進、今度、課になるわけですけれども、子ども、女性、若者って

いう部分になりますけれど、私が、最近行った視察先では、子ども、若者女性部っていうのがあり

ましたね。これ、今のメジャーというか、トレンドなのかなっていうふうに思いながら旭川市の今

回の機構改革も聞いていましたけれども、現実問題として、こういったいろいろ上位計画、これを

考えるに当たって女性意見を取るところからの、まず、皆さんの考え方の意識の改革も含めて、制

度の在り方、制度っていうか、進め方の在り方も含めて考えていただきたいと思います。 

 そういったことを指摘させていただいた上で、どのような計画にしたいと考えているのか、部長

にお聞きいたします。 

○熊谷総合政策部長 新たな計画についてでございますが、総合的な計画は、市全体の計画体系の

最上位に位置し、本市の中長期的なまちづくりの方向性を市内外に発信していくものとして非常に

重要な役割を果たすものと認識しております。 

 そのため、計画策定の状況や内容につきましては、市議会に適宜報告し、御意見をいただきなが

ら策定を進めてまいりたいと考えております。 

 新しい計画の策定は、市民の皆様とまちの将来像を一緒に考える重要な機会となり、職員にとっ

ても、全体的な視点からそれぞれの業務を見直すことにもつながると考えております。次期の計画

につきましては、先ほどいろいろお話しいただきましたが、幅広く市民の皆様にも御参加いただき

ながら、市民の皆さんにとって親しみやすく、そして、まちづくりの方向性を共有できる分かりや

すい計画とすることや、また、職員にとっては、業務の指針となるような内容、そういったことを

目指すことなど、様々な観点から検討を行いながら策定に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

 また、公約の話もいただきましたんで、新しい計画におきましては、市長公約は重要な核と、そ
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ういった視点として反映してまいりたいと考えております。 

 現在の総合計画においては、基本計画については、社会経済情勢の変化等を踏まえ、原則４年ご

とに見直すこととしておりますが、新たな計画は、中長期的な視点も持ちながら、より実効性を高

める観点から、この見直しの期間については柔軟に対応したいと考えております。 

○高花委員 どうしても市長選というのがありますから、選挙によって変わる可能性も出てきます

ので、そこは別に４年にこだわらなくてもいいのかなというふうに思っております。 

 本当に重要な総合計画であります。今からいろいろ準備して、そのための予算を計上しています

けれども、最初に聞いた段階では、審議会の委員の報酬とか、有識者ともっていう、ありきたりの

予算内訳でございました。 

 そこに何か特化しているものはないなというふうに思いましたけれども、何度も言いますけれど

も、女性の声をいかに取り入れられるか、そこの部分をしっかりとしていただきたいと、最後、指

摘して、この質問は終わりたいと思います。 

 次に、旭川市立大学、お聞きしたいと思います。 

 昨日、後期の試験日でありました。本当に、この旭川市立大学市立化に向けてもいろいろ議論さ

せていただきました。大学の柱は一体何ですか、柱がないのに屋根と壁を建てているようなものじ

ゃないかとか、結構いろいろきついことを言わせていただいて、土台がないとかですね。しかも、

中期的な財政を聞いているんじゃない、長い将来にわたって旭川市の負担になっていかないのか

と、もうそこだけを心配して、私はこれまで何度も議論してきました。で、いろんな、民設民営だ

けではなく、公立化となった大学にも視察に行ってきました。 

 その中で、大体５年間は倍率が高い、きっと旭川市立大学もそうなのかな、かつ、４月から、新

しい、やっと地域創造学部が開学します。そもそも、ものづくり大学の要望があってスタートし

た、そこが入り口だったと思います。それが、旭川大学にものづくり学部をできないのかと。最

初、当時の行政が考えた大学名、イノベーション学部イノベーション学科とか、そういう学部学科

名だったんです。それに対して、私も、長過ぎる、履歴書に書けないと。かつ、今、ちっちゃいん

ですね、書くマスが。男性の皆様はそういうのを記入していないでしょう、大体、奥様が記入して

いるでしょう。０．１ミリのペンを使ってもイノベーション学部イノベーション学科なんて書き切

れないとかって、そんな細かいことまで言った記憶があります。 

 そうすると学部名が変わってきたんですけれども、やっぱり、いろいろ議論って大事だなという

ふうに思ったりもしておりますが、市立化になって３年間、一体、この運営、どういうふうになっ

ているのかなっていう仕組みについても伺いたいと思っておりますが、そもそも、私が調査特別委

員会の委員だったとき、この旭川大学、市立化になって設置者は誰ですかと聞いても旭川市って答

えなかったんですね。運営委員会だって言い張っていたんです。違うでしょう、旭川市じゃないん

ですかと。だから、そういった議論もしたりしながら来ました。 

 今は設置者は旭川市だとやっぱり言われていると思いますけれども、そんな、いろいろあった思

い入れのある旭川市立大学、３年しか経過していませんけれども、行く行く、もしかしたら財政を

圧迫しかねない部分もやっぱり心配はしておりますので、今回、お聞きしていきたいというふうに

思います。 

 これは、２款１項９目の旭川市立大学運営費というところで聞いていきたいと思いますが、公立
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化されて３年、４月に新たな学部が誕生する、その中で、高等教育の修学支援制度、国のほうも、

この数年、どんどん変えています。幼児教育の無償化から始まり、所得制限つきの無償化、所得撤

廃、いろんなことが変化しております。教育に差をつけちゃいけないと私も思っております。親の

収入で差がつくものではないというふうに思っていますので。 

 その中で、旭川大学が、国も修学支援制度をいろいろと変えていく中での市立化になった中で、

改めて、大学運営の収入についてまず伺っていきたいと思います。 

 どのようになっていますでしょうか。 

○鈴木総合政策部公立大学課長 公立大学法人運営に係る費用を賄う収入につきましては、まず

は、学生からの入学金や授業料収入などのいわゆる学納金のほか、設置自治体からの運営費交付

金、教育研究活動に伴う共同研究費収入や寄附金などによって賄われているものでございます。 

○高花委員 当然、学生からの、様々な、せいぜい学生からは入学金とか授業料だと思いますけれ

ども、そして、国から旭川市に入る交付金、運営費交付金という部分だと思います。 

 それでは、この旭川市立大学の運営費交付金について、これは、市から大学に支出する部分だと

思いますが、この推移についてお聞きしたいと思います。 

○鈴木総合政策部公立大学課長 旭川市立大学の運営費交付金として、令和５年度決算額として８

億５千６２６万４千４７円、令和６年度も決算額といたしまして９億４９４万７千４００円、令和

７年度につきましては、まだ予算額でございますけども、１０億１千２５万１千円、また、令和８

年度予算額といたしまして１２億１千４３２万円となっております。 

○高花委員 今回、資料要求させていただきました。 

 今、お答えになったのは資料要求にある②の部分でありますけれども、令和５年度と令和６年度

は決算額について、今、答弁がありました。 

 大体、運営費交付金を出しても、これを超えるということはなかったというふうに思います。令

和７年度はまだ決算が出ていませんので出せませんけれども、今の答弁では、十分、交付金の中で

決算ができたんだなというふうに思いました。 

 それでは、次に、お聞きしたいと思いますけれども、少子化によって、最近、大学の運営状況が

非常に厳しくなってきていると思います。特に、私学は大変な状況だということも、度々、ニュー

スにもなっておりました。単なる人口減少という問題なのか、様々あるというふうに思いますけれ

ども、この旭川市立大学の運営状況っていうのは、一番私が心配しているところですけれども、大

丈夫なのかどうか、伺いたいと思います。 

○鈴木総合政策部公立大学課長 少子化の影響等がございますが、令和５年度に市立大学として開

学してからは、予算、決算ともに収支は均衡し、安定的に運営していただいているものと認識して

いるところでございます。 

○高花委員 それで運営をしているということですが、令和５年度、令和６年度というのは、交付

金が若干下がっているんですね。で、今度、令和７年度、令和８年度は交付金が上がっていると、

この資料の②から見ても分かるんですけれども、その理由っていうのはどういったところなんでし

ょうか。 

○鈴木総合政策部公立大学課長 増減の主な理由につきましては、令和６年度及び令和７年度にお

いて、国の修学支援制度の対象範囲が段階的に拡充され、これを受けて予算は増えております。ま
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た、令和８年度については、新学部の学生増による予算額の増となっております。 

○高花委員 私、調査特別委員会のときに、一体、旭川市立大学は理系なのか、文系なのかという

ふうに聞いたことがあります。交付金は、理系は非常に金額が高いですね。地域創造学部ができた

ことによって、文系に分類するのか、理系なのか、交付金もいろいろ分野がありますけれども、ど

の分野に属していますか。 

○鈴木総合政策部公立大学課長 旭川市立大学の学部構成としましては、短大の保育とかは家政学

系であったりとか、経済学部につきましては社会科学系、あと、新学部につきましては、今回、カ

リキュラムの中身によりまして文理融合の学びを構成しております。そういった観点から、学生単

価につきましては、社会科学系と理系の半分半分、金額で言いますとおおむね８０万円超えぐらい

の金額の学生単価というふうになっております。 

○高花委員 どちらかというと文系が強いのかなという、交付金に関しては、文系の社会学系です

ね。完璧な理科系ではないということだというふうに思います。理科系だったらこういう金額では

ないと思いますので、それは分かりました。 

 それでは、今回、修学支援制度によって交付金が増えたりとかっていうことも先ほど答弁があり

ましたけれども、この修学支援制度の新制度についてお聞きしたいと思います。 

○鈴木総合政策部公立大学課長 修学支援制度の制度拡充につきまして、旭川市立大学に関わる部

分に関して申し上げますと、授業料、入学金について、令和５年度から住民税非課税世帯等を対象

として制度が開始されまして、令和６年度には、所得制限がある中で多子世帯に該当する方が対象

となり、令和７年度については、多子世帯の方である場合、所得制限なく対象となる拡充がなされ

ております。令和８年度についても同様でございます。 

○高花委員 変わっていきますよね。それは、非常に市民としてはありがたい話になっていくなと

いうふうに思います。 

 で、先ほども、人口減少の中で、存続、大丈夫なのかなというふうに心配をしている部分のこと

も言わせていただきました。今のところは、収支は均衡していると答弁をいただきましたので、少

し安心しております。 

 じゃ、今度、いろいろ新しい修学支援制度も、拡大、所得制限を撤廃していく中で開始する部分

があると思いますが、この新校舎についてお伺いしたいと思います。 

 建設費はなくなったと思いますけれども、維持費というのもかかってくると思います、今後。そ

れで、市の負担というのは、何だかんだ言って、この新校舎を造るに当たってどれぐらいの負担が

あったのでしょうか。 

○鈴木総合政策部公立大学課長 旭川市立大学の新校舎施設整備に関わり、本市が支出した補助金

につきましては、令和５年度は、設計費になりますけども、令和５年度決算額２千６７３万円、ま

た、令和６年度につきましては、設計費と建設費を合わせまして４億６千９１万８千円、令和７年

度につきましては、まだ執行中でございまして決算額は申し上げられませんので、予算額といたし

まして１５億４千８４０万６千円となってございます。 

○高花委員 相当な金額がかかったということが分かりました。 

 やっと新学部が開設するということで、定員数も増えていくというふうに思いますけれども、資

料にも載せていただきましたが、近郊の北海道内の公立大学と併せてつくっていただきましたけれ
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ども、直近の志願状況、これは載っておりますね。令和４年から令和７年まで載っております。こ

れを見る限り、年々減ってきているんですけれども、ここは後ほど聞くといたしまして、学部ごと

が分からないんですね。これはまとめた倍率でございますので、これ、一般選抜の状況の倍率です

から特別選抜は入っていないということで、この一般選抜でお聞きいたしますけれども、これを学

部ごとにお示しください。 

○鈴木総合政策部公立大学課長 旭川市立大学の令和８年度入学に関わる志願者数につきまして、

学部ごとに特別選抜と一般選抜を併せて申し上げますと、全て募集定員１００名に対しまして、経

済学部で３０６名、保健福祉学部で２９８名、地域創造学部で１４９名でございます。 

 また、その中で一般選抜の志願倍率につきましては、経済学部の前期は３．０倍、後期は１３．

３倍であり、保健福祉学部の前期は２．２倍、中期は１７．５倍、地域創造学部の前期は１．５

倍、後期は５．８倍となってございます。 

○高花委員 詳しく言っていただいて、感謝いたします。 

 言っていただけましたけれども、これは、道内の公立大学と比較すると、果たして倍率が高いの

か、低いのかっていうのが分かりにくいんですが、ここの表に出ている部分を見ても、本市、どう

なんでしょうか。高いほうなのか。やっぱり、釧路公立大学のほうが高いのかなというふうに見え

ますけれども、この件に関してはどのようにお考えですか。 

○鈴木総合政策部公立大学課長 旭川市立大学につきましては、経済学部、保健福祉学部、そし

て、この４月から地域創造学部ができまして、いわゆる総合大学という分類がなされる大学でござ

います。 

 対しまして、釧路公立大学につきましては、経済系の１学部で１学年の定員が３００名という、

単科大学にしては結構マンモス大学となっております。で、釧路公立大学につきましては、道内

で、たしか、初の公立系の大学だと認識しておりますけども、そこの長年の卒業生の輩出でありま

すとか、実績が積み上がって今の倍率になっているというふうに認識しているところでございま

す。 

○高花委員 突然にもかかわらず、ちゃんと分析されているんだなというふうに思います。 

 これから、旭川市立大学も、経験といいますか、年数がたっていけば倍率が上がっていくのか、

果たして釧路公立大学のようにこの倍率でいけるのか分かりませんけれども、既に今の段階で倍以

上の差が倍率としてはあることが分かりました。 

 その上で、非常に、他校の、他校というか、この調査特別委員会のときにも公立大学になったと

ころを視察させていただいて、向こう５年間はやっぱり倍率が高かったという、視察先で、ありま

した。恐らく、旭川大学も向こう５年間は倍率は高いだろうなと、私はそのとき思っていました。

そういったことも質問させていただきました。ただ、５年というのは、ある意味、短期間であっ

て、中期までもいかないし、長期で見れば大丈夫だろうかという心配もしながら常に質問させてい

ただきました。 

 で、この旭川市立大学の一般選抜に係る志願について、令和５年度は、定員９０名に対して志願

者数７３８で８．２倍、令和６年度は、定員９０名で、志願者５１８名で５．８倍、令和７年度

は、定員１３０名に対して５２８名の志願があって４．１倍、倍率だけで言いますと、市立化の令

和５年になってから８．２倍、５．８倍、４．１倍と下がっていっているんですね。 
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 これは、志願者数に対しての倍率です。実際に入学したとなると減ることも考えますから、どう

なんでしょうか、この部分の倍率が減っているというこの減少傾向をどのように受け止めています

か。 

○鈴木総合政策部公立大学課長 旭川市立大学の志願につきまして、委員の御指摘のとおり、令和

５年度から令和７年度にかけましては減少傾向にありますが、法人では、入試制度の変更など、よ

り多くの学生に志願していただくための取組を進めていると伺っているところでございますから、

本市としましても、その状況を確認するとともに、大学と連携し、広報活動への協力など、取り組

んでまいりたいと考えているところでございます。 

○高花委員 つまり、今の答弁からすると、倍率は減ってきているから危機感を持っている、だか

ら、広報活動していく、何らかの手を打たなければいけないという認識でよろしいでしょうか、お

聞かせください。 

○鈴木総合政策部公立大学課長 大学法人とも意見交換する中で、例えば、特別選抜、学校推薦の

制度を、地域からの公募制と、令和５年、６年としておりましたけども、令和８年から指定校制度

に変えたりとか、入学の志願の仕方自体に手を入れて、より志願者数が伸びるような、地域に、学

校との信頼関係もありますが、入学者を送り込んでいただけるような制度の改正について法人も取

り組んでおりますし、その状況について市も認識しているところでございます。 

○高花委員 大学運営委員会も本当に頑張られているというふうに思っております。 

 どの組織も改善点は必要になってくると思いますし、ただ、数字としてやっぱり表れる以上は危

機感もあると思いますので、それでなくても人は減っていきますから、あわせて、大学の質も落ち

てはいけないと思います。だから、本当に質の面と量の面、両方考えていかなければいけない大変

な部分だと思いますけれども、旭川市も、しっかり、交付金をいただいているだけではなくて、一

般財源の、今後、負担もあるかもしれませんので、しっかり、そうならないように、交付金ででき

るように努力していただきたいというふうには思っております。 

 で、先ほど、最初のほうで収入の部分を聞きましたが、やっぱり、学生数の入学金と授業料、こ

ういった部分が収入の大きな部分になると、それが基本でございますよね。その学生数が減ってく

る、志願者数は多くても実際に入学する数が減る、そういったことがないようにしていかなければ

ならない部分があると思いますが、この学生についての定員の充足っていうのはどのような状況に

なっていますか。 

○鈴木総合政策部公立大学課長 旭川市立大学の学生充足につきまして、各年度５月１日時点の状

況を申し上げますと、定員８００名に対し、令和５年度で８２６名、令和６年度８４２名、令和７

年度８５３名であり、開学した令和５年度以降、定員を充足している状況にございます。 

○高花委員 安心いたしました。 

 ８００名、４年間分の人数ですから、ここを超えている、定員は充足しているということで、安

心いたしました。どうか、これが割れないように、かつ、魅力ある大学でなければ退学していく方

もいらっしゃると思います。１年目はこの人数だったと思いますけど、これが４年後になると減っ

ているとか、そういうことのないようにしていかなければならないというふうに思います。どこま

でも魅力ある大学づくりというのは重要だというふうに思っておりますので、そのために市立大学

になってから公立大学課というのが設置されたわけですから、そこは頑張っていただきたいなとい
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うふうに思います。 

 そして、この調査特別委員会のとき、公立化になることによって多くの学生の志願が出てくる

と、じゃ、地域の高校生がはじき出されるんじゃないかという危機感の話題もありました。そこ

で、地域枠という部分においても、地域枠を設定することが重要じゃないかということも議論され

てきたわけですね。 

 その部分において、今、どのようになっているのか、旭川市だけではない、だけど、名寄にも短

大がある、近郊にある、そういったこともいろいろ話題になった中で、まずは１市８町からの入学

状況、これが公立化後どのように変化したのか、また、地域枠という部分についてもちょっと触れ

ていただきたいと思います。 

○鈴木総合政策部公立大学課長 旭川市立大学における１市８町からの入学者につきまして、各年

度、割合で申し上げますと、令和５年度につきましては５３．６％、令和６年度につきましては３

８．９％、令和７年度につきましては４２．５％という数字になってございます。 

 で、地域枠の考え方につきましては、当時、御議論されていたものについては１市８町というふ

うにお伺いしているところでございますけれども、今年度、令和８年度入学からの入学につきまし

ては、今まで、当初、１市８町の高校生の入学としての枠というもので、令和５年度、令和６年

度、入試をやっておりましたけども、やっぱり、地域外から今まで来られていた、例えば富良野で

ありますとか、そういった地域の、例えば看護師を目指す学生とかが、私学当時、指定校だったの

が、公立化になった途端、外された、そういった声も聞かれたりしたこと、そういったことから、

地域の、１市８町以外の、逆に、高校から学生が来なくなったという反省を踏まえまして、令和８

年度からは、私学のときに行っていた指定校制度というのを復活させたところです。 

 新学部についてももちろん指定校制度というのを使って入試募集していたところなんですけど

も、そういった取組で、例えば、短大の保育でありますとか、そういった対象、より、高校のほう

に、旭川市立大学に目を向けていただけるような取組というものをしておりまして、今年度につい

てはまだ数字は出ておりませんけども、そういった形で、１市８町プラスアルファで広げていくよ

うな、幅広く入試の門を開けておくような仕組みに改善というか、そういうことを、法人から、し

ているというふうに伺っているところでございます。 

○高花委員 確認の意味で、１市８町、当時言っていた地域枠の部分だと思います。 

 今、課長が言われた指定校という部分は、決して市内や道内だけではなく、道外も含めていると

認識してよろしいですか、お伺いします。 

○鈴木総合政策部公立大学課長 そのような認識で結構です。 

 特に、食品に関わる分野でありますとか、看護、保育もそうなんですけども、東北から入学した

実績とか、過去、重ねておりますので、そういったところも指定校として推薦しているというふう

に大学のほうからは聞いているところでございます。 

○高花委員 詳しいことは聞きませんけど、気になるのは、指定校って何校ぐらいを考えているの

かなとか、いろいろ聞きたいと思いますけど、ここは分からない、大学側だと思いますので。 

 今は指定校だけど来年から指定校じゃないという、そういう変動もあると思います。先輩が何か

問題を起こしたりしたら指定校というのは取れませんし、その推薦の一つなのかな、そういう規定

があるのかどうかも分かりませんけど、また新たな取組をしていくと、市内、１市８町だけではな
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いですよ、広げていくんだということは分かりました。 

 いろいろ、様々、聞かせていただきました。今のところは収支均衡が取れている、安定してい

る、交付金で賄われているということもお聞きしました。 

 ただ、大学の運営っていうのは難しいのが現状です。一つは、文部科学省でも言われているの

は、前々から、何年も前から言われていますけど、大学院への進学、また大学院の卒論の質の低

下、そういったことがいろいろ危惧されている中で、旭川市立大学、今後、運営の将来、どのよう

に見通しをされているのか、お伺いいたします。 

○熊谷総合政策部長 大学運営の将来的な見通しでございますが、大学運営においては、コスト意

識を持っていただいた上で、先ほど委員からも御指摘がありましたとおり、まずは学生の確保、こ

ちらをしっかり進めていかなくちゃいけないと考えているところでございます。 

 課長から御答弁させていただきましたが、大学の学生数については、令和５年度以降、定員を充

足しているというような状況にございます。しかしながら、少子化の進展により大学間の競争が激

しい、そういった中では、今後も将来にわたって学生を確保するためには、大学自体がより魅力的

な大学となるような取組を続けることが極めて重要であるというような認識を持っております。 

 設置者である本市といたしましても、財政面をはじめ、大学と連携した事業の実施や、大学の取

組に対する、広報等で大学の魅力を発信することが必要だと考えておりますので、そういった支援

は続けてまいりますし、加えて申し上げますと、知の拠点として地域社会に貢献するという大学の

目指す方向性を踏まえまして、こちらは学生の確保にもつながりますので、機能強化や教育環境、

こちらのさらなる充実に係る必要な支援、こちらも行ってまいりたいといった考えでございます。 

○高花委員 大学側と連携していくことは重要だと思いますし、何よりも、多くのいろんな方に来

ていただいて、かつ、旭川市のまちを好きになっていただいて、そして、かけがえのない４年間、

青春時代を築いていただきたいというふうにも思っております。一人でも多くの、すばらしい、本

当に夢が持てるようになったと言ってもらえるような大学運営をしていただきたいなというふうに

思っております。 

 ここまで、いろいろ聞かせていただきました。大学についての質問は、これで終わらせていただ

きます。 

 都市計画、総合計画、９次って言うのか、分かりませんが、新たな総合計画、そして、旭川市立

大学、どれも旭川市のまちづくりには欠かせられない部分だというふうに思います。桝井副市長に

お伺いしたいと思いますが、いろいろ見直していかなければならない、また、新たなスタートを切

る大学もあります。旭川市の魅力、どのようにお考えか、また、川のまち旭川、ということはイコ

ール橋のまち旭川、川も橋も多い、長寿命化もしなきゃいけない、いろんなことがある中で、それ

でも、この旭川市、今後、どういったまちを目指していくかという、大事なこの令和８年、９年を

迎えるに当たり、桝井副市長が見る旭川、そして、今後こうなってほしい、また、ここは気をつけ

たほうがいい等も、ここだけの話というのもあるのかもしれませんけれども、お伺いしたいなとい

うふうに思います。 

○桝井副市長 大変、なかなか難しい質問をいただいたかなと思っておりますけれども、歴史のと

ころをちょっと触れてみますと、いわゆる内地は、もともと江戸時代から城下町があって、城下町

をベースにしてまちづくりが進められたというのが特徴かなと思います。一方で、旭川市をはじ
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め、北海道の都市というのは、城下町がない場合が、まあ、函館のほうはあるかと思いますけど

も、ない場合が多くて、そこには何があったかというと、川と原野がある中でまちづくりが進めら

れたという歴史がある中では、まさに川とともにまちづくりが進められたと言っても過言ではない

のかなというふうに思います。 

 そういう観点でいきますと、旭川では、特に、やっぱり、戦前から昭和５０年代までは水害が多

くて、水害にどう対応するかという観点で、川づくり、まちづくりがセットになって行われてきた

のかなあと思います。特に、戦前では、もう今は当たり前ですけれども、牛朱別川が、今、直線で

今の地点に合流していますけど、あれが曲がりくねって、もっと石狩川の河口部に合流していたと

いったような歴史があって、それを今の位置に変えていくというような大工事が行われて、その結

果できた土地に今ロータリーができたりとか、そういった歴史もございました。 

 また、戦後でいきますと、平成になってからになりますか、永山新川ができたりということで、

もう市街地が、一定程度、旭川市街ができていく中で、これ以上、牛朱別川の工事、牛朱別川を広

げることが難しいという中で、上流部で、牛朱別川の上流に降った雨水が流れ込んだ川の水を先に

石狩川に合流させようということで永山新川ができたりといったようなことで、旭川も大分安全に

なったといったようなところかなというふうに思っております。 

 一方で、昔はそういう意味で水害が頻発していたということで、水害と生活が一体になった生

活、すぐ、大雨が降れば逃げるぞみたいのが昔はよくあったというような話がよくあるわけですけ

ども、安全になったがゆえに避難しにくくなったみたいな話も伺うところがあるところでございま

す。 

 そういった意味では、当然、これからまた、気候変動の影響で水害がこれから頻発になったり激

甚化するんじゃないかと言われている中で、国土強靱化の観点でハード整備をちゃんとしなきゃい

けませんけれども、それだけではなくて、やっぱり、市民への普及啓発が非常に大事になるんじゃ

ないかというふうに思っているところでございます。 

 先ほど立地適正化計画の話もありましたけども、地域振興部はあまり触れていませんでしたけれ

ども、昨年度の見直しの中では、立地適正化計画の見直しの視点で、市内の安全度、水害に対する

安全度みたいのを評価させていただいて、危ないところには、あまり、そういった誘導をするのを

抑制しようという考え方も新たに導入させていただいたところでございます。やはり、都市機能で

あったり居住を誘導する区域というのは、一定程度、やっぱり安全なところに誘導していくといっ

た観点を持たせていただきました。 

 今後も、状況に応じてこういった立地適正化計画を見直して、やっぱり、こういう総合計画とか

都市計画、どうしても安全が忘れがちになってしまうところではあるんですけれども、そういった

安全の意識もしっかり持ってやっていくことで、旭川は特にやっぱり地震には安全だというのは胸

を張って言えるんですが、水害に対しては、雨が、どう降り方が変わるか分からない中では、やっ

ぱり、そういった状況も見ながら適宜適切に見直していくことが、また安全も売りにしたまちづく

りにつながるのではないかなというふうに思っているところでございます。 

 一応、私、答弁した後、環境も用意したんですけど、ちょこっとだけ、大分長くなったので簡単

に述べさせていただきますけども、市内の川の環境も大分よくなってきて、市民から見るといい環

境だなというふうによく見ることが多いんじゃないかと思います。 
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 ただ、川というのは、上流から下流、一気通貫で水が流れる下に流れているというのがやっぱり

大きな特徴でございまして、今、秋になると、サケが遡上するのをよく見ることができると思いま

すけれども、あれは何で遡上を急にするんだというと、１０年、２０年前ですか、深川市にある頭

首工、農業用水を取る頭首工の魚道がちゃんと機能するようになったことが大きくて、それを機会

に旭川でサケを見られるようになった、そういったところがございます。 

 そういった点でいきますと、河川の環境みたいな話、また、まちの環境もそうですけども、特

に、川については、やっぱり、上下流を意識して、みんなで連携しながら話し合うことで、旭川も

恩恵を受けられるし、もしかしたら旭川が取り組むことが、さらに上流の方、場合によっては下流

の方に恩恵を与えることができるんじゃないかなと思いますので、旭川市単独で考えるのではなく

て、特に、川を意識する場合には広域的な視点を忘れずに、石狩川の恵みというのは、四十数市町

村ございますので、四十数市町村と一緒になって石狩川の恵みを受けられるような取組をすること

が、結果として旭川市にとってもいいまちづくりにつながるのではないかなというふうに考えてい

るところでございます。 

 今言ったような話というのは、実は、理系だけの話ではないのかなと、私、思っておりまして、

私も理系の大学院まで出ましたけれども、それって、かなりマニアックな話をすることが多くて、

やっぱり合意形成であったりということもあるけども、合意形成の基になるのは理系的な根拠があ

るところでございまして、やっぱり、それを融合したというのが一番大事になるかなと思いまし

て、そういった地域創造学部の学びなんかを生かしていただいて、ぜひ、そういった川も学習素材

にしていただけると、また一つ、テーマとして面白いのかなというふうに思ったところでございま

す。 

○高花委員 熱き思い、ありがとうございました。そうですね。やっぱり、下流地域は、大雨が降

るたびに非常に不安な思いをしています。どうしても上から下に流れてきてしまうという、やっぱ

り、旭川市は備えあれば憂いなしの、氾濫があるとすれば川の増水でございますから、そこは意識

してやっていかなければいけないなというふうに思っております。 

 桝井副市長の熱い思いを聞かせていただきましたけれども、総合計画と都市計画に関してあんま

り触れなかったのはあれでしたけれども、そういったことが、今後、盛り込まれていくことも、環

境等を含めて重要じゃないかというふうに分かりました。 

 旭川市立大学に関してはここで終わりたいと思います。あと、第８次総合計画も一緒に終わりた

いと思います。 

 じゃ、最後、選挙管理委員会にお聞きしたいと思います。 

 ２款４項３目の北海道知事選挙及び北海道議会議員議選挙執行費、同じく旭川市議会議員選挙執

行費というのが、令和８年度、予算計上されておりますけれども、この令和８年度統一地方選挙の

予算概要について伺います。 

○蛯名選挙管理委員会事務局主幹 令和９年４月に執行が予定されております統一地方選挙につき

ましては、令和８年度から令和９年度にかけての予算執行となり、まず、北海道知事選挙及び北海

道議会議員選挙の執行経費については、概算で総額２億３千２００万円の予算額を見込んでおりま

す。そのうち、令和８年度の予算計上額としましては総額で６千１５７万１千円を計上しており、

主なものとして、当年度に執行する人件費として１千５３１万円、投票所整理券の作成等に要する
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経費として２千９９９万８千円などを計上しております。 

 次に、旭川市議会議員選挙につきましては、概算で総額２億４千３００万円の予算額を見込んで

おり、そのうち、令和８年度の予算計上額としましては３１０万６千円を計上しております。主な

ものとして、投票用紙の作成等に要する消耗印刷費２９０万６千円などとなっております。 

 また、それぞれの選挙執行において、令和８年度から令和９年度にまたがる契約として、期日前

投票所の運営委託やポスター掲示場の設置費用等がありますことから、債務負担行為として、北海

道知事選挙及び北海道議会議員選挙の執行経費について合計１億６５４万９千円、旭川市議会議員

選挙については合計１億円をそれぞれ設定いたします。 

○高花委員 分かりやすく、ゆっくりと、ありがとうございました。 

 一つ心配しております。今回の衆議院議員総選挙の真冬の選挙、ポスター掲示、非常に大雪が降

った札幌は大変だったとニュースにもなっておりました。通常よりも少ない数で掲示していた。人

ごとではなく、旭川市がそういう大雪になった場合、やはり、掲示する場合、影響が出てくると思

います。そういった際の対応というのは何かお考えですか。 

○蛯名選挙管理委員会事務局主幹 統一地方選挙におけるポスター掲示場の設置については、３月

中旬から下旬にかけての作業となりますため、過去においては大雪等による影響はなく、予算的に

は予定どおり設置が行われておりましたが、大雪等、天候の影響が生じる場合には、その状況に応

じて契約の変更等も検討するなど、最善の対応策を講じていくことになるものと考えております。 

○高花委員 あまり影響のないように契約の変更も考えるということでございますので、こればっ

かりは自然が相手ですから、その際は柔軟な対応をしていただきたいというふうに思います。 

 もう一つ、大事な部分で、やっぱり不在者投票のことなんですが、今回、総務常任委員会でも報

告がありましたけれども、６票を無駄にしてしまったという部分があります。二度とこういうこと

がないようにという部分ではありますが、選挙のときに、入院をされている病院での不在者投票に

ついてちょっとお聞きしたいんですけど、これは、本市の状況というのはどういうふうになってい

るのか、そして、かつ、この制度を利用してもらうために病院を増やすということはできるのか、

どのような働きかけを行っているのか、また、これを申請しない施設にはどういった理由があるの

か、選挙管理委員会で把握している部分でお答えいただきたいと思います。 

○蛯名選挙管理委員会事務局主幹 病院に入院されている方や高齢者施設、障害者施設等に入所さ

れている方につきましては、施設内で不在者投票を行うことができる制度があり、北海道選挙管理

委員会が基準を設け、各施設からの申請を受け、不在者投票を行うことができる施設として指定を

しております。 

 北海道選挙管理委員会が定めている指定の基準としましては、病院等は３０人以上の患者を収容

できるベッドを有すること、老人ホーム等は定員が３０人以上であること、障害者支援施設はおお

むね５０人以上を収容できることとされております。 

 本市においては、今年の衆議院議員総選挙において不在者投票を行うことができるよう指定を受

けていた施設につきましては、病院等で３３施設、老人ホーム等で６４施設、障害者支援施設等で

９施設の合計１０６施設となっており、昨年４月の時点で指定の基準を満たす施設数は１５４施設

ありましたので、おおむね７割の施設が指定を受けている状況であります。 

 また、より多くの施設に協力してもらえるよう、令和７年６月には、指定の基準を満たしている
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ものの申請を行っていない施設に対し、制度の概要を送付し、申請について案内しておりますが、

申請していない施設については、事務を行う職員がいないことや投票所スペースの問題、入所者か

らの要望がないことなどが主な理由としてあると認識をしております。 

○高花委員 分かりました。おおむね７割の施設が申請をしているということも分かりました。３

割は、スペースの問題や人員の問題なんだということが分かりました。 

 申請をして、実際、この７割は行っていると認識してよろしかったでしょうか。 

○蛯名選挙管理委員会事務局主幹 基準を満たす施設のうち７割は指定を受けているということで

ございます。 

○高花委員 実際に不在者投票をやったと認識してよろしいですか。 

○蛯名選挙管理委員会事務局主幹 その７割の施設のうち、ほとんどの施設について不在者投票の

請求をしていると認識しております。 

○高花委員 申請したから不在者投票をやった、７割の施設、行ったということでいいということ

ですか。 

 すいません、はっきり言っていただけますか。お願いいたします。 

○蛯名選挙管理委員会事務局主幹 指定施設の不在者投票の申請があったものについては、投票を

行ったものということでございます。 

○高花委員 北海道選管で３０人以上のというのは、その基準があるっていうのは私も存じており

ます。 

 ただ、本市ではどれぐらい申請があって、実際、行ったのかというのが、多分、そのとき、その

とき、違うのかもしれませんが、最近、参議院選も衆議院選もありました。来年、統一地方選があ

ります。またその後もいろいろと選挙がありますが、この、ほぼどの選挙も７割の施設は申請をさ

れている、残りの３割は、やっぱり、相変わらずスペースがないわけですから、人員もないから、

その数は近年減っていない、変動がないと認識してよろしいですか。 

○蛯名選挙管理委員会事務局主幹 ほぼ変動はないものというふうに認識しております。 

○高花委員 分かりました。 

 もう一つ、模擬投票についてお聞きしたいと思います。 

 私、選管には結構何度も質問させていただいているんですが、もう今から１０年以上前の話です

けれども、ある障害児を持つお母さんから相談をされまして、お子さんが２０歳になる、今度、選

挙権を持つ、選挙の模擬投票というのを障害児の子たち向けでやってもらえないかという相談があ

り、こういった予算等審査特別委員会の分科会で質問させていただいたところ、当時の選管がすぐ

実施してくれたんですね。 

 で、それが、次の日、記事になりまして、大きく、本当に何人かが模擬投票をしていたわけです

けれども、少し前にその保護者の方と会う機会があって、そうしましたら、ちょうど衆議院選をや

っていたときでもあったので、伺ったところ、あれから１０年、お子さんは一度も欠かさず選挙に

行っているって言うのです。障害者の方で。この１票が重いじゃないですか。 

 本当に、模擬投票をやってくれたことで、それから１０年、一度も欠かしていないという、その

言葉を聞いて、私、すごくうれしくて、また、そこにすぐ応えてくれた選管にも感謝したいなとい

う思いでいっぱいなんですけれども、そういった、過去、実績がある中で、現在、学校において、
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選挙への意識啓発、出前講座をやっているというのは分かりますけれども、模擬投票等も含めて、

どのような啓発を行っているのか、伺います。 

○蛯名選挙管理委員会事務局主幹 毎年、市内小中学校、高等学校、特別支援学校に対し、児童生

徒が選挙権を得る前の早い時期から選挙を身近なものとして受け止め、選挙への関心を持ち続ける

ことができるよう、選挙の仕組みや投票の方法についての講座と模擬投票を行う出前講座の案内を

行っております。 

 令和７年度においては、小学校２校、中学校１校、高等学校１校から申込みがあり、実施したと

ころです。また、高等支援学校については、令和元年度から令和６年度までは、毎年、依頼を受

け、実施しておりましたが、令和７年度は依頼がなかったところです。 

○高花委員 依頼がなかったからやらないのが選管なんでしょうかね。依頼がなくても、いかがで

すかと。まあ、忙しいですからね。でも、選挙中に行ってくださいということではないです。そこ

は、今後、考えていただきたいなというふうに指摘いたします。 

 次に、移動期日前投票について伺っていきたいと思います。 

 そもそも、私は、移動期日前投票、投票所に行く方が困難な方のために移動投票というのをやっ

たらどうかということを言わせていただきました。かつ、大学でも、期日前投票をやったほうがい

いんじゃないか、また、会派でも、商業施設に増やしたらどうだと予算要望もさせていただいて、

今はそれができている状況ですけれども、どうも、この移動的な期日前投票、大学、何か所か行か

れていますが、若者だけではないんです、私が訴えていたのは。高齢者の対応についても、どう考

えているんだということを何度か質問させていただいております。 

 その後、どのような検討をされたのでしょうか。 

○鳴海選挙管理委員会事務局次長 移動期日前投票所につきましては、本市としましては、特に投

票率が低い傾向にある若年層への働きかけを充実させるものとして、身近な場所で投票する機会を

確保するとともに、選挙に対する意識啓発を図ることを目的として実施しておりまして、校内での

事前周知や呼びかけなどについても大学等の協力を得ながら取り組んでいるところです。 

 以前、委員から高齢者等を対象とした実施につきましての御質問があった際に、実施における課

題として御答弁申し上げましたけれども、市内の高齢者の居住実態としましては、公営住宅などの

団地で暮らす方、マンションや施設に入所されている方、一般住宅で暮らす方など、市内全域に

様々いらっしゃる中で、移動期日前投票所で全てにお応えするためには相当数の巡回が必要であ

り、仮に限定して設置するとしても、妥当性のある基準の設定方法ですとか、バス２台の駐車スペ

ースの確保などといった課題については、現状においても同様に大きな課題であると認識しており

ます。 

 また、バス１台では投票所として極めて狭いため、バス２台を使用して運用しておりますが、バ

スからバスへの移動の不便さですとか、車内のスペースも限られていますので、安心して投票でき

る市内１２か所の期日前投票所を御利用いただきたいと考えております。 

○高花委員 やる気のない答弁だったと思います。 

 できない理由を述べるのは幾らでもできると思います。私どもはどうすればできるかという話を

ここでしているわけであって、そこの答弁をしていただきたいなというふうに思います。 

 それでは、実際に、大学で、ここ最近、移動期日前投票をやっておりますけれども、実際、利用
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者数はどのような状況でしょうか。 

○鳴海選挙管理委員会事務局次長 移動期日前投票所については、令和６年の衆院選から実施以

降、これまで４回の選挙で実施しております。 

 まず、令和６年の衆院選では、大学等４校で実施しまして、利用者数は３０１人、令和７年の参

院選では、大学等４校で実施し、利用者数は２１５人、令和７年、市長・市議補選では、２校が夏

休み期間中であったため、２校での実施となりまして、利用者数は５４人、令和８年の衆院選で

は、大学側の事情により１校が実施できなかったため、３校での実施となり、利用者数は１４９人

となっております。 

○高花委員 今、お聞きしましたけれども、比較的大学での利用が少ないなと。このうち大学生が

何人か分かりませんが、近隣住民の方も来られているというふうに思います。 

 これが実態です。私は、別に、アパートで、前でやってくれとは言っておりません。公営住宅と

いうのがあります。市内にはマンモス団地の場所が何か所かあります。まずはそういったところで

やってみるべきではないかという話をさせていただいているんですけれども、若い方だけではな

い、真面目にずっと投票してきた、でも、行きたくても行けない方がいる。近くにもっと移動投票

所が来てくれれば投票率も上がるかもしれない、まず、やってみなければ分からない、そういった

考えが、また、あるのかどうか。より移動投票所の効果を生むものと思いますが、実際、大学、回

って何年か、２年、３年かな、しておりますけれども、そんなに人数は増えていない。どうして

も、参議院議員通常選挙なんかは夏休みですから、学生が減ることも考えられる。 

 ４か所全部、大学じゃなく、２か所は公営住宅の前でやってみようとか、そういう発想はなかっ

たのか、見解をお聞きいたします。 

○長谷川選挙管理委員会事務局長 移動投票所については、令和６年の衆議院議員総選挙から導入

しましたが、全国的にも導入事例が少なく、ほかの自治体から問合せがあるなど、先進的な取組と

して扱われています。 

 過去４回の選挙で移動投票を行った感想としては、まず、よかった点は、機動性が高いこと、立

会人や従事者の人数が節約できることです。一方、課題点としては、広い駐車スペースが必要なこ

と、車内がそれほど広くないため、混雑しやすいことです。 

 高花委員の御意見にありましたとおり、身近で投票できる便利さというのは移動投票所のメリッ

トであり、いろいろな活用方法が考えられます。選挙管理委員会でも検討を重ねていますが、例え

ば、今お話がありました市営住宅で行ったとしますと、その後、あらゆる施設等での巡回要望が寄

せられ、収拾がつかない可能性もありますので、活用方法は慎重に考えているところです。これに

つきましては、実は、移動投票所を始めてから、いろんな方から様々な御意見をお伺いして、それ

ぞれの場所、やはり納得できるようなところがあるんですけども、やはり限りがあるということで

すので、ちょっと慎重に考えているというところはございます。 

 また、実は、移動投票所を導入したときに、私も、実際、そこで投票してみました。そのときの

感想としましては、やはり、珍しいということもありまして、わくわく感があるということで、こ

れは、若い方の関心を引くのにはいいかなと思いましたが、もう一方で、バスの中に、いろいろ、

記載台ですとか、投票箱とか置いていますんで、やはり手狭だなというのは率直に感じますので、

高齢者の方がもし利用されることを考えますと、ステップがあったり、ちょっと狭いので、もし一
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人で不安な方は家族の方がついていくっていうのはなかなか不便かなというところもあって、そう

いう面もありまして、ちょっと、使うのは、まだもう少し慎重に考えているというところがありま

すので、委員の思いはよく私も分かるんですけど、安全面と運用の面でまだまだちょっと慎重に考

えていかなければいけないなというふうなところはよく考えているところです。 

 現在は、若者の投票率向上を目的として大学等を巡回していますが、基本的には、支所や商業施

設など１２か所の期日前投票所を利用していただき、移動投票所は、投票所の統廃合が必要になっ

た際に郊外での利用を想定しています。やはり、まちなかですと、建物の中ですと、そういう高齢

者の方の支援がしやすいということもありますし、郊外ですと、駐車するスペースも十分あると思

いますし、投票者も少ないですのでゆっくりと支援もできるかなということで、当面、そういう役

割分担をして移動投票所を使っていきたいなというふうな今のところの考えを持っております。 

 また、新たな取組として、共通投票所の導入も検討しており、期日前投票所、移動投票所、共通

投票所、そして当日の投票所を組み合わせながら、本市に適した選挙の在り方を今は模索している

ところです。今後、人口の減少や投票従事者の人員確保が厳しくなる中、投票区の再編や投票所の

統廃合も検討していかなければならないと考えています。そうした中でも、投票率の向上や投票し

やすい環境づくりを念頭に置きながら、将来を見据えた選挙体制を目指してまいります。 

○高花委員 共通投票所というのも検討していると、やってみる価値はあると思います。いろい

ろ、だから、先ほども、できない理由は幾らでもあると思います。危険性もあると思います。それ

を言っていたら、ゴムマットだって危ないですし、いろいろ危ないんです。 

 でも、先ほど一つの例を出させていただきました。たった１回の模擬投票で１０年間欠かさず行

っている。私だって、もしかしたらこれが最後の投票かもしれないという思いで毎回行っていま

す、何があるか分からないですから。そういう一つ一つを大事にして、できない理由ばかりじゃな

く、どうすればできるかという発想で取り組んでいただきたいなというふうに指摘して、私の前半

戦の質疑を終わらせていただきます。 

○皆川副委員長 暫時休憩いたします。 

休憩 午前１１時５４分 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午後 １ 時００分 

○江川委員長 再開いたします。 

 御質疑願います。 

○能登谷委員 それでは、財政のほうを３つぐらいと、それから、公共施設の整備のことと、最後

は、旭川市の広報予算について伺っていくという順番でお願いしたいと思います。 

 まず、旭川市の財政力について伺いたいと思います。 

 最初に、資料をいただきましたので、財政指標についての認識を伺っていきたいと思うんです

ね。 

 まず、過去１０年の財政力指数、それから、実質公債費比率、将来負担比率の推移とその評価に

ついて伺いたいと思います。 

○今田総合政策部財政課主幹 平成２７年度以降の１０年間の推移でお答えいたしますが、財政力

指数につきましては、平成２９年度まで上昇傾向にございましたが、それ以降はほぼ横ばいで推移
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しており、直近の令和６年度は０．５２９となっております。 

 実質公債費比率につきましては、毎年０．２ポイント程度の上昇で推移しており、令和６年度は

９．１％となっております。将来負担比率につきましては、平成２９年度をピークに、令和３年度

まで低下傾向でございましたが、それ以降はやや上昇傾向で推移し、令和６年度は８４．２％とな

っております。実質公債費比率及び将来負担比率につきましては、他の中核市と比較しまして高い

状況であり、引き続き、財政の健全化に取り組んでいく必要があると考えております。 

○能登谷委員 人口１０万人以上の道内９市の中で北見市と札幌市に次いで高い経常収支比率にな

っているようですが、その推移とその評価についても伺いたいと思います。 

○今田総合政策部財政課主幹 経常収支比率につきましては、平成２９年度まで上昇傾向で推移し

ておりましたが、それ以降は、コロナ禍の影響が大きかった令和３年度及び令和４年度を除きほぼ

横ばいで推移しておりまして、令和６年度は前年度から０．４ポイント低下した９６．２％となっ

ております。 

 道内主要市の中では比較的高い水準となっており、財政の弾力性が高くはない状況であると認識

しております。 

○能登谷委員 市債残高の推移も聞きたいと思うんですね。財政調整基金や、それから、各種基金

の推移についても併せて伺いたいと思います。 

 基金の資料はいただいていないんですが、基金残高の総額もお示しいただきたいと思います。 

○今田総合政策部財政課主幹 平成２７年度以降の年度末残高でお答えいたしますが、市債のう

ち、臨時財政対策債につきましては、令和３年度まで増加傾向でありましたが、それ以降は減少傾

向で推移し、令和８年度で４０３億円を見込んでおります。また、臨時財政対策債以外の残高につ

きましては、令和３年度まで減少傾向でありましたが、それ以降は増加傾向で推移し、令和８年度

で１千１８２億円を見込んでおります。 

 次に、基金でございますが、財政調整基金につきましては、令和元年度まで減少傾向、コロナ禍

の令和２年度から令和４年度までは増加傾向で推移し、令和５年度から再び減少傾向となりました

が、令和７年度で前年度比７億円増の７０億円、令和８年度で６２億円を見込んでおります。 

 その他の基金では、減債基金が令和３年度に臨時財政対策債償還基金費分等を積み立てたことに

伴い、前年度比２１億円増の２６億円となり、その後は２０億円台で推移しております。また、庁

舎建設整備基金につきましては、令和元年度の２５億円をピークに、その後は、総合庁舎の建設工

事等に伴う取崩しにより、令和８年度で１億円の見込みとなっております。また、動物愛護基金、

アイヌ施策推進基金、農業振興基金につきましては、ふるさと納税による寄附金の増等により、

年々増加しております。 

 基金の総額につきましては、令和２年度まで１００億円前後で推移しておりましたが、令和３年

度以降は、減債基金や財政調整基金等の増加により平均で１２０億円程度となっております。 

○能登谷委員 令和７年度末の財政調整基金残高の見込み、これは７０億円で、基金は増えて市債

残高は減ったということで、市長の認識はそんなようなところでしたが、既に議論もありましたけ

れども、臨時財政対策債、これがもうなくなっていくということで、新たには発生しないわけで、

減る一方ということだと思うんですね。 

 この臨時財政対策債を換算するとどうなるのか、これまで議論もありましたが、改めてお示しい
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ただきたいと思います。 

○今田総合政策部財政課主幹 市債につきましては、令和４年度以降、臨時財政対策債が新規発行

額の減少に伴い減少している一方で、臨時財政対策債を除いた市債は、新庁舎の建設や小学校の増

改築、廃棄物処理施設の整備等に伴い、増加しております。 

○能登谷委員 市債残高、債務負担行為、第三セクターに対する債務保証など、旭川市の債務管理

の現状についても伺いたいと思います。 

○小澤総合政策部次長 まず、市債残高につきましては、行財政改革推進プログラム２０２４にお

きまして、建設事業等債の目標額を定めており、市民生活や地域経済への影響等から優先順位を検

討するなど、計画的な整備に努めております。 

 また、債務負担行為につきましては、将来にわたり支出を伴うものでありますことから、その必

要性や財政への影響を精査した上で設定しており、第三セクターに対する損失補償につきまして

も、公共性や公益性の観点、また事業計画等からその適正を判断し、適切な管理に努めておりま

す。 

○能登谷委員 市債残高は先ほど聞いたところなのですが、債務負担行為、それから第三セクター

に対する債務保証、この１０年の推移はどうなっているのかも併せてお聞かせください。 

○今田総合政策部財政課主幹 健全化判断比率の一つである将来負担比率に関連する金額で申し上

げますが、将来負担比率の算定では、既に支出の原因となる行為の履行が完了し、その支出額が確

定した債務負担行為の支出予定額を基礎としておりまして、その額の推移につきましては、平成２

７年度の４０億２千万円から、社会福祉施設に対する償還補助の減少等により年々減少しておりま

して、令和６年度では１６億３千万円となっております。 

 また、第三セクターに対する損失補償につきましては、平成２７年度の２億６千万円以降、２億

円台から３億円台で推移した後、令和６年度は１億４千万円となっております。 

○能登谷委員 市長が市政方針で述べた財政の認識と大分違うんじゃないのかなあというふうに率

直に言って思います。 

 今日も、財政指標について、るる聞いてきたんですが、これら全体を見て旭川市の財政力はどの

ように見ることができるのか、お示しいただきたいと思います。 

○小澤総合政策部次長 本市の財政状況についてでございますが、財政調整基金の残高について

は、令和５年度以降、総合庁舎の建て替えや物価高騰のため、決算での取崩しが続き、残高が減少

しておりましたが、令和７年度は３年ぶりに増加に転じ、７０億円を上回る見通しとなっておりま

す。また、当初予算における収支不足額が市税の増などにより前年度よりも縮小するなど、一定の

改善が図られているものというふうに認識をしております。 

 しかしながら、経常収支比率や実質公債費比率、あと将来負担比率などの財政指標については比

較的高い水準にございますので、持続可能な財政運営に向けて、引き続き、歳入と歳出の両面から

財政の健全化の取組を進めていく必要があるというふうに考えております。 

○能登谷委員 結局、特別よくなっている状況はないんじゃないかなと思うんですね。厳しさが増

しているような気がするので、何か、今津市長になって、そして２期目にも入って、特別よくなっ

たという感じはしないなという感想だけ述べておきたいと思います。 

 続いて、項目は違うのですが、同じ人たちに聞くことになりますけれども、財政規律についても
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伺っておきたいと思うんですね。 

 一つは、債務負担行為についてなのですが、地方自治体において債務負担行為の期限はあるのか

どうか、伺いたいと思います。 

○今田総合政策部財政課主幹 地方自治法上、債務負担行為の期間に係る上限は設けられておりま

せん。 

○能登谷委員 そうしたら、市債を借りる場合の償還期限はどうなっているのでしょうか。 

 あわせて、参考まで、新庁舎建設に伴う市債の償還期間もお聞かせいただきたいと思います。 

○今田総合政策部財政課主幹 建設事業費に係る地方債の償還年限につきましては、地方財政法第

５条の２において、「公共施設又は公用施設の耐用年数を超えないようにしなければならない。」

と規定されております。このほか、財政融資資金のように借入先におきまして償還期限を定めてい

る場合もございます。 

 また、新庁舎の建設に伴い発行した市債の償還期間につきましては、３０年となっております。 

○能登谷委員 市債の償還期限については、新しい庁舎の場合は３０年だということで、しかも、

これは地方財政法で定められて耐用年数を超えないようにするということだと思うんですね。当

然、そうだなと私も思います。 

 それでは、ＰＦＩ事業の場合、国の債務負担行為の期限は３０年とされていると思いますが、そ

の趣旨はどのようなものなのでしょうか。 

○今田総合政策部財政課主幹 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律第

６８条におきまして、国が選定事業について債務を負担する場合には、当該債務負担行為により支

出すべき年限は３０か年度以内と規定されておりますが、年限の趣旨につきましては把握していな

いところでございます。 

○能登谷委員 趣旨は確かに書いていないんですね。書いていないけども、大体類推できるんじゃ

ないかと、今言っている範囲で見ても、耐用年数を超えないとか、いろんなものを見ればと、私は

思います。把握していないということで、それ以上は言えないのですが、結局、３０年以上になる

と財政規律が保てないということではないかと私は考えています。 

 １月に、八戸市にある非保有方式のアイスアリーナ、フラット八戸を視察させていただきまし

た。ここは、もともと民間のアイスアリーナがあったので、ちょっと旭川のいろんなアリーナとは

違うんです。もともと民間だった、それがなくなっちゃいましたので。 

 それと、長年、このまちが育んできたスケートの需要があるんですよ。学校の授業はスケートな

んですよね。スキーではないんです。だから、私たちが行ったときにも、私と江川委員長と上野議

員とで行きましたが、その間も学校２つぐらいが来て、大きなアリーナなので、そこで、地元の、

ほとんどおじいちゃん、おばあちゃんのような人ですけれども、ボランティアで、もちろんスケー

トはすごいうまいんですね。その人たちが教えてくれている、学校の先生も一緒になって教えても

らっているという状況でしたよね。 

 だから、長年、八戸は、スケートの需要があって、それ以外に市有のアイスアリーナもあった

り、国体も開けるほどのいろんなもの、スピードスケートは２レーンで４００メートル取れるんだ

からすごいですよね。そんなのがほかにいっぱいあるんですね、そういう環境だということの中

で。だから、もともと民間のものがあって老朽化してなくなっちゃったと。アイスホッケー連盟が
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持っていたんです。それがなくなって、需要もあって、しかも、市が駅の裏側のほうを新しく再開

発して、誰か来てほしい、誘致したいという中で、それらがかみ合ってできたというのがフラット

八戸なんですね。 

 市は、施設の利用時間の３分の１程度を賃借料として払う。年間１億１千万円、公共の利用枠を

そこで確保して、複数の学校がスケート授業をやったりとか、いろんなイベントをやったりももち

ろんします。年間を通じて使うので、下は全部氷なんですよ。いつも凍っている。だから、旭川の

アイスアリーナとはちょっとイメージが違います。ずっと凍っているんだけど、夏はその上に保温

材や何かを敷いて、床を造って、バスケットやバレーの大会もできるし、それから、いろんなイベ

ントもできる。夏は快適だと言っていました。下が氷だから涼しいんですよ。それはいいんだけ

ど。 

 それで、私の言いたいところは、学ぶべきものがすごくあったので、後半の議論のときにも言い

たいと思いますが、今回言いたいことは、市は、民間施設なので、そこと協定を結んだと。３０年

なんですよね。で、聞いてみました、何で３０年なんだ、５０年、６０年ということは考えられな

かったのかというふうに聞きましたら、財政規律上３０年が上限ですとおっしゃいました。もちろ

ん、八戸市も債務負担行為の期間の上限がないことは理解されていると思うんですよ。だけど、財

政規律を重んじれば３０年としたということだと思うんですね。上限がないからといって６０年と

か１００年でいいか、２００年でもいいかということにはならないんじゃないかな。しかも、そん

なものが２つも３つもそうだったらどうなるというふうになりますよね。だから、将来の財政運営

に責任が持てなくなるということのないように、財政規律を重んじていること、それが大事なんじ

ゃないかなと思うんですね。 

 それが、市債の場合の耐用年数であったり、国のＰＦＩ事業の３０年であったり、それらを準用

して定めていく必要があると思うのですが、長期に渡る財政運営上、財政規律が大事だと考えます

が、その点、市の見解を伺いたいと思います。 

○小澤総合政策部次長 持続可能な財政運営を実現するためには、財政規律を設定し、財政の健全

化といったものを進めていく取組は必要であるというふうに認識をしております。 

 本市では、現在、行財政改革推進プログラムにおきまして、財政規律に相当する財政健全化指標

について、市債残高や基金残高等の目標値を設定し、その目標の達成に向けて歳入、歳出の両面か

ら行財政改革に取り組んでいるところでございます。 

○能登谷委員 それで、市町村の場合、債務負担行為の期間の上限がないということですが、もと

もとの趣旨は、債務負担行為って、長年にわたる期間を想定しないのではないでしょうか。市町村

の会計は単年度主義ですからね。しかも、複数年になる指定管理者でも５年程度ですよね。だか

ら、長期にわたり自治体の財政運営に影響を与えることは想定されていないから上限は決められて

いないと思います。だとすると、今、行革で示しているような財政健全化の指標などを参考にしな

がら、また、国や市債の上限なども参考にしながら、きちっとやっぱり財政規律を守っていくとい

うことが必要なんじゃないかなと思います。 

 最後に伺いますが、債務負担行為６５年、財政規律上の課題が多いのではないかと思いますが、

市としてはどんな課題があると考えられるのか、お示しいただきたいと思います。 

○小澤総合政策部次長 債務負担行為は将来にわたって債務を負担する行為であるため、一般的に
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は期間が長くなるほど財政運営の見通しが立てにくくなり、その精度も低下するものでありますこ

とから、長期の債務負担は財政的リスクが高まるといったような課題もあるのかなというふうには

思っております。 

○能登谷委員 財政運営の見通しの精度が下がる、当然だと思うんですね。そんな５０年も６０年

も見通せませんよ、世の中、どうなっているか。それに財政的リスクも高まるということで、課題

があるんじゃないかという認識でした。私もそのとおりだと思います。今後、いろんなことに生か

していきたいと思いますので、これについては終わります。 

 財政力、財政規律については終わるんですが、この後、また同じ人が答弁するので、ちょっとま

だ残ってください。 

 ３つ目の課題は、使用料、手数料についてです。 

 予算における使用料、手数料ですね。これも、資料をいただきました。一般会計における使用

料、手数料の推移ですね。令和４年度から８年度までの、８年度は予算ベースですけども、その推

移ということで、なかなか分かりやすい資料をいただいたなあというふうに思います。 

 使用料、手数料の年次ごとの推移はどうなっているのか、特徴的なことについてお示しいただき

たいと思います。 

○今田総合政策部財政課主幹 一般会計当初予算における令和４年度から令和８年度までの５年間

の推移について、１００万円単位で申し上げますが、１６款１項の使用料では、令和４年度が１８

億３千３００万円で、以後、１８億円台で推移し、令和８年度は１７億９千７００万円で１８億円

を下回っております。１６款２項の手数料では、令和４年度が１３億３千２００万円で、以後１３

億円台で推移し、令和８年度は１３億２千６００万円となっております。 

 使用料では、公営住宅使用料等を含む６目の土木使用料が最も大きく、令和８年度は１１億４０

０万円で、使用料全体の約６割を占めておりまして、手数料では、家庭ごみ処理手数料等を含む３

目の衛生手数料が最も大きく１０億７千６００万円で、手数料全体の約８割を占めているところで

ございます。 

○能登谷委員 この表を見ても、合計額が上に出ていて、令和４年度から８年度の予算までという

ことで、何で令和８年度だけこんなに一番低いのかなあと、率直に言って疑問になりますよね。令

和７年度との対比でも９千２００万円も下がっているということなんですよね。 

 資料では、毎年、約１千３００万円から２千万円ほど、ずっと推移を見ても令和７年度まで上が

ってきたというのに、令和８年度だけ下がるというのはなぜなんでしょうか。 

○今田総合政策部財政課主幹 使用料、手数料の総額では、令和５年度が公営住宅使用料の増等に

より前年度比１千７１４万５千円の増、令和６年度が火葬場使用料の増等により２千２７万１千円

の増、令和７年度は建築申請手数料の増等により１千３１３万３千円の増となる一方で、令和８年

度は、家庭ごみ処理手数料や建築申請手数料等の減、これらに伴いまして９千２３６万３千円の減

となっております。 

○能登谷委員 それで、令和８年度だけ家庭ごみの処理手数料とか建築申請手数料が下がるという

予算になるというのは、それは一体なぜなんでしょうね。 

○今田総合政策部財政課主幹 衛生手数料でございますけれども、ごみの処理・処分関係の手数料

が排出量の減等により３千３万８千円の減となったこと、また、土木手数料では、建築申請手数料
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が今年度の実績を踏まえた積算により２千５６０万９千円の減となったことが主な要因となってお

ります。 

○能登谷委員 他の部分も、皆、下がっているんですよね。今言ったことだけでなくてね。上がっ

ているのは、ちびっとなんですよ。下がるのは、結構、いろんな意味で下がっている。土木使用料

も下がっているとか、衛生手数料は約４千万円、土木手数料約２千万円。しかも、この５年間と比

べても、なぜこんなに下がるかというぐらい、相当違和感がありますよね。実績と合わない。 

 だから、人によって、今後、使用料、手数料の引上げが検討されている、予定されている中で、

その分、先に見込んで引き下げているのではないかと勘ぐる人もいるんですよ、これを見てね。だ

から、財源が不足する中で、これ以上財政調整基金を取り崩したくないというために―下がれば

崩さなきゃならないから、逆か。いずれにしても、何か、数字に手が入ったんでないのかと疑う人

もいるんですよね。ちょっと分かりにくい。 

 令和８年度の使用料、手数料の予算がどうしたらこのような実績に合わない低い数字になるの

か、もう少し実情をお聞かせいただきたいと思います。 

○今田総合政策部財政課主幹 今回、特に減少が大きい使用料及び手数料につきまして、直近の実

績である令和６年度決算額と令和８年度予算額の１００万円単位での比較になりますが、土木使用

料は、令和６年度決算額１０億５００万円に対し、令和８年度予算額が１１億４００万円、衛生手

数料は１０億３千４００万円に対し、１０億７千６００万円、土木手数料は２千４００万円に対

し、６千２００万円となっており、令和８年度予算の積算は、令和６年度の実績や今年度の決算見

込み等を踏まえて行ったところでございます。 

○能登谷委員 令和６年度に近いよということを言っているのね。近いかな。土木使用料は６年度

に近いか。近くないでしょう。令和６年度は１１億３千７００万円だった。それが、約１１億円、

３千万円ぐらい下がっていますよね、令和８年度の土木使用料でね。 

 それから、衛生手数料約１１億２千万円から約１０億７千万円、全然、令和６年度の実績と見た

って、７年度はたしかに経過中だから決算されていないかもしれませんので、予算ですよね。だか

ら、６年度は決算が出ているから、それをおっしゃっているのかもしれないんですよね。 

 これは、本当に令和６年度、７年度の実績に近いんだということでしょうか。それだったら、こ

んなに下がらないんじゃないの、逆に言うと。みんな赤いというか、黒三角よ。だから令和７年度

だけ特別おかしくて、７年度比で出すと、こんなに９千万円も全体で下がるというものだっておっ

しゃりたいんでしょうか。 

○今田総合政策部財政課主幹 使用料、手数料の積算につきましては、ほかの歳入もそうでござい

ますけれども、その時点で把握し得る状況、例えば、過去の実績ですとか推移、また、次年度の状

況などに基づいて積算しておりまして、先ほど申し上げましたのは令和６年度決算と令和８年度予

算との比較というところでございまして、例えば、土木使用料につきましては、令和６年度決算額

１０億５００万円となっておりますけれども、令和８年度予算額が１１億４００万円ということで

ございまして、６年度決算額よりは若干多いような数字となっております。 

○能登谷委員 そうしたら、令和７年度の予算がふかし過ぎたってことか。そうなっちゃうよね。

令和６年度の実績よりは、今言ったように、ちょっと増やしていますよ、令和６年度の決算、実績

よりちょっと増やしていますよと。ということは、令和７年度は実績に基づかずふかしている。だ



- 177 - 

から、令和７年度と８年度を比べたら、こんなに下がっちゃうということかな。 

○小澤総合政策部次長 令和７年度予算を積算するときは、６年度の決算がまだ出ておりませんの

で、５年度であったり４年度であったり、直近の、もちろん額ですとか傾向だとか、あと、年度に

よって、例えば、手数料であれば、許可申請であれば、例えば３年置きで許可が来るようなものは

３年ごとに増えたり減ったり、そういう波もありますので、そういったものを加味して一応積算は

しており、決してふかしているということではございません。 

○能登谷委員 だって、違うもん。そうすると、毎年、ふかしているということになるよ。令和７

年度だけでなく、ずっと多いのよねって、結果的に。衛生手数料もずっと多いのよねと。そんな予

算っていいのかね。 

 まあ、いいわ、そこは飛ばすわ、数字はそこでないので。 

 そういう中で、使用料、手数料の一斉引上げが準備されているということで昨日も議論がありま

した。なぜ、これは一律１．５倍になるのか、その根拠をお示しいただきたいと思います。 

○小澤総合政策部次長 今回の見直しにおきましては、新料金の算定は、使用料、手数料ともに令

和４年度から令和６年度までの３年間のコストを基に行っており、算定した額が改定前の１．５倍

を超える場合には１．５倍を上限としております。 

 この上限の設定につきましては、平成２９年１０月に本市が定める「受益と負担の適正化」へ向

けた取組指針を改定した際に、料金改定に伴い、料金が急激に上昇することを防ぐための激変緩和

措置として、他の中核市の導入状況も参考に本市でも導入することとしたものでございます。 

○能登谷委員 １．５倍を上限にして激変緩和している、それはいいんですよ、それ以上、行くな

っていうことだから、そこは問題にしていない。だけど、１．５倍も行かなくてもいい場合が多い

んじゃないのということを言っているんですよ。だから、動物園とか大雪アリーナとかを実際に見

直しているし、大雪アリーナなんかは、計算し直したらそんなに必要ないというので１．３前後に

なりましたよね、１．２９とか１．３１とかね。じゃないのということだから、それ以外のほかの

使用料、手数料について、いろいろと算定根拠はそれぞれちゃんとあるんですか。それとも、行革

がうるさいから１．５までにとどめたのか、その辺はどうなんですか。 

○小澤総合政策部次長 先ほどお話がありました大雪アリーナにつきましては、夏季と冬季でのコ

ストの変動といった他の公共施設にはない特殊性を改めて踏まえて、より実態に合った算定方法に

見直したものでありまして、また、動物園については、取組指針の対象外の施設であるということ

や、将来の収支見通し等により料金算定を行っていまして、直近で市民利用が減少している状況を

踏まえて市民料金のみを修正したもので、いずれもパブリックコメントでいただいた御意見を参考

としつつ、施設固有の特殊事情を踏まえた中で料金案を修正したものでございます。 

 今回の新料金の算定につきましては、大雪アリーナといった施設も含めて、全て、取組指針に基

づき、令和４年度から６年度までの３年間のコストの実績だとか、受益者負担の割合、あと施設の

面積等を用いて算定をしているところでございます。 

○能登谷委員 大雪アリーナと動物園のはもうよく分かったので、いろいろ見直して、市民意見も

反映して、それから、大雪アリーナについては計算し直したと言うんだから、大したものですよ

ね。 

 ほかはどうなってんのということを聞きたいですね。ほかは、それぞれ個々に算定して、みんな
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１．５を超えちゃったのか、それで１．５にとどめてくれているのか、それとも、よく算定してい

ないのか。そこら辺はどうなのかなと思って。 

○小澤総合政策部次長 算定の結果、１．５倍を超えていない施設については、もちろん１．５倍

までは行っていませんので、１．５倍を超えている施設のみが１．５倍まで下がるということでご

ざいます。中には、１．５倍に行っていない施設もあったかと思います。 

○能登谷委員 もう一つ確かめておきたいのは、パークゴルフ場は利用率が低い、だから、当面、

据え置きましょうか、そのうち検討しますという感じだよね、簡単に言えば。それは、パークゴル

フ場だけなんですか。ほかにも、そういうものは、利用が全然進まないからちょっと据え置きまし

ょうとか、そういう配慮をしたところはあるんですか。 

○小澤総合政策部次長 パークゴルフ場につきましては、特に、利用者が１０年前から半減してい

るという状況だとか、あと、施設の数がたしか２０弱ぐらいあった、そういった特殊事情を踏まえ

て、現時点では、パークゴルフ場のみ、施設の集約化も併せて検討するという中で料金改定につい

ても行いたいというふうに考えております。 

○能登谷委員 そこは、市長の公約だからそうしたとか、そんなことにならんもんね。きっと、何

か、政策判断でしたっていうことに答弁としてはなるんでしょう。 

 そうすると、パークゴルフ場以外にも利用がすごく減っていて、だけど、市としては、ここは推

進したいと。それは、スポーツだって体育施設だっていろんなことがあると思うんだけど、そうい

う政策判断はほかにもあるんでしょうか。 

○小澤総合政策部次長 今の時点では、パークゴルフ場以外、考えているものはありません。 

○能登谷委員 ますます市長の公約から来たのかなと思いたくもなりますが、そんなわけはないよ

ね、市の仕事というのはね、多分。 

 それで、昨日も高木委員の質疑がありまして、なるほど、そのとおりだなと思いながら聞かせて

もらいました。 

 一般廃棄物のごみ処理というのは、自治体の責務として法律で定められていますよね、廃掃法で

ね。だから無料のところもあるし、大阪市は本当にまだ無料なのか。すごいですね。びっくりしま

した、昨日、聞いて。旭川市も、もともと無料でした。だから、有料化のときは、高木委員もおっ

しゃっているとおり、ごみ減量のためのインセンティブを働かせるんだということで、大分、その

とき豪語しておりました。 

 それから、説明会も相当やりましたよね、あのときは、有料化になるということで。だから、自

治体の責務である以上、例えば、基本的な部分は市の負担にして、一定の量までね。それを超えて

出すという部分は、負担の公平で半分は自己負担にするとかというのであればまだ分かるんですけ

ど、全部、一律ごみ袋を１．５倍にするというのは、ちょっと何か無理があるんでないかなと思う

んですね。 

 動物園、大雪アリーナは市民意見で見直した、生活保護世帯の減免は今後検討する、パークゴル

フ場は、利用者が減っているので据え置いて、今後の検討だと。だから、見直しの根拠もばらばら

でないのかな。ダブルスタンダードもいいところというか、トリプルスタンダードとか、クアドラ

プルスタンダードというのもあるそうですよ。調べました。トリプルの次は何かと思って調べた

ら、フォースでもないんですね。いやあ、全然知らなかった。クアドラプルスタンダードと言うん
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ですよ。勉強になりました。だから、こんなにスタンダードがいっぱいあっていいのかなと、率直

に言って思いますね。 

 あっ、そこで聞いてみるか。そんなにスタンダードがいっぱいあっていいのかな。 

○熊谷総合政策部長 今、パブリックコメントとかでもいろいろと御意見をいただいております。

市民の意見を十分にお聞きしながら進めてまいりたいと思っておりますし、パークゴルフ場の話が

ありましたけども、政策的という部分のお話で申し上げますと、確かに、今、１０年間で利用者は

５割以下ということで大幅に減少しています。ただ、こちらにつきましては、市民の健康だとかコ

ミュニティー、そういった部分の増進に寄与しますので、こちらについては、しっかり状況を見極

めて、今後も持続的にパークゴルフ場を運営できるような、そういった形のためにちょっと先送り

した内容でございます。 

 今、１つ目ですね。あと、２つ目となりますけども、この後、ごみの話もありましたけども、ご

みにつきましても、今、様々、御意見をいただいています。パブリックコメントですか、あと、市

民説明会でも御意見をいただいておりますけども、ごみの減量や資源化の促進に加えまして、やっ

ぱり、負担の公平性、こちらにつきましても重要だといった視点でございます。 

 先ほど次長のほうから上限額１．５倍という話もありましたが、こちらも、ごみのほうもこの取

組指針の対象となっております。いろいろと、これから、市民の皆さんの意見、附属機関等で御意

見を聞いてまいりますけども、今現在のところは、こうした我々でまとめた修正案、こちらのまま

進めていきたいと思っているところでございますし、これからも附属機関でいろんな御意見がある

と思いますけども、こちらにつきましてはしっかり検討してまいりたいと考えています。 

○能登谷委員 昔、ゲートボールというのもありましたよね。あれは、もう激減しましたよね。あ

れは、何もね、特に、知らないうちに減っちゃったんだけど、そんなようなものはいっぱいあるよ

うな気がするな、僕。でも、政策だったら、それをどうしても振興させるというのが市の政策であ

れば、それはそうなのかもしれませんけど、その政策が先に必要だと思うな、どっちかというと。

市長の公約だからっていうんじゃなくて、市としてどうしたいという政策判断が先に行くんじゃな

いかなと思うんですね。 

 ごみ袋は全ての市民に関わることですので、しかも、市の責務も明確になっているということ

で、もっとしっかり検討した上で、ここは分けて考えたほうがいいんじゃないかなあと思います。

説明会とか市民合意を図りながらどうするという中で提案していくことのほうがいいんでないかな

あと思うんですけども、最後、そこだけ見解を伺って、この部分は終わりたいと思います。 

○熊谷総合政策部長 指定ごみ袋の料金見直しでございますけども、全世帯に経済的な影響が生じ

るものでございますが、一方、近年のごみ処理コストの増加、そういった部分を考慮しますと、や

っぱり、現行サービスを維持する上では料金の見直しは必要だというふうに考えております。 

 導入が平成１９年度でございますが、こちらは、ちょっと先ほども申しましたけど、ごみの減量

化や資源化の促進に加えまして、各家庭で排出するごみの量に応じた負担の公平性を確保する、そ

ういった目的でございます。将来を見据えた財政運営のためには、市民の皆様には一定の御負担を

お願いしなければならないと考えているところでございます。 

 先ほども申し上げましたが、これから各附属機関等からまた御意見等も頂戴してまいりますの

で、こちらをもって最終案としてまいりたいと考えているところでございますので、御理解のほ
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ど、よろしくお願いいたします。 

○能登谷委員 市長の選挙公約マターであるのはよく分かっていますけれども、やっぱり、もっと

政策判断をきちっと定めながら行くということが必要だなと。まず引上げありきでなくて、そうい

う対応も必要でないかなということだけ申し上げておきたいと思います。 

 それで、この項目は終わります。 

 あとは、公共施設のことと広報予算のことですので、一旦、区切りたいと思います。あっ、一旦

区切りでないな、そこは終わりにしたいと思います。 

 次に、公共施設の整備について伺いたいと思います。 

 市政方針においては、市民文化会館の建て直しに関連し、市民サービスの持続的な提供のために

近隣市有施設の集約の可能性に関する検討を行うというふうに市長が述べられています。これは、

一体どういうことなのかなあということについてお聞かせください。 

○今野行財政改革推進部公共施設マネジメント課長 現在、市民文化会館の建て替えに向けた検討

や基本計画の策定などが進められております。既に老朽化している近隣の集会施設における会議室

など、文化会館と同様の機能を有する諸室の扱いに関する検討も必要と考えておりますことから、

現在のサービスを持続的に提供できるよう、市民文化ホール等への機能集約の可能性についても検

討しようとするものでございます。 

○能登谷委員 これは、そうすると、ホール機能のことでなくて、会議室など、ほかのいろんな部

屋の取扱いということなんでしょうかね。 

○今野行財政改革推進部公共施設マネジメント課長 ホール以外の会議室だとか、そういうような

諸室の取扱いということになっております。 

○能登谷委員 分かりました。 

 それで、公共施設等総合管理計画では、基本方針として施設保有量の最適化を掲げておられま

す。文化会館については、建て替えに合わせて施設の集約化だと今おっしゃっていましたけど、集

約化、複合化か、それに伴うダウンサイジングなどを進めようとしているということが分かりまし

たが、そうすると、体育施設、スポーツ施設に関してはどういった取組をされるのか、お聞かせく

ださい。 

○今野行財政改革推進部公共施設マネジメント課長 スポーツ施設に関する取組についてでござい

ますが、文化施設や集会施設などと同様に、スポーツ施設につきましても、老朽化、コスト、あ

と、担当部局が押さえている利用状況ですとかニーズなどを踏まえながら、今後の在り方などにつ

いて検討を進めるといったところにしております。 

○能登谷委員 利用状況とかニーズなどが大事だということでお聞きしました。 

 そのスポーツ施設に関わって、昨年、市は、東光スポーツ公園複合体育施設を総合体育館と同様

の役割を持つ施設として、それから、花咲スポーツ公園の新アリーナを総合体育館の役割を引き継

ぐ施設とはしなかったというふうに思うんですが、本市に新アリーナという新規で整備した施設が

１つ増えることになると思うんですね。需要とか利用状況が大事だという中で、ニーズが大事だと

いう中で、これは公共施設等総合管理計画の趣旨に反するのではないか。全体の面積が大きくなる

し、ニーズと言っても、大会とか新たに持ってきたいというだけで、今あるニーズではないんです

よね。それはどうなのかなというふうに思うんですけれども、見解をお示しください。 
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○今野行財政改革推進部公共施設マネジメント課長 委員の御指摘にもございますとおり、公共施

設等総合管理計画は、基本方針の一つとして施設保有量の適正化を掲げております。同総合管理計

画にあっては、本市が保有する公共施設等を対象としており、まず、前提として、新アリーナとい

った、本市が保有せず、運営もしない施設というものにつきましては、対象施設には当てはまるも

のではないと考えております。 

 なお、仮に保有方式にあったとしても、新規整備は既に計画として策定済みのものなど以外は見

合わせることとしておりますが、社会状況の変化等により、まちづくりを推進する上で新規整備な

どの必要性が生じたものにつきましては、必要な手順を踏みまして、官民連携による運用上の工夫

なども行いながら検討を進めることを否定していないということになってございます。 

 また、新アリーナの整備により施設が１つ増えるのではとのお尋ねでございますが、新アリーナ

につきましては、令和６年策定の花咲スポーツ公園再整備基本構想におきまして、東光の複合体育

施設との２館で市内のスポーツ利用ニーズを受け入れることを想定していたところでございまし

て、また、公共施設等総合管理計画の中において、既に計画されている東光スポーツ公園複合体育

施設のほか、新アリーナの整備を含む総合体育館の建て替えを含めた将来像に関する検討も進める

こととしておりまして、その検討結果として、昨年策定したそれぞれの基本計画にあっても総合的

に同様の考え方を示していることから、これが仮に保有方式であったとしても、公共施設等総合管

理計画にのっとった取扱い、進め方をされているものと考えております。 

○能登谷委員 それは、ほとんど原課の言い分だよね。行革としてのチェック機能という感じはし

ないね。もともと行革の対象外だって先に言い切っているんだけどさ。だけど、使用料は発生する

んだわ。民間がやるから、そっちでお任せでなくて、この建物は今１４０億円ぐらいか、と言われ

ている中で、使用料は年間で四億三千万何ぼ、で、６５年だから二百八十数億円払うんだよね。だ

から、結局、倍払わんきゃならないんですよ。毎年、毎年、財政を悪化させていく。それが施設管

理計画であっても、全体をダウンサイジングしなきゃなんないというのは財政上の都合だよね、も

ともと。どんどん膨らませて増やしていって、破綻してもいいんだと言うのであれば、何の管理計

画も必要ないんですよね。 

 だから、本来であれば、行政内の横のいろんなところをチェックしていくのが行革の役割じゃな

いかなと思うんだけど、ほとんど、行革のというよりは、原課の言い分にしか聞こえなかったな、

残念ながら。 

 とにかく公共施設等総合管理計画には対象施設にならないというのが結論、新アリーナ整備の妥

当性の判断は行財政改革推進部では行わないので、そうしたらどこが行うのか。担当部局任せだっ

たら無尽蔵に増えていくよ。いろんな課が、これ造りたい、あれ造りたい、民間だから関係ありま

せん、無尽蔵に増やせるということになりませんか。 

○浅利行財政改革推進部長 本件につきましては、官民連携ということで、これまであまり事例の

ないような状況ではございますけども、いずれにしても、この施設については、施設におけます本

市が使用する枠でありますとか、量、必要性、こういったことが判断の材料になっていくというこ

ともありますので、本市の事務事業の取扱いとして考える必要はあるというふうに思っておりま

す。 

 ただ、先ほども御答弁申し上げましたけれども、新アリーナ自体は非保有施設であるということ
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で、公共施設等総合管理計画の対象施設ということにはならないものではありますけれども、施設

を担当する部局は当然ではございますけども、そこのみならず、当然、中には政策でありますとか

予算という部分も絡んでくるわけですし、例えば、当部においても行財政改革推進プログラムを有

していますので、そんな関連性もあるということになりますから、本市としての意思決定が総合的

に進められなければならないものというふうには考えております。 

○能登谷委員 使用枠は２２０日ですから、全体の３分の２、市が使ってあげますという御丁寧な

使用日数で、３分の２なんですね。４億３千万円払ってあげる。自分で建てたほうが早い、２倍も

かけなくてもね。 

 なので、やっぱり、いろんなチェック機能をきちっと行革としても果たしていってもらいたい

し、行革だけでなくて、市の全体の機構の中でちゃんとチェックできないんだったら、これはやば

いよということを言わなければならないと思うんですが、後半部分にも関連する質疑がありますの

で、そちらに詳しいことは譲りたいなと思います。 

 それでは、そこは終わります。 

 最後、旭川市の広報予算だけ取り上げて、終わりたいと思います。 

 広報予算全体がどうなっているのかということで、そのうち、テレビ広報番組の予算も含めて、

この５年間の推移をお示しいただきたいと思います。 

○吉田総合政策部広報広聴課長 広報に係る５年間の予算額の推移についてでございます。 

 令和４年度が１億３千７９１万７千円、うちテレビ広報番組が９７５万円、令和５年度１億６千

３２５万５千円、うちテレビ広報番組が９８１万６千円、令和６年度が１億７千７０３万円、うち

テレビ広報番組が９８１万６千円、令和７年度が１億７千２３２万７千円、うちテレビ広報番組が

９８１万６千円、令和８年度予算でございますが、１億７千１９８万９千円、うちテレビ広報番組

が３００万円となっております。 

 なお、全体額のうち、大部分が広報誌の制作、配付等に係る費用となっており、新年度予算にお

きましては１億４千９８３万４千円を計上しているところであります。 

○能登谷委員 この５年間で、令和４年度が１億３千万円の広報予算、全体であったというのが、

令和８年度は、いろいろと諸経費も上がるでしょうから約１．７億円に、３千万円以上上がったと

いう中で、テレビ広報番組の分は９７５万円から発生して、今年度は９８０万円、新年度３００万

円、３分の１以下に激減しました。 

 この予算をカットしたことで、マイタウンあさひかわが今年度３月で終了になりました。これ

は、なぜやめたのか、意思形成はいつしたのか、どのように行ったのか、伺いたいと思います。 

○吉田総合政策部広報広聴課長 テレビ広報番組の効果につきまして、視聴率が確認できないもの

や、近年、平均視聴率が大幅に低下しているものがあることから、令和６年度以前から課題として

認識してまいりました。 

 マイタウンあさひかわにつきましては、近年の視聴率の低下などから、制作及び放送業務を請け

負っていただいておりますＨＢＣ旭川放送局に放送時間や曜日の変更などを以前から御相談し、よ

り効果的な方法はないのか、御提案をお願いしてまいりました。新年度に向けては、毎月の放送で

はなく、例えば、平日の日中の時間帯に、３０分番組を、年数回、放送するなどの御提案を受けて

おり、番組のテーマや内容を含めて協議を行っているところであります。 
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 市長や副市長とも協議を行いながら、新年度の事業の方向性について、双方確認ができた段階で

予算案の額について整理を行ったものであります。 

○能登谷委員 結局、視聴率重視で公共性はどうしたのかなというものなんだけど、市長や副市長

とも予算の中で話し合って決めたということなんですね。そうすると、何か激減して番組をやめち

ゃうんだけど、意思形成した文書とか決裁とか、何かそういうものはないということね。 

○吉田総合政策部広報広聴課長 そういった文書での手続はございません。 

○能登谷委員 それでは、広報番組マイタウンあさひかわの事業内容をお聞かせいただきたいと思

います。 

 手話つき、字幕つきの番組としての役割についてもお示しいただきたいと思います。 

○吉田総合政策部広報広聴課長 マイタウンあさひかわは、市の取組や市民の活動、まちの話題な

ど、全道に向けて旭川の魅力を発信する広報番組で、毎月第４日曜日の朝６時３０分から１５分の

枠で放送しております。より幅広く多くの方に見ていただけるように、手話通訳や字幕を取り入れ

ているところであります。 

○能登谷委員 まちの魅力や何かも発信するし、手話通訳や字幕もあるということで、大変大事な

役割を果たしてきたんじゃないかなと私は思っています。 

 番組が終了することで、関係者にも影響があります。地元の制作会社、打ち切られてしまいまし

たから困っています。ろうあ協会、手話を発信する番組がなくなっちゃう。もちろん視聴者にも影

響があります。 

 これらの関係者との協議はいつ行ったのか、お聞かせいただきたいと思います。 

○吉田総合政策部広報広聴課長 ＨＢＣ旭川放送局には、先ほども申し上げましたとおり、令和６

年度以前から効果的な発信手法などについて相談を行っており、新年度に向けては、昨年１１月に

相談をはじめ、１２月、１月と協議を行ってまいりました。 

 市からはＨＢＣ旭川放送局に委託をしておりますので、そのほかの関係の皆様との協議は、市と

しては行っていないところであります。 

○能登谷委員 ＨＢＣと協議はしてきたと、１２月、１月ですね。そうすると、やめるというのは

１月に最終的に判断したということになるんじゃないですか。 

○吉田総合政策部広報広聴課長 協議を続けておりまして、やめるという判断ではございません

で、まだ回数も含めて調整をさせていただいているところでございます。 

○能登谷委員 相当違和感がありますね。なぜかといったら、やめると言っていないんだったら、

その後も続けられるわけでしょう。ろうあ協会の皆さんは、市から正式な話がない、そういう中で

いきなり終了したというふうに理解しています。手話条例制定１０周年ですよね、今年。この仕打

ちはひどいんでないか、あまりにも乱暴だという御意見ですよね。 

 だから、ろうあ協会などから多くの意見が寄せられていると思いますが、いつ、どのような内

容、何件の意見が寄せられているのか、お示しいただきたいと思います。 

○吉田総合政策部広報広聴課長 市政やまちづくりなどに対する御提案や要望、御意見などの窓口

である旭川未来創造ポストに、マイタウンあさひかわの放送継続を求める内容の御意見を２月１８

日から６４件いただいております。また、２月２４日には、一般社団法人旭川ろうあ協会と株式会

社北海道録画センターとの連名で、旭川市広報番組マイタウンあさひかわの存続に関する要望書が
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届いております。 

○能登谷委員 すごい意見ですよね、６４件。だって、１月に知らされて、２月からそういう意見

が来ている、６４件も来ていると。しかも、制作会社とろうあ協会からは存続の要望書まで出てい

るということなんですよ。中止していない、判断していないと言うけど、そうしたら、勘違いでこ

の人たちは出してきたのか。 

 ＨＢＣからは、制作をやめると、３月で終わりですよということが伝えられて、制作会社は今回

で終わりますという番組をつくったんですよ。だけど、市から圧力が加わって、やめるというとこ

ろは削除すれというふうに言われたから取ったと聞いていますよ。だから、やめるんだったんです

よ、これ、乱暴にも。だから、みんな、焦って、これ、６４件も意見が来たんじゃないですか。 

 この意見の中には、行政情報のアクセシビリティーを保障すべきだという意見が幾つか見られま

す。これについて、市はどのように受け止めていますか。 

○吉田総合政策部広報広聴課長 いただいた御意見の中には、年齢や障害の有無にかかわらず、誰

でも必要な行政情報に簡単にたどり着け、利用できる行政情報のアクセシビリティーについて触れ

られているものが多数あり、手話通訳や字幕つき放送を必要とされる方々などからの貴重な御意見

であると認識しております。 

○能登谷委員 市は広報広聴戦略プランを策定していますが、行政情報のアクセシビリティーをど

のように保障しようとしているのか、お示しいただきたいと思います。 

○吉田総合政策部広報広聴課長 広報広聴戦略プランにおきましては、必要なアナログとデジタル

の連携による広報ＤＸを基本戦略の一つと位置づけております。広報誌はもとより、テレビ、ラジ

オ、記者会見等のパブリシティーといった必要なアナログでの広報、そして、年齢、性別、居住地

などを問わず、様々な方々に情報を届けるソーシャルメディアやウェブサイトなどのデジタルを連

携させることで、市民の皆様が必要な行政情報にアクセスできる広報活動となるように努めている

ところでございます。 

○能登谷委員 努めているのは分かるんだけど、具体的にアクセシビリティーという記述はありま

すか。 

○吉田総合政策部広報広聴課長 プランの中では様々な皆様に情報をしっかりとお伝えしたいとい

うことで書いてありますけれども、言葉自体、アクセシビリティーということでは記載のないとこ

ろでございます。 

○能登谷委員 国も、それらについて、わざわざ情報発信していますよね、いっぱい。総務省の

「公的機関に求められるホームページ等のアクセシビリティ対応」とか、総務省がこんな分厚いの

を出していますよね。それらはいろいろあるから紹介しませんけども、今、それを盛り込んで計

画、プランを立て直しているのが多いんですよ。それをちゃんと盛り込んだものにしなさいよと言

っていますよね。盛り込んで、しかも、それを発信して知らせなさいと言っているんですよ。だか

ら、市の広報戦略プランは古いんでないかな、率直に言って。古いというか、バージョンアップが

必要ですよね。それは、今日はちょっとやめておきますけど。 

 それで、戦略プランに基づいて庁内推進組織が設置されて進行管理を行っているというふうにな

っていますけども、市民や有識者による懇談会とか市民対象のアンケート調査の実施など、多様な

市民意見を聴取して具体的な取組に反映すると書かれているんですよ、プランにはね。 
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 今回のマイタウンあさひかわの中止などで推進会議などは開いたんでしょうか。 

○吉田総合政策部広報広聴課長 今年度におきましては、市全体として広報広聴活動の連携を図る

ため、昨年８月に庁内推進会議を開催し、全庁での積極的な情報発信、ＳＮＳや報道依頼などパブ

リシティーの活用、広聴事業について情報共有を行いましたが、個別の事業の見直しについての意

見集約等は行っておりません。 

○能登谷委員 結局、やっていないんですよね。そういう中でばっさり予算を落としたんです。だ

から、いろいろな人からいろんな意見、今、寄せられていますけど、マイタウンあさひかわの情報

を見てお客さんを案内している市民がいるんですよ。遠くから人が来たときとか、その情報に基づ

いて、ああ、あそこにいい店があるなとか、あそこにこんなロケーションがあるなということで使

っている人が、市民がいます。 

 それから、その情報で駅の裏でそり滑りをする外国人もいます。北彩都ガーデンのほうとかね。

歩いていくから、ついていって聞いてみたら、これで見たって言っているんですよ。これで見たの

は、そのまま見たんでなくて、ユーチューブに流れていたり、いろんなことをしながら結果として

見たんですけど。それから、耳が聞こえる人でも手話に親しむ貴重な機会になっているという声も

あります。これを見て、手話をやっているから、何げなく親しんで、自分もこんにちはぐらいやっ

てみたいなとかというふうに思うそうですよ。これらのことを、ユーチューブなどＳＮＳだけで補

うことはできるんでしょうか。確かに、視聴率も落ちたかもしれないけど、ＳＮＳもいろいろと増

えているかもしれないけど、補えるのかどうか、私は疑問ですね。 

 行政情報のアクセシビリティーは、そもそも情報弱者への対策なんじゃないですか。手話を使う

人だけでなく、高齢者も、多くの市民、他のまちの人も観光客も見ている大事な情報ツールを、今

後の方向性を定めないで、関係者への配慮もなしに、予算だけ問答無用でばっさり削る手法、これ

は広報戦略として問題があるのではないでしょうか。 

○熊谷総合政策部市長室長 テレビ広報についてでございますけども、まず、テレビの広報番組の

効果につきましては、平均視聴率が大幅に低下している、そういった傾向にございました。 

 今回、ＨＢＣ旭川放送局と、新年度の番組について、より幅広い、そしてより多くの方に見てい

ただけるための協議を行ってまいりました。そういった新年度に向けての協議ですね、もう少し早

い段階で、具体的な協議の段階、そういったものに入れればよかったのかなといった思いがござい

ます。 

 新年度におきましては、より効果的で、さらに充実した番組を御覧いただけるように、番組の企

画であったり発信方法などについて新たな御提案等がございましたら積極的にお話を伺い、市と放

送局双方と協力しながら、効果的なものにつきましては前向きに検討してまいりたいと考えていま

す。 

○能登谷委員 予算をばっさり削って協議、検討だと、何かいいことあれば提案してくれというの

もちょっと何かなあと思いますね。困っていると思いますよ。だから、現場はもう撮っちゃったん

だから、今回で終わりますと。だけど、圧力が加わって、それだけ消してくれと言うんで、消した

って言うんです。だから、お別れもしないで番組は終わっちゃいますよって、このままだったら。

だって、４月のを撮っていないんですもん、予算もないんですもん。 

 旭川市の今回の対応は、情報弱者への配慮や行政情報のアクセシビリティーはあまり考えていな
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いということが露呈した結果ではないでしょうか。その認識を再度伺いたいと思います。 

○熊谷総合政策部市長室長 テレビ放送局と協議しておりますテレビ番組に限らず、手話通訳、そ

ういったものを必要とされる方への配慮をしっかり行いまして、引き続き、そういった様々な媒体

を通じて手話通訳や字幕なども活用して平等に広く情報が行き渡るような、行政情報のアクセシビ

リティー、こういったことには努めてまいりたいと考えています。 

○能登谷委員 最後に伺いますけど、石川厚子議員の大綱質疑、新年度もこれは継続するのかと大

綱質疑で聞きました。市は、実施に向けて検討するという趣旨の答弁でした、あれこれ言って。い

ろいろ検討していると言っても、今回、予算をカットしマイタウンをやめるということが明確にな

りましたので、大綱質疑の時点では、予算はもうカットしているんですから、マイタウン終了と決

まっていたわけですから、そうすると、石川厚子議員への答弁は時間稼ぎだったのか、それともう

そだったのか、どちらでしょうか。 

○熊谷総合政策部市長室長 大綱質疑での石川厚子議員への答弁についてでございますが、大きく

２つのポイントがあるかと思っています。 

 まず初めに、手話通訳を必要とされる方への配慮を行いながら今後も情報発信に努めてまいりま

すといった答弁でございますが、こちらにつきましては、手話通訳を必要とされる方への配慮は、

テレビ放送のほかにも、ユーチューブなどで様々な機会を得て対応しようと考えたところでござい

ますので、そのような答弁をさせていただきました。 

 また、新年度におけるテレビの広報番組について、より多くの方に御覧いただけるよう、こちら

の部分でございますが、確かに金額は減額しておりますが、今、時間枠等も含めて、放送曜日だと

か時刻等、放送局と協議、調整をしております。より多くの皆様に御視聴いただけることにつきま

しては、こうした思いでテレビ局と協議、調整を進めておりますので、このような答弁をさせてい

ただきました。 

○能登谷委員 結局、新年度、より多い人に番組を見てもらえるようにつくっていきたいとか検討

したいと言っているけど、今、決まっていないんだよね。これ、今、新年度予算を協議している。

決まっていないのさ。だから、継続するとも言えないから、石川厚子さんへの答弁は何だったのか

なという問題が残っちゃいますね。 

 それで、今回の質疑を通じて、旭川市は、情報弱者への対応、行政情報のアクセシビリティーは

あまり考えていないという疑問が払拭できませんでした。しかも、今津市長の市政方針では、手話

条例１０周年の記念の年の事業、それから、手話の普及促進についての決意も示されました。本日

の質疑で明らかになったことは、市長の市政方針とは全く合わないと感じます。 

 それから、障害者福祉の分科会の見解も必要なことであり、市長の総合的な見解を伺いたいと思

いますので、手話の普及促進と市のテレビ広報番組について、市長の総括質疑を申し出たいと思い

ますので、委員長に取り計らいをお願いいたします。 

○江川委員長 ただいまの御発言につきましては、総括質疑のお申出ということで取り扱わせてい

ただきます。 

 引き続き、御質疑願います。 

○能登谷委員 総括質疑部分を除いて、前半の課題については終了したいと思います。 

○江川委員長 理事者交代のため、暫時休憩いたします。 
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休憩 午後２時１１分 

────────────────────────────────────────────────────── 

再開 午後２時１２分 

○江川委員長 再開いたします。 

 御質疑願います。 

○いしかわまさき委員 自民党・市民会議のいしかわまさきです。 

 私は、この予算等審査特別委員会で質疑させていただくのは初めてになりますので、大変緊張し

ておりますし、不慣れな点がありますけども、よろしくお願いしたいと思います。 

 私からは、地域振興部、２款１項９目の航空路線確保対策費について質疑させていただきます。 

 本予算は、国内線、国際線の維持及び拡充を事業内容としており、旭川空港における航空路線の

確保のため、関係機関と連携した誘致活動や運航支援を行うものと理解しております。 

 こちらの事業に関連して、後ほど、現在の国際線の状況や新規路線の見通し等についても質問さ

せていただきたいと思いますが、まず初めに、令和８年度事業の概要についてお答えください。 

○石川地域振興部交通空港課主幹 航空路線確保対策費は、令和８年度の予算額７８１万６千円

と、さきの補正予算で議決いただいた令和７年度予算の翌年度繰越分１千４７０万円を合わせた２

千２５１万６千円で事業を実施してまいります。 

 主な内容といたしましては、本市が事務局となり、路線誘致や空港利用促進に係る事業を実施し

ております旭川空港利用拡大期成会への負担金や、空港運営者である北海道エアポート株式会社が

中心となり、本市を含めた道内の空港所在自治体が加わり、国際線の受入れ体制の整備や強化を図

ることを目的とした実行委員会組織への負担金、プロモーションや関係機関との会議等への出席に

係る出張などを予定しております。 

○いしかわまさき委員 次に、旭川空港の航空路線に関して、特に、国際線の状況について質疑し

ていきたいと思います。 

 昨年９月１３日に韓国のアシアナ航空が旭川－仁川（ソウル）線の定期便を運休すると明らかに

したのに続き、本年２月１０日には、台湾のタイガーエア台湾が旭川－台北線の定期便を、３月２

９日以降、運休すると明らかにしたことで、このままだと旭川空港の国際線はゼロという状況にな

ります。アシアナ航空については、観光閑散期の搭乗率が低く、採算面でのボーダーラインを越え

られなかったとの理由であり、タイガーエア台湾については、世界的なパイロット不足が主な理由

とのことでした。 

 この旭川空港の国際線がゼロになる状況について、その理由や要因をどのように捉えているの

か、見解をお答えください。 

 またあわせて、本予算に係る事業の取組として国際線の維持、確保へのアプローチについて、ど

のような取組を実施してきたのか、お答えください。 

○松本地域振興部交通空港課長 旭川空港における国際定期便の運休につきましては、ソウル線の

アシアナ航空におきましては、航空会社の機材繰りや同社と大韓航空との合併に伴う路線再編によ

るもの、台北線のタイガーエア台湾におきましては、運航乗務員の不足に伴い、路線運航の調整が

つかなくなったものと伺っております。 

 国際線の維持に向けましては、旭川空港利用拡大期成会と北海道エアポートや関係団体が連携
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し、旭川空港を利用した旅行商品を造成する各国の旅行会社向けの体験ツアーの実施や、旅行商品

の販売に係る広告支援等を行うほか、航空会社に対する着陸料の減免などを行い、利用者の確保と

路線の維持に努めてまいりました。 

 また、新規路線就航支援費におきましては、航空会社に対し、新規就航に要する設備投資などに

対する助成、冬季運航に係るデアイシング作業等に対する助成、航空会社が行う広告などのマーケ

ティング活動の支援を行うことにより、国際線の確保に努めたところでございます。 

○いしかわまさき委員 旭川空港の課題というか、本市の課題でもある観光閑散期にいかにして観

光客を呼び込むかということが、旭川空港の安定した国際線の就航につながると考えられます。と

はいえ、それは一朝一夕に解決できる問題ではございませんので、一時的に国際線がなくなるとし

ても、引き続き、国際線の確保や新規路線の開拓に努めていただきたいと思います。 

 ただ、旭川空港全体の乗降客数で言えば、２０２４年度が前年度比１０．６％増の１１６万１千

人で、２０２５年度につきましてもこの数字を上回るものだと予想されております。乗降客数増に

大きく貢献していますのは、２０２３年１２月に新規就航したジェットスターの成田線であり、２

０２４年度の利用は１０万７千人、２０２５年も同水準にあると予想されております。やはり、新

規路線の開拓、特に国内路線の獲得というのは、旭川空港の利用客数を増やすだけではなく、本市

の関係人口を増加させる特効薬になるものだと思っております。 

 そこで、質問ですが、国内の新規路線として待望されている旭川－関西線について、路線開拓に

向けたアプローチや路線就航の実現度について、お答えできる範囲で構いませんので、お答えいた

だきたいと思います。 

 昨年８月に約１か月間だけ夏季就航した日本航空の旭川－大阪伊丹線は、大阪・関西万博の開催

影響はありつつも、かなり高い搭乗率にあったと聞いております。期間限定の就航ではあったもの

の、十分、通年運航として成立するものと推察されますが、市の見解をお答えください。 

○松本地域振興部交通空港課長 関西方面につきましては、後背地に大きな人口を有しており、路

線の通年運航が実現した場合には、観光需要の取り込みやビジネス機会の拡大、さらには企業誘致

のきっかけともなり、地域の活性化につながるものと考えております。昨年８月の伊丹線の搭乗率

が９５％でありましたほか、経済団体から路線拡大の要望があるなど、関西方面の路線については

ニーズが高いものと認識しております。 

 通年運航に向けましては、北海道エアポートのほか、北海道とも連携し、航空会社への働きかけ

や関係者との情報交換等を行っており、今後、さらに力を入れて取り組んでまいりたいと考えてお

ります。 

○いしかわまさき委員 ただいまの答弁からしますと、関西線定期便の新規就航に関しては、経済

団体ほか各方面から高いニーズがあり、地域活性化の観点からも必要不可欠な路線であることが分

かりました。 

 先ほども述べさせていただきましたが、２０２３年１２月に新規就航したジェットスターの成田

線によって、本市を訪れる関係人口は大きく増加いたしました。この事例からすると、関西線が実

現すれば、成田線を上回る関係人口の流入が期待できるものであります。ぜひとも、担当部局とし

て、あらゆる手段、あらゆる人脈、さらには、あらゆる政治力、この政治力には、元国会議員であ

ろうと、現国会議員であろうと、あらゆる政治力を活用していただき、関西線の定期便を実現して
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いただきたいと思います。 

 最後に、担当部局として、見通しや気概を含めてお答えをいただければと思います。 

○三宅地域振興部長 本市地域におきましては、インバウンドを中心に、宿泊滞在がコロナの後の

回復からさらに好調に推移しておりました。旭川空港においても、利用者数、御紹介を質疑の中で

していただきましたが、今年度は、１７年ぶりに１２０万人超える見通しという数字で動いており

ます。 

 １７年前でございますけれども、本市は、旭山動物園が全国的な人気スポットとなり、年間３０

０万人もの入園者数を記録していた時代でございました。同園は、観光の面では今でも本市最高の

目的地となっておりますが、今年度の入園者数を確認いたしますと、約１３０万人程度の見通しと

いうようなところでございますので、現在の旭川空港の利用状況、また、伸び続けている本市地域

の観光宿泊、この状況から、観光面で申し上げれば、本市に来られる目的というものが、動物園１

強から、現在は様々なスポットに分散している、また加えて、本市を起点に広域周遊するニーズも

高まり続けている傾向にあると感じております。 

 旭川空港において、関西方面の路線、これが通年運航されることは、大変大きな効果をもたらす

ものと考えております。首都圏に次ぐ人口を有した圏域と一年を通じてつながることで、観光分野

を中心に、そのほかビジネス、また進学などの交流人口の拡大等々、市民の皆様にとっても生活の

利便性が高まるものと期待しております。 

 現在、国においては、世界的な市場動向も踏まえつつ、国内航空の在り方について有識者による

議論が進められており、国内線の事業環境が厳しさを増していく中、航空会社においては、路線ネ

ットワークの見直しなど、大きな転換期を迎えている状況でございます。その上で、大阪府、また

大阪市においては、大盛況で終えた大阪・関西万博後の観光戦略に関わって、数年先に迎える２０

３０年のインバウンドの宿泊目標、これを３千万人と掲げております。旭川空港の首都圏からの利

用者を支えるジェットスターの成田便も、この成田を起点とした外国人の利用者数が増加している

ことがこの旭川線の好調の要因ともなっておりますので、関西路線の通年化は、数千万人規模のイ

ンバウンドをさらに北海道、旭川へと誘致する可能性を開くことになるものと考えております。 

 市としましては、関西方面の路線拡大を果たすため、北海道エアポート、また北海道、そして関

西エリアの自治体などとも連携し、しっかりこうした機を捉えられるよう、さらに積極的な活動を

展開してまいります。 

○いしかわまさき委員 旭川空港は、道北地域の玄関口というだけではなく、北海道観光の玄関口

としてまだまだ発展の余地は残っておりますので、本事業、あるいは本事業に伴う今津市長のトッ

プセールス等で、新規路線の開拓、就航に期待したいと思います。 

 以上で、本項目に関する質疑は終了させていただき、引き続き、地域振興部に質疑させていただ

きたいと思います。 

 次に、地域振興部、８款４項１目の空港整備費において２千６８４万９千円が計上されているこ

とについて質疑させていただきます。 

 本予算は、旭川空港附帯施設移設工事負担金等に１千１８４万９千円、旭川空港更新投資負担金

に１千５００万円という内訳になっています。 

 まずは、こちらの予算、事業内容について質問をさせていただき、後ほど、関連して旭川空港の
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整備や特定利用空港・港湾という国の事業についても質問させていただきたいと思います。 

 まず初めに、本予算２千６８４万９千円の事業内容について、旭川空港附帯施設移設工事負担金

等１千１８４万９千円及び旭川空港更新投資負担金１千５００万円に分けて、その事業内容を具体

的にお答えください。 

○石川地域振興部交通空港課主幹 空港整備費は、航空機の安全運航を確保するため、基本施設や

空港設備等の更新、改良等を実施するものです。 

 このうち、旭川空港附帯施設移設工事負担金等の内訳は、空港に隣接する八千代川の改修に伴

い、同河川の管理者である北海道が実施する空港の附帯施設の移設工事に対する負担金１千万円と

事務的経費１８４万９千円となっております。 

 旭川空港更新投資負担金は、旭川空港の運営者である北海道エアポート株式会社が航空機の安全

な運航のために実施する誘導路や滑走路などの運営指定対象施設の更新工事等に対する負担金で、

令和８年度は、滑走路において航空機に風向きを示すために設置する風向灯の更新を行うもので

す。 

○いしかわまさき委員 それでは、本予算の財源のうち２千２８５万円については特定財源となっ

ておりますが、こちらはどのような財源になっているのか、お答えください。 

○石川地域振興部交通空港課主幹 本予算のうち更新投資負担金は、国と北海道からの補助金の交

付対象となっております。 

 特定財源２千２８５万円の内訳といたしましては、国の補助金が更新投資負担金の３分の２に当

たる１千万円、北海道の補助金が更新投資負担金の６０分の１に当たる２５万円、残り、起債が更

新投資負担金及び附帯施設移設等の総額で１千２６０万円となっております。 

○いしかわまさき委員 こちらの今年度の予算は６億４千１４２万５千円と、新年度よりかなり大

きな金額で整備工事や更新投資が行われたようです。 

 前年度の事業になりますが、どのような整備工事や更新投資が行われたのか、お答えください。 

○石川地域振興部交通空港課主幹 令和７年度は、旭川市が空港への不法侵入を監視する侵入警戒

センサーの整備工事を行っているほか、運営者が行う航空機が走行する誘導路の老朽化に伴う改良

工事に対し、更新投資負担金の支出を行います。 

 なお、いずれも令和７年度までに完了を予定していることから、令和８年度の事業費は前年度に

比べて減少しております。 

○いしかわまさき委員 今年度に関しては、旭川空港の侵入警戒センサーに関する工事や誘導路の

改良に投資が行われると理解いたしました。 

 それでは、ここから、冒頭申し上げましたとおり、旭川空港の整備等にも大きく関連してきま

す、国の制度である特定利用空港・港湾について質問させていただきます。 

 特定利用空港については、昨年来、協議や住民説明会が行われ、先日の代表質問でも同意する旨

の回答をいただいております。 

 それでは、まず、特定利用空港・港湾について、その制度内容についてお答えください。 

○石川地域振興部交通空港課主幹 国の公共インフラ整備の取組の基本的な考え方に対する資料に

よると、安全保障環境を踏まえた対応を実効的に行うため、自衛隊、海上保安庁が平素から必要な

空港、港湾を円滑に利用できるよう、インフラ管理者との間で円滑な利用に関する枠組みを設け、
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これらを特定利用空港・港湾としており、この枠組みに同意し、円滑な利用に関する確認事項を取

り交わすことで、特定利用空港・港湾という位置づけになるものです。 

 特定利用空港・港湾においては、民生利用を主としつつ、自衛隊、海上保安庁の航空機、船舶の

円滑な利用にも資するよう、必要な整備、または既存事業の促進を図る、また、平素から円滑な自

衛隊員の人員・物資輸送等に資するよう、特定利用空港・港湾と自衛隊の駐屯地等とのアクセスの

向上に向け、道路ネットワークの整備を図ることとしております。 

○いしかわまさき委員 特定利用空港の概要については分かりましたが、それでは、なぜ旭川空港

が選定されることになったのか、その理由及び特定利用空港になった場合に想定される利用の内容

についてお答えください。 

○石川地域振興部交通空港課主幹 昨年６月２５日に行われた国からの説明では、旭川空港の選定

理由は、近傍に自衛隊駐屯地が所在していることや、災害対応等に効率的な運用が可能となること

であると伺っております。 

 特定利用空港となった後の利用につきましては、自衛隊による利用は基本的に年数回程度を想定

しており、その内容としては、自衛隊機の技量の維持向上や離着陸要領の確認等を目的とした慣熟

訓練等であること、民生利用に影響のない範囲で行い、訓練内容や規模によっては事前に関係自治

体へ説明を行うとともに、空港周辺の方々に及ぼす影響が最小限になるよう努めていくと伺ってお

ります。 

○いしかわまさき委員 ただいまの説明からしますと、陸上自衛隊第２師団があるため、年数回程

度の訓練利用、そして、災害時に物資運搬等で効率的に利用できるというのが主な選定理由であ

り、民間の利用を妨げたり制限したりするものではないと理解いたしました。 

 ある雑誌やメディア等では、特定利用空港になることが、あたかも自衛隊の特定利用空港になる

ような、そういった記述がございましたので、その点については、ここで明確に否定させていただ

きたいと思います。 

 それでは、新しく始めようとすることには、何事にもメリット、デメリットがあろうかと思いま

すが、まずは、旭川空港が特定利用空港になることのデメリットについてお答えください。 

 また、旭川市では、本年１月１６日に市民説明会を開催されましたが、参加者や周辺住民の反応

はどうだったのか、併せてお答えいただきたいと思います。 

○松本地域振興部交通空港課長 国に確認いたしましたところ、特定利用空港になった後も、自衛

隊、海上保安庁の訓練等の利用に当たりましては、民生利用の円滑な利用に影響のないようインフ

ラ管理者等と利用調整を行うと伺っておりますことから、大きなデメリットはないものと考えてお

ります。 

 一方で、空港が所在する東神楽町からは、航空機の騒音などが住民生活に影響を及ぼすことへの

懸念や、先日開催した説明会におきましても、自衛隊機が従来よりも多く飛来することになった場

合の安全性などについて懸念する御意見をいただいております。 

○いしかわまさき委員 ただいまの答弁からすると、特定利用空港になることによるデメリットと

いうものは予想や想像による危険性の懸念ということになり、懸念材料の一つである自衛隊機の訓

練等については事前に利用スケジュール等は連絡されるとのことでした。 

 さらに、自衛隊の旭川空港利用についてお聞きしておきますが、現在も自衛隊機が旭川空港を利
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用していると聞き及んでおります。それは、どのような利用形態で、年間何日程度なのか、過去３

年間の実績をお答えください。 

○石川地域振興部交通空港課主幹 令和４年度から６年度までの３年間における自衛隊機の飛来実

績は、令和４年度が、慣熟飛行訓練が１４回、人員輸送が１回で計１５日の利用が、令和５年度

は、慣熟飛行訓練が１３回と急患の搬送が１回、うち２回は同じ日に訓練を実施しており、１３日

の利用が、令和６年度が、慣熟飛行訓練が１０回、急患の搬送が１回、体験搭乗が１回で計１２回

の利用がありました。 

○いしかわまさき委員 特定利用空港のデメリットや懸念されている自衛隊による空港利用につい

て確認させていただきましたので、次は、メリットについて聞いていきたいと思います。 

 当然、メリットとして期待されるのは、特定利用空港になることによって国の予算で空港整備が

行われるのではないかというものが挙げられます。他都市の事例なども踏まえて、国の予算が投入

される可能性はあるのか、お答えいただきたいと思います。 

○松本地域振興部交通空港課長 旭川空港は、国が設置し、旭川市が管理する特定地方管理空港で

あり、空港の基本施設の整備は旭川空港を運営する北海道エアポート株式会社が実施しており、本

市が国の補助を受けながらその費用を負担しております。 

 国によりますと、特定利用空港においては、民生利用を主としつつ、自衛隊、海上保安庁による

円滑な利用にも資するよう、滑走路の延長やエプロン整備に加え、それぞれの既存事業を促進する

ことによって空港の利便性の確保や機能を強化することとなりますが、特定利用空港においても、

他の公共事業と同様にコストベネフィット分析等を行い、民生利用の必要性も確認するとされてお

りますことから、特定利用空港になったことで旭川空港の機能の拡充に国の予算が投入される、あ

るいは、国の補助金の交付率が増加するような、特段、具体的に仕組みとして明示されている形に

はなっておりません。 

 一方で、現在の旭川空港の滑走路は、供用開始から約３０年間、全面的な改良を一度も行ってお

らず、老朽化が進んでおりますことから、令和９年度から６年間の予定で滑走路の改良に着手する

計画であり、総額で数十億円規模の事業費が必要となることが見込まれております。このため、特

定利用となることで、国が全国の地方空港を対象に実施しております空港整備補助事業において、

旭川空港の滑走路改良事業の重要性が高くなることを期待しているところでございます。 

○いしかわまさき委員 空港整備に関しましては、自衛隊機が使えるような誘導路や無線施設の改

良等は行われるものの、それ以上の空港整備に関しては具体的な基準として明示されていない状況

になっていると理解いたしました。 

 ただ、具体的な基準の明記がないことが、施設整備の優先度の高まりが期待できないということ

とイコールではないと思います。旭川空港の滑走路は老朽化が進んでおり、その対策が必要とのこ

とですので、特定利用空港を受諾するとなった際には、ある意味で国の施策の方向性にかない、国

との連携がさらに高まる空港となるわけでございますから、必要な予算の確保についても、ぜひと

もこれまで以上に国に働きかけていただきたいと思います。 

 さて、空港整備については、制度上、限定的ということを理解いたしましたが、メリットの要素

として道路ネットワークの整備が挙げられると思います。こちらは、制度上でも備わっているもの

で、どのような整備なのか、道内の事例等も含めてお答えいただきたいと思います。 
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○松本地域振興部交通空港課長 国は、平素から自衛隊が特定利用空港・港湾を円滑に利用できる

よう、令和７年度から特定利用空港・港湾と自衛隊の駐屯地等とのアクセスの向上に向け、特定利

用空港・港湾の取組の対象に道路を追加いたしました。 

 対象となる道路におきましては、民生利用を主としつつ、必要な道路ネットワークの整備を図

り、道路ネットワークの整備により、平素における円滑な自衛隊の通行、ひいては災害対応等の効

果的な実施が見込まれるとしております。 

 国が公表した資料によりますと、令和７年度においては、沖縄県と北海道に所在する特定利用空

港・港湾とのアクセス向上に向けた道路ネットワークの整備に取り組むとされ、道内においても、

特定利用港湾へのアクセス道路として北海道縦貫自動車道の士別剣淵－名寄間などの名前が挙げら

れております。 

○いしかわまさき委員 ただいまの答弁を基に旭川空港を拠点とした道路ネットワークの整備とし

て挙げるとすれば、まず、旭川空港から上富良野駐屯地周辺を経由する旭川十勝道路の建設促進、

既に整備事業にも入っている北海道縦貫自動車道の士別剣淵と名寄間の開通、遠軽駐屯地まで延び

る高規格道路の整備、留萌駐屯地までを結ぶ高速道路の整備等が事業の候補に挙がってくるものと

予想されます。 

 こうした道路ネットワークの整備に関して、空港管理者の自治体として要望を出していくことは

可能なのか、また、採用される可能性はどの程度あると考えているのか、市の見解をお答えくださ

い。 

○松本地域振興部交通空港課長 国に確認いたしましたところ、公共インフラ整備に関する要望は

実際に各自治体やインフラ管理者から受けており、このうち、道路ネットワーク整備の実施箇所に

ついては、民生利用を主としつつ、国側で自衛隊のニーズやその整備状況等を踏まえて選定するこ

とになると伺っております。 

○いしかわまさき委員 ただいまの答弁からしますと、旭川空港周辺の自衛隊施設の配置を考えま

すと、特定利用空港になった場合、旭川空港を拠点とした道路ネットワークの整備にはかなり期待

が持てるものではないかと理解いたしました。 

 さて、メリット、デメリットは分かりましたが、では、次、旭川空港の特定利用空港化について

は、既に国に対して同意する旨の回答を行ったということでございますが、この後、どのような手

続で、どのようなスケジュールとなる運びなのか、お答えいただきたいと思います。 

○松本地域振興部交通空港課長 今後の手続につきましては、国によりますと、国との間で旭川空

港における空港の施設の円滑な利用に関する確認事項を取り交わし、最終的には、総合的な防衛体

制の強化に資する研究開発及び公共インフラ整備に関する関係閣僚会議の了承を経て、特定利用空

港として公表される予定と伺っております。 

○いしかわまさき委員 ただいまの答弁でスケジュールを確認させていただきましたが、それと並

行して、旭川市民や空港所在地である東神楽町民への丁寧な周知は必要かと思います。 

 先日の市民説明会には私もオブザーブ参加させていただきましたが、２時間以上かけて市民への

説明、質疑応答を行っていました。また、東神楽町においても議会と地域住民代表への説明が行わ

れたと聞いております。 

 そこで、質問ですが、住民説明会は開催済みとして旭川空港が特定利用空港になる場合、本日の
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質疑応答で示されたような事柄は市民にもお伝えするべきだと思います。市民にお伝えする準備や

手法について、現段階で予定していることなど、決まっておりましたらお答えいただきたいと思い

ます。 

○松本地域振興部交通空港課長 特定利用空港に関する情報は、国のホームページにおいて、今後

も情報やＱ＆Ａが随時更新されていくものと考えており、本市といたしましても、説明会等でいた

だいた御意見などを念頭に、特定利用空港に関する取組の状況について可能な限りホームページ上

でお示ししていくとともに、いただいた御質問に対しては丁寧な回答を行ってまいりたいと考えて

おります。 

○いしかわまさき委員 旭川空港の特定利用空港への指定は、本市が陸上自衛隊第２師団とともに

あるまちであること、道北、北海道の物流の拠点地域であることから、災害物資等の運搬拠点にな

り得ることに鑑みますと、国の特定利用空港指定に同意するとの判断は、本市並びに空港周辺地域

の発展に資するものではないかと考えます。 

 ただし、市民説明会に参加された市民の皆様の多くが懸念していましたのは、旭川空港が軍事利

用されて他国の攻撃対象になるのではないか、自衛隊だけではなく、米軍が利用することになるの

ではないか、さらには、ミサイルの標的になるのではないか、こういった意見まで出ておりました

ので、そうした市民の皆様の不安や懸念には、担当部局として丁寧で根気ある説明が必要かと思わ

れます。 

 最後の質問となりますが、特定利用空港への指定が見込まれる中で空港整備の今後の在り方につ

いて、市としての見解をお答えください。 

○三宅地域振興部長 空港整備事業は、都市としての拠点性を高め、より一層の交流を促すため、

空港施設の整備を実施するものでございます。 

 旭川空港の利用拡大による地域の発展を目指すためには、空港の施設が適切に維持されているこ

とが必要となります。特に、令和９年度以降予定されております滑走路等の改良においては多額の

事業費を要する見通しを持っており、その大部分については補助金として交付されるよう、国に対

して、毎年度、必要な予算の確保を求めていかなければいけないと考えております。 

 また、滑走路の老朽化対策は、航空機の空港利用に関わり、優先度が高い必要な整備であります

が、国からも、特定利用空港となった場合は、旭川空港におけるインフラ整備の重要性は高くなる

との説明を受けているところであり、今後も国と連携しながら空港管理者として必要な対応を行っ

てまいります。 

○いしかわまさき委員 本市の発展、活性化には旭川空港の存在が欠かせませんし、旭川空港には

大きなポテンシャルが備わっていると思っております。旭川空港は、豪雪地帯にもかかわらず、近

隣の方々の御努力によって就航率は９９％を超えており、新千歳空港のように、天候悪化が原因で

欠航して空港に利用客が泊まるなんてことを旭川空港では聞いたことがございません。また、近年

では、冬期間の外国人スキー客が大変多く本市を訪れており、こうした方々が増えてくれば新規路

線の就航も必ず実現してくると思います。 

 旭川空港が特定利用空港になることへの懸念が全くないと言えば語弊がありますが、特定利用空

港になることを本市が利用してさらなる旭川空港の発展を目指していくことが、市民の皆様の理解

や安心を育むものだと思います。 
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 最後に、旭川空港の発展について、航空路線確保の観点からは、国内線において関西線の新規路

線実現、国際線においては既存路線の復活や新規路線の開拓が求められます。そのためには、空港

が安定的に運用できることが大前提となります。その大前提である空港整備においては、喫緊の課

題でもあり、最重要とも言える滑走路の老朽化対策を着実に進めていただき、旭川空港の発展とと

もに本市や周辺地域が発展することを願い、私からの総務常任委員会所管分に関する質疑を終了さ

せていただきます。 

○江川委員長 暫時休憩いたします。 

休憩 午後２時５０分 

──────────────────────────────────────────── 

再開 午後３時３０分 

○江川委員長 再開いたします。 

 御質疑願います。 

○皆川委員 公明党、皆川です。どうぞよろしくお願いいたします。 

 前半戦最後、いよいよ順番が回ってきたなと。なかなか、そっちから見る景色とこっちから見る

景色が、ちょっと今まで違ったなという感じで、皆さんのお顔も見られて本当によかったなあと思

っています。 

 私は、２事業、今回、用意しています。 

 最初に、地域振興部のほうにお聞きをしていきたいと思いますんで、よろしくお願いいたしま

す。 

 初めに、２款１項９目の地域公共交通対策費について、順次、お聞きしていきたいと思います。 

 公共交通、こういう公共交通が弱くなるってことは、暮らしの土台が弱くなるということかな

と、私自身、考えております。通院だったり、買物、また通学、通勤とか、市民の日々の暮らしそ

のものを支える極めて重要な社会インフラだなというふうに思っております。特に、高齢化も、本

市、旭川市、進んでいるところもあって、地域の移動手段をどう守っていくのかということは、そ

のまま地域で安心して暮らし続けられるまちをどう支えるのかという課題でもあるかなというふう

に考えております。そして、運転手不足とかだったり、また物価高騰などによって、路線バスをは

じめとした公共交通を取り巻く環境は厳しさをより一層増しておりまして、交通事業者への支援

や、また、持続可能な運行体制の確保も重要になっているものというふうに受け止めております。 

 そこでまず、本事業の基本的なことから聞いていきたいと思っております。 

 本事業の目的及び予算概要、また、財源内訳などについてお示しいただきたいと思います。 

○石川地域振興部交通空港課主幹 地域公共交通対策費は、路線バスなどの公共交通の維持保全を

図り、市民や観光客などにとって利便性の高い公共交通を形成するため、路線バスの利用促進をは

じめ、生活交通路線の運行や運転手の確保、ユニバーサルデザインタクシーの導入への支援、効率

的な路線バスの運行について、事業者等との検討を行うものであります。 

 令和８年度の事業費は、令和８年度の予算額９千８２２万４千円と、さきの補正予算で議決いた

だいた令和７年度予算の翌年度繰越分３２５万４千円を合わせた１億１４７万８千円となっており

ます。 

 財源につきましては、令和８年度予算で重点支援地方交付金６千８４８万円、令和７年度の翌年
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度繰越分では地域未来交付金１６２万７千円となっております。 

○皆川委員 ただいま、予算概要等、お聞きをいたしました。 

 その上で、地域公共交通を取り巻く環境というのは、先ほども申し上げましたけども、運転手不

足だったり、また物価高騰などがあって、依然として大変厳しい状況にあるものというふうに受け

止めております。 

 そうした中で、前年度の予算額が１億１千１１２万３千円であるため、令和８年度の事業費は、

前年度から、少しというか、９６４万５千円減額となっております。なぜ減額となっているのか、

その理由について伺いたいと思います。 

○石川地域振興部交通空港課主幹 事業費が減となった主な要因としましては、市内路線バス事業

者への運行支援金について、その算定基礎となる単価の値上がり幅が、前年度と比べ、小さかった

こと、本市と近隣の自治体を結ぶ地域間幹線系統への支援について、対象路線や赤字額が減少した

ことにより、行政からの補助額も減額になったことなどによるものであります。 

○皆川委員 予算の増減の理由について伺いました。 

 地域公共交通を取り巻く環境そのものは決して改善しているとは言い切れずに、全国的に、減便

であったり路線見直し、また交通空白地域の発生など、課題がより深刻になっているというふう

に、私自身、受け止めております。 

 先日、夕方、ニュースを見ていましたら、札幌市では、今月３日に開かれた札幌市公共交通協議

会の中で、市内を走るバス事業者さん５社から運賃値上げの要望が出されたっていうふうに、そう

いったニュースを見ました。運賃改定の必要について協議が始まっているというふうな、そういっ

た内容で、ニュース、拝見をいたしました。こうした動きからも、やっぱり、どの地域でも運転手

不足や事業継続をめぐる課題の深刻さが現れているものというふうに感じております。 

 こうした状況を踏まえて、本市における公共交通の現状について、改めて市の認識を伺いたいと

思います。 

 あわせて、燃料費や人件費の高騰など、交通事業者を取り巻く経営環境やドライバーの時間外労

働規制、いわゆる２０２４年問題ですね、現在、路線バスなど公共交通にどのような影響を与えて

いると認識しているのか、伺いたいと思います。 

○松本地域振興部交通空港課長 本市における路線バス事業につきましては、民間企業に担ってい

ただいており、事業者においては、利用者の減少や運転手不足などにより大変厳しい事業経営の環

境にあり、現在の路線を維持することが大変困難な状況を迎えております。 

 本市といたしましては、バス事業者とも協議を行いながら、現状の公共交通網を極力維持するこ

とを目指してまいりますが、同時に、交通不便地域における移動手段の確保についても大きな課題

となっており、地域の事情も踏まえながら、さらなる検討が必要になっているものと認識しており

ます。 

 さらに、バス事業者においては、こうした事業環境の厳しさに加え、令和６年４月から適用され

た自動車運転者の労働時間等の改善のための基準により、運行体制の確保に苦慮していると伺って

いるところでございます。 

 市といたしましては、こうした状況において、市民生活を支えるバス路線の維持、確保に昼夜努

力いただいている事業者の現状を改めて認識し、引き続き、運行支援など、対応を進めてまいりた
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いと考えております。 

○皆川委員 ただいま答弁いただきました。本市においても公共交通を取り巻く環境が大変厳しい

状況にあって、バス路線の維持に向けて、物価高騰、人手不足、利用者減少といった課題があるこ

とを理解しました。 

 こうした厳しい状況だからこそ、令和８年度予算の中でどのような支援を行っていくのか、その

中身が大事になってくるのかなと思っております。 

 そこで、令和８年度予算における路線バス運行維持に向けた具体的な支援内容について伺いたい

と思います。 

○石川地域振興部交通空港課主幹 具体的な支援内容としましては、物価高騰に対するものとし

て、市内の路線バス事業者への運行支援金に４千１００万円、深刻化するバス運転手不足に対応す

るものとして、地域おこし協力隊制度を活用した対策に２千２００万円、大型自動車第２種免許の

取得等に係る補助や、市外から移住して路線バス運転手となる方に対する助成に１８０万円、路線

バスの利用促進を目的として、バス無料ＤＡＹの実施に２千４９３万円などを計上しております。 

○皆川委員 具体的な支援内容についてお伺いをしました。 

 バス事業者への運行支援金は、事業継続を直接支える取組として大変重要だというふうに考えて

おります。特に、本市のようなこういった積雪寒冷地では、もう燃料費だけじゃなくて、冬期間に

安全運行に必要な車両維持に係る経費っていうのも、事業者さんにとってみれば本当に大変大きな

負担になっているのかなというふうに思っております。 

 特に、冬用のタイヤとか、そういった冬用スタッドレスタイヤですね。走行距離や使用環境によ

って違いはありますけども、高速バスであったり、路線バスのように日常的に長い距離を走る車両

では、やっぱり、摩耗だったり、また更新の負担というのも本当に大きいというか、決して小さく

ないものかなというふうにも受け止めております。タイヤ自体、もしかして、例えば、１シーズン

ってことはないかもしれないけど、２シーズンに１回ぐらいはやっぱりタイヤを買い換えるってい

う、そういう声も聞いているところであります。事業者さんの現場では、タイヤのローテーション

を小まめに行うことで偏摩耗を防ぐ工夫をしながら運行しているというふうにも伺っております。 

 そこで、お聞きしたいと思いますけども、北海道では、これまで交通事業者さんに地域公共交通

事業者等臨時支援事業補助金として、バス車両１台当たりの支援金を交付してきておりました。 

 そうした中で、積雪寒冷地で運行コストがかさむ本市において、事業者の事業継続に向けて市と

してどのような考えで支援を行うのか、伺いたいと思います。 

○石川地域振興部交通空港課主幹 本市の市内路線バス事業者への運行支援につきましては、対象

路線に係る総走行キロや、北北海道における標準的な費用を基本として算出してまいりますことか

ら、地域性を踏まえた物価高騰の相当分を補助することができるものと考えております。 

○皆川委員 地域性を踏まえた物価高騰の相当分を補助するということでありました。 

 先ほどの答弁の中で、バス運転手不足の対応として地域おこし協力隊制度を活用した取組に２千

２００万円を計上との説明がございました。バス運転手不足というのは、単に人が足りないという

だけではなくて、路線維持にも直結する大きな課題でもありますし、今後の公共交通を考える上で

も、人材確保の取組、非常に重要かなというふうに考えております。 

 そこで、この地域おこし協力隊による取組では具体的に何名程度の確保を想定しているのか、ま
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た、これまでの実績について伺います。 

 さらに、地域おこし協力隊は任期がある制度でもありますので、制度終了後においても実際にバ

ス運転手として定着していただくことが重要と考えますけども、将来的な定着に向けてどのように

取り組んでいく考えなのか、伺いたいと思います。 

○石川地域振興部交通空港課主幹 地域おこし協力隊を活用したバス運転手の確保につきまして

は、市内の路線バス事業者２社において合わせて４名の確保を想定しております。令和７年度から

取組を始め、これまで数名の応募があり、地域おこし協力隊員の委嘱には至っておりませんが、こ

の募集情報をきっかけとして２名が本市に移住し、バスの運転手として市内バス事業者に雇用され

た実績がございます。 

 協力隊員が任期終了後も引き続きバス運転手として定着していただくためには、安心して活動で

きる環境を整えることが大切でありますことから、本市として、バス事業者と連携して協力隊員の

活動をサポートしていきたいと考えております。 

○皆川委員 ２名の方、実際に、違ったけども、協力隊員じゃなかったけども、２名が本市に移住

してきたということで、実際にバスの運転手さんとして雇用されたということで、本当にいい取組

だなと思って、引き続きやっていただきたいなと。それで、４名の確保を想定しているということ

でありました。 

 次に、先ほど、バス無料ＤＡＹの実施に２千４９３万円を計上しているというふうにありまし

た。利用促進の取組としてバス無料ＤＡＹを実施している点は、多くの方にバスを身近に感じてい

ただいて、まずはバスに乗ってみよう、そして使ってみようと思っていただくきっかけづくりとし

て、大変に意義のある大事な取組だなと思っております。 

 一方で、公共交通を本当の意味で維持していくためには、その日だけの利用が増えて終わるんで

はなくて、その後の継続的な利用につなげていけるか、そうした流れをつくっていけるかどうかと

いうのが非常に大事かなあと思っております。 

 そこで、これまでのバス無料ＤＡＹの実施による効果についてはどのように分析しているのか、

また、継続的な利用促進につなげていくための取組についてどのように考えているのか、伺いたい

と思います。 

○石川地域振興部交通空港課主幹 バス無料ＤＡＹにつきましては、令和４年度は、４日間実施

し、利用者は合計で約１１万３千人、令和５年度は、２日間実施し、利用者は合計で約５万２千

人、令和７年度は、２日間実施し、利用者は約５万人でありました。 

 令和７年度は、前年度の同等日との比較で約１．６倍の利用があり、当日実施したアンケート調

査におきましても約９割の方がバス無料ＤＡＹが外出のきっかけとなったと回答しておりますこと

から、取組がバスの利用促進につながったものと考えております。 

 さらなる利用促進に向けましては、分かりにくさが利用の障壁の一つとなっている面があると考

えられますことから、これまで取り組んでまいりました路線バスの運行情報のグーグルマップへの

掲載や、あさひかわ公共交通マップの定期的なリニューアルなどを継続するとともに、バス無料Ｄ

ＡＹやバスの日イベント等を通じ、その周知を図ってまいりたいと考えております。 

○皆川委員 バス無料ＤＡＹの効果、取組について御答弁いただきました。 

 私の知り合いからも、バス無料ＤＡＹ、ちょっと知らなかったっていう方もやっぱり中にはいら
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っしゃったり、逆に、４回乗ったよとか、そういった声も実際にあったりして、だから、もうちょ

っと、もう少し何か工夫して皆さんにお伝えできればいいのかなあっていうふうにも思っておりま

す。 

 今後、公共交通をより利用しやすいものにしていくためには、車両や制度面だけでなくて、実際

に利用する場面での利便性を高めていくことも大事になってくるものというふうに考えておりま

す。特に、近年、全国では、路線バスなどにおいて、クレジットカード等による、あと、ＱＲ決済

とか、いろいろあります。タッチ決済の導入が進んでおりまして、観光客の利便性向上にもつなが

っています。本市としてもそういったキャッシュレス決済を導入していくことも重要じゃないかな

っていうふうにも考えておりますし、きっとこれまでにもこういう質疑もあったかと思いますけど

も、私の知人も、旭川に来た際、路線バスでキャッシュレス決済ができなかったので、ちょっと焦

ったっていうふうに、そういったお話も聞きました。 

 そこで、本市の路線バスにおけるタッチ決済など、キャッシュレス決済の導入状況、どのように

なっているのか、改めてお聞きしたいと思います。 

 また、公共交通の利便性向上や観光客の利用促進の観点から、今後、こうした取組についてどの

ように考えているのか、伺いたいと思います。 

○松本地域振興部交通空港課長 本市の路線バスにおけるクレジットカードによるキャッシュレス

決済につきましては、市内バス事業者が空港行きの一部路線等に導入し、利便向上に努めていただ

いた中、市としましても、令和６年度に空港連絡バスへの導入に向けて、国と連携し、支援を行っ

たところであり、現在、市内と空港を結ぶ全ての路線に加え、都市間路線や観光地などを結ぶ路線

で導入が済んでいるところであります。 

 事業者からは、観光客の利便性向上に加え、運賃の支払い時の運転手の負担軽減や降車時間の短

縮にもつながっていると伺っており、バス利用の利便向上に資する取組と認識をしております。 

 今後におきましては、導入拡大には多くの費用が必要となりますことから、バス事業者とも協議

しながら検討してまいりたいと考えております。 

○皆川委員 市内と空港を結ぶ全ての路線と、そして、都市間路線や観光地などを結ぶ路線では、

キャッシュレスが導入されている、ただ、路線バスについては今後も協議、検討していくというこ

とであります。 

 次に、観光客の公共交通利用について伺いたいと思いますけども、旭川空港であったり、旭山動

物園を本市では有していますけども、近年、インバウンドを含めて本当に多くの観光客が訪れる都

市であります。一方で、観光客の移動手段を見ると、レンタカーとかを利用するケースもやっぱり

多くて、必ずしも公共交通が十分に利用されているとは言えない状況もあるのかなあと感じており

ます。観光客にとって公共交通を利用しやすい環境を整えることは、公共交通の利用促進だけでな

く、観光振興の観点からも重要であるというふうに考えます。 

 そこで、本市として、現在どのような取組を行っているのか、また、今後どのように進めていく

考えなのか、伺いたいと思います。 

○松本地域振興部交通空港課長 本市や周辺地域の周遊観光におきましては、バスやＪＲなどの公

共交通が不可欠であり、市内バス事業者による市内路線バスが乗り放題となる乗車券あさくるパス

を導入していただいているほか、令和６年度と令和７年度におきましては、本市や北海道、関係自
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治体、交通事業者などが連携し、上川管内の観光用バス乗車券かみくるパスに、富良野線などＪＲ

も利用対象に加えた実証実験を行ったところであり、一定の相乗効果が確認できたところでありま

す。また、運行情報提供アプリ「バスキタ！旭川」やグーグルマップによる公共交通の案内等によ

り、多言語案内に対応しているところでもあります。 

 今後におきましても、外国人を含む観光客にとっての分かりやすさや利用しやすさということも

念頭に置きながら、事業者等と連携し、公共交通の利便向上の取組を行ってまいります。 

○皆川委員 次に、路線バス以外の移動手段としてタクシーの役割も大きいものというふうに考え

ております。特に、高齢者の方や車椅子を利用される方などにとって、安心して利用できる移動環

境を整えていくことも重要だと思っております。 

 そこで、ユニバーサルデザインタクシー導入促進補助金について、概要と導入状況、また、令和

８年度の補助内容について伺います。 

 あわせて、今後の普及の考え方についても伺いたいと思います。 

○松本地域振興部交通空港課長 ユニバーサルデザインタクシーは、高齢者や車椅子使用者など多

くの方の利便性向上につながるタクシーでありまして、国において認定制度が創設されており、認

定のレベルに応じた車体表示マークが定められているものであり、令和７年３月末現在では市内に

おいて合計１３２台が導入されております。 

 ユニバーサルデザインタクシー導入促進補助金は、同車両を普及促進するために、市内のタクシ

ー事業者、または市内のタクシー事業者にリースを行う事業者に対し、導入車両１台当たり１０万

円を上限として補助を行うもので、令和８年度は１００万円を計上しております。 

 ユニバーサルデザインタクシーは、タクシーの利便性向上につながるものと考えられますことか

ら、今後も、旭川地区ハイヤー協会とも連携し、この普及に努めてまいりたいと考えております。 

○皆川委員 認定レベルに応じた車体表示マークということで、最近、ちょっと、ようやく私自身

も意識して見るように、今まであんまり意識して見ていなかったものですから、しっかり、ちょっ

とそういうのも見ながらいきたいなあと思っています。 

 ここまで、公共交通を取り巻く現状であったり、路線維持に向けた事業者支援、そして、人材確

保、利用促進、さらには利便性向上や観光客の利用促進などについて、るる伺ってまいりました。

最後に、市民の足を守るということについて、公共交通を取り巻く環境が厳しくなる中で、行政と

して、現在のバス路線網をはじめ、本市の公共交通、どのように維持していくのか、また、高齢化

が進む中での交通弱者の移動手段をどのように確保していくのか、部長にお伺いしたいなと思って

おります。よろしくお願いします。 

○三宅地域振興部長 公共交通は、市民生活に不可欠、重要な社会インフラであります。その主要

な機能を担う路線バスにつきましては、先ほど来話にありましたとおり、民間の事業として実施し

ていただいているところであり、引き続き、市といたしまして、その維持に向けて、事業者に対す

る運行支援、また、運転手確保に向けた支援、利用促進に向けた取組等を進めてまいります。 

 本市における公共交通につきまして、このバスの利用者数でございますけれども、一貫して減少

傾向が続く中、コロナ禍のこの数年、さらに大きく落ち込み、現在については、観光貸切りといっ

た一部分では明るい状況が見られる状況もございますが、路線バスについては十分回復できない状

況の中でございます。こうした中で、今後も厳しい利用状況が続くものと認識しており、市としま
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して、現状のこの公共交通網を、極力、維持することを目指しながら取組を進めてまいりたいと考

えております。 

 また、今後でございます。市としてしっかりこうした状況を踏まえながら、バス会社との連携も

さらに強めながら、このバス路線網を維持すること、これが困難となるような場合、また、バス路

線そのものがエリアとしてなくなるような場合、これについても、この先、拡大していくことが想

定されるところでございます。今後、しっかり各地域の利用実態、また、ニーズも把握に努めなが

ら、地域の多様な輸送資源、これを活用することなど、効率的で持続可能な交通手段の確保、そし

て対応について、しっかり検討してまいりたいと考えております。 

○皆川委員 引き続き、地域の実情を踏まえながら、市民が安心して移動できる公共交通の確保に

しっかり取り組んでいただくことを要望しまして、地域振興部への質疑は終わりです。 

 続きまして、この３日間、毎日質疑がありましたマイセンについてやりたいと。先ほど高木委員

からもマイセン３兄弟が並んでいるというふうに言われましたが、３男坊の私はちょっと細かく質

疑させていただきたいなと思っているので、おととい、また昨日と、聞いたことも含めて、ちょっ

と一通りやらせていただきたいなと思っておりますので、よろしくお願いします。 

 世界的にも評価の高いこのマイセンであります。市民の皆様が旭川で触れられるということ自体

はもう意義のあることだなと思っておりますし、旭川の新たな魅力づくりに今後つながっていく可

能性のある取組であるというふうに受け止めております。 

 一方で、今回、旭川駅で、そういった空間で常設展示として進めていく以上、展示の在り方であ

りましたり、また、安全面、維持管理、そして事業効果までしっかりと見ていく必要があるのかな

というふうに考えておりますので、どうぞよろしくお願いしたいと思います。 

 昨日、高木委員は、マイルドセブンを略してマイセンって、昔、言っていたというふうに、先ほ

どもちょっと言っていましたけど、全然、話が飛んじゃうので、流しますけども、いや、さっき突

然言われたので。 

 まず、目的と予算額と概要と、また、開設時期についてちょっとお示しいただきたいなと思いま

す。 

○狩野総合政策部政策調整課主幹 予算額につきましては、マイセン展示事業費として６千２５６

万８千円を計上しており、本事業の目的、概要につきましては、世界的にも非常に貴重なマイセン

コレクションを旭川駅構内で常設展示を行い、広く市民の皆様や本市を訪れた人々に御覧いただく

ことで、世界的な文化に触れる機会やにぎわいの創出、デザイン都市としての価値向上につなげて

いくものでございます。 

 なお、開設時期につきましては、令和８年の秋頃を予定してございます。 

○皆川委員 ただいま、予算額をお聞きしました。開設時期も、令和８年秋頃ということで答弁い

ただきました。 

 事業の骨格、だんだん皆様も分かってきたと思いますけども、その前提として、そもそも、なぜ

本市でマイセンの展示を行うことに至ったのか、経緯について、また改めてお聞きしたいと思いま

す。 

○狩野総合政策部政策調整課主幹 展示に至った経緯につきましては、旭川出身で株式会社スクウ

ェア・エニックス・ホールディングスの名誉会長を務める福嶋康博氏と妻の美知子氏御夫妻に、市
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長から本市のためにということで寄贈をお願いし、マイセンコレクション約２５０点を令和６年度

及び７年度に寄贈いただいたことを契機に、多くの人に見ていただく機会を設けるため、展示する

ことといたしました。 

○皆川委員 寄贈をきっかけとして、多くの方に見ていただく機会を設けるため、今回、こうして

展示に至ったという答弁でありました。 

 大変意義のあることだというふうには思いますが、大事なのは、このすばらしいマイセンコレク

ション、寄贈いただいた作品を、やっぱり、ただ展示するというだけではなくて、これを旭川市と

して、今後、どう位置づけて、どう生かしていくのかということかと思います。 

 そこで、マイセンというこの貴重な文化資産を、今後、旭川市としてどのように位置づけ、どの

ような考え方で活用していくのか、伺いたいと思います。 

○高橋総合政策部次長 マイセンは、ヨーロッパ発祥の美術品ではありますが、今回、旭川市出身

の方から御寄贈いただいたことをきっかけとして、旭川市の新たな文化財産として、文化振興のみ

にとどまらず、地域経済活性化や観光振興など多方面に活用してまいりたいと考えております。 

○皆川委員 文化振興だけではなくて、地域経済活性化や観光振興などにも活用していきたいとい

うふうに答弁いただきました。 

 そうなりますと、これは、単に展示をするという話にとどまらず、文化、また観光、そしてまち

づくりと、いろいろな分野にまたがる取組になってくると思います。そうした多面的な活用を図る

のであれば、所管体制や庁内連携も重要になるかなと思っております。 

 そこで、なぜ総合政策部が所管することとなったのか、また、文化や観光など関係部局とどのよ

うな体制で連携しながら進めていくのか、改めて伺いたいと思います。 

○高橋総合政策部次長 マイセンを展示することで、市民の皆様が文化に触れる機会を創出するこ

とに加えて、市外からの集客によるにぎわいの創出など様々な効果が期待できるため、展示に当た

りましては総合的な視点で検討する必要がありましたことから、総合政策部において所管すること

となりました。 

 関係部局との連携につきましては、マイセンの展示を通じて文化振興や観光振興、地域経済活性

化など様々な分野で効果が期待できますことから、今後とも関連部局としっかりと連携を行いなが

ら事業を進めてまいりたいと考えております。 

○皆川委員 総合的な視点で進める必要があるためということで、総合政策部が所管して関係部局

と連携を図りながら進めていくという答弁でありました。 

 次に、実際に、どこでどのような空間を使って展示していくのか、まず、その場所の考え方を確

認していきたいと思いますけども、今回のマイセン展示、旭川駅で行うというふうにお聞きしてお

りますけども、改めて、具体的に、駅のどの辺りで、どのような空間を使って行う予定なのか、ま

た、その場所を選んだ理由や狙いについてもお聞かせいただきたいと思います。 

○狩野総合政策部政策調整課主幹 具体的な場所につきましては、旭川駅東側の窓口付近の空きス

ペースと、現在、コインロッカーとして活用されているスペースを展示会場とする予定でございま

す。 

 展示場所の選定理由についてでございますが、マイセンを多くの方々に見てもらいたいという思

いから、年間約３００万人以上が利用し、市内外問わず多くの方が訪れる旭川駅を選定いたしまし
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た。また、この場所につきましては、旭川市彫刻美術館ステーションギャラリーの隣に位置してお

りますので、このエリア一帯を文化発信の拠点として、多くの人を呼び込めるよう取り組んでまい

りたいと考えております。 

○皆川委員 駅東側の南口付近の空きスペース、そして、現在コインロッカーとして活用されてい

るスペースということで、コインロッカーをどっかにずらすっていうことになるのかなと思います

けども、そのスペースを使う予定ということで、多くの人を呼び込みたいということでありまし

た。 

 駅構内という空間で行う以上、広さや、また動線の確保は非常に重要になるのかなと思います。

特に、駅は、立ち止まって鑑賞する方だけではなく、日常的に通行する方も多い場所でありますの

で、その両方をどう整理していくのか、大事になってくると思います。 

 そこで、改めてお聞きしますけども、展示スペースとする場所はどの程度の広さを想定している

んでしょうか、また、通行、鑑賞の動線、さらには混雑時の対応も含めて、空間の前提条件をどの

ように設計していく考えなのか、伺いたいと思います。 

○狩野総合政策部政策調整課主幹 展示スペースの広さにつきましては、約１３３平方メートルと

なります。今年度、展示を行った総合庁舎２階の臨時窓口スペースが約６４平方メートルでござい

ますので、２倍以上の広さとなっております。動線をはじめとするスペースの設計につきまして

は、重要であると考えていますが、今後の検討事項となりますので、来場者がスムーズに鑑賞でき

るように検討してまいりたいと考えております。 

○皆川委員 展示スペースは約１３３平方メートルということで、動線などのスペースの設計につ

いては今後の検討事項という御答弁でありました。 

 今年度、市役所庁内で実際に行った展示がどうだったのか、そこも踏まえて次の駅展示につなげ

ていくのも大事かなと思っていまして、先日まで行われていましたマイセン展の状況について、ど

の程度の人数が鑑賞されたのか、また、課題等もあれば併せて伺いたいと思います。 

○狩野総合政策部政策調整課主幹 今年度の展示につきましては、令和７年１２月１７日から令和

８年２月６日までの３５日間の開催で、延べ８千１９０人が来場されました。来場者アンケートで

は、１千５１件の回答があり、９割強が、よかった、もっと見たいといった内容で、旭川でマイセ

ンが見られることへの喜びの声ですとか、福嶋御夫妻への感謝の声、来年度以降の展示を望む声な

どが多く寄せられたところでございます。 

 課題といたしましては、限られたスペースと期間の中で展示することができなかった作品がある

ことですとか、マイセン自体の価値や技術を伝え切れなかったことなどが挙げられますので、次年

度の展示ではしっかりと対応できるよう取り組んでまいりたいと考えております。 

○皆川委員 来場者数８千１９０人で、そのうち１千５１件ものアンケート回答があったというこ

とで、本当に関心が高かったんだなあっていうふうに感じます。 

 そういった一方で、スペースや期間の制約、また、マイセンそのものの価値や技術を十分伝え切

れなかったという課題もあったということでありました。そう考えると、展示の仕方にはまだ工夫

の余地があるのかなと感じました。 

 そうであれば、次の駅での展示では、どの程度の来場を見込んで、どのように運営していくの

か、その考え方も大事になってくるのではというふうに思っております。そこで、これから行われ
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る展示について、例えば来場数の目標や想定人数とかがあれば、伺いたいと思います。 

 また、昨日、一昨日とも質疑がありましたけども、改めて、本当に、展示、無料でやるのか、そ

れとも有料でやるのか、その考え方と運営上の考え、維持管理費との関係も含めて伺いたいと思い

ます。 

○高橋総合政策部次長 まず、来場者につきましては、現時点では明確な目標は持っておりません

が、旭川駅は年間３００万人という多くの人が利用される施設でございますので、旭川を代表する

集客施設となるよう取り組んでまいります。 

 入場料につきましては、市内外、年齢等を問わずにできるだけ多くの人に見ていただきたいとい

う思いから、現時点では無料を想定しているところでございます。 

 一方で、委員の御指摘のとおり、維持管理費の捻出という観点もありますので、有料化などにつ

きましては、今後、先進事例等の調査研究を進め、検討を行ってまいりたいと考えております。 

○皆川委員 旭川を代表する集客施設にするってすごく大きい目標も立てているので、来場者の目

標もあってもいいのかなと。個人的には、やっぱり、私もちょっとでもいいから有料でもいいのか

なあって思っています。そんなばか高い料金ではなくて、いろんな意向とかもあるのかなあとは思

いますけども、例えば、市民は無料とか、市外の方はちょっといただくとか、いろいろありますけ

ども、やっぱり、最初から全部ずっと無料ってなると、旭川市さん、価値を分かっていますか、大

丈夫ですかっていう声ももしかしたらあるかなっていうふうに思います。 

 そういった専門の美術館があったりとかして、昨日も高木委員もおっしゃっていましたよね。箱

根、１千５００円ぐらいでしたっけ、取っているっていう、料金をいただいているっていうことも

あったので、その辺、ちょっと考えていただければなあと。今後、研究、検討していくという答弁

でありましたので、これから詰めていく部分も、様々、きっとあるのかなあとは思っていますが、

次に、実際にこの約２５０点ある作品、どう見せていくのか、その基本的な考え方、ちょっと大切

だなと思いまして、このマイセンコレクション、約２５０点、本当に物すごい数だなって思ってい

ます。 

 全ての作品を常設展示する予定なのか、それとも、内容の入替えなどを行いながら継続的に魅力

を高めていく考えがあるのか、伺いたいと思います。 

○高橋総合政策部次長 展示に当たりまして、まずは御寄贈いただいたコレクション約２５０点全

てをお見せしたいというふうに考えております。 

 一方で、常設展示として長期にわたる取組を進めていく中では、期間ごとにテーマを設定してそ

のテーマに沿って周辺情報を深掘りするなど、様々な手法が考えられますので、来場される方がマ

イセンをじかに見ていただくことはもちろん、その背景や歴史に様々な角度から触れられるよう工

夫した取組も検討したいと考えております。 

○皆川委員 寄贈いただいた２５０点、作品全て見ていただきたいというお考えということで、理

解をいたしました。また、長期的には、テーマ設定なども工夫しながら、様々な角度からマイセン

に触れていただけるような取組も検討していきたいという答弁でありましたけども、一方で、実際

の展示として考えたときに、約２５０点もの作品をこの空間の中でどう見せるのか、そこはしっか

り確認していきたいなと思いますけども、美術展示は、作品をただずらっと並べればいいっていう

ものではなくて、作品の見せ方であったり、適切な余白であったり、配置、また解説の工夫とか
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で、一つ一つの作品の魅力がより伝わり、来場者の理解や満足度が大きく変わるものかなって思っ

ています。 

 前回、市役所で行われた展示は、６４平方メートルで約５０点だったんですね。今回、約１３３

平方メートルってことで、広さは２倍ちょっとぐらいになりますけども、でも、広さは２倍ちょっ

とだけど、作品数は５倍の２５０点ということで、１３３平方メートルってどれぐらいかなと思っ

て、この部屋でどれぐらいかなって聞いたら、１６３平方メートルらしいですね。だから、その辺

ぐらいまでの広さかな、その出っ張っているとこぐらいからこっちぐらいの広さみたいなんです

ね。一瞬、広く感じるなと思っていたんですけども、前回、展示を見ましたけども、意外と、ちょ

っとぎちぎちな感じが何となくしておりました。 

 そうなりますと、全てを一度に展示する場合、動線なども含めて考えたときに、ただ通り道だけ

じゃなくて、やっぱり、隙間も空いていて、いろんな角度から見られるってことがすごい大事だな

と思っていて、展示台、ショーケースなども置くことも想定して、そうなると、一つ一つの作品、

なかなか見えにくくなるんじゃないかなっていう点も気になっています。 

 約２５０点の多くの作品を一度に展示するということで、作品の配置、また、展示密度について

はどのように考えているのか、伺いたいなと思っています。 

 また、美術展示では、きっと展示し切れない作品も何点も何点か出てくるのかなと思っていま

す。そういった作品の保管であったり、作品を入れている、２５０点分の梱包箱っていうか、それ

ぞれの作品が入っている箱があると思うんですね。一つ一つの大きい箱が出てくると思います。ま

たは、備品などを管理するバックヤードスペースも必要になるんじゃないかなって思っています

が、そのスペース、どのように確保していく考えなのか、市の見解を伺います。 

○高橋総合政策部次長 今回、展示を行うマイセン約２５０点の中には、つぼのような大きなもの

から食器のような小さいものまで、大小様々な作品がございます。このため、展示什器等の設計や

展示方法を工夫することで、スペースとしては十分確保できているというふうに認識しておりま

す。 

 一方で、展示に当たりましては、委員からお話がありましたとおり、作品の見せ方ですとか配

置、動線など、空間づくりの工夫が大変重要なものというふうに考えておりますので、空間をうま

く活用した作品の見せ方や配置の検討、展示棚の仕様の工夫など、来場者の皆様が見やすく、作品

の魅力が十分に伝わる展示となるよう努めてまいりたいと考えております。 

 バックヤードスペースにつきましては、展示会場に隣接する形で約４４平方メートルのスペース

を確保しております。当該スペースで梱包箱や備品を管理するようにしてバックヤードとして活用

する、現時点ではそういうふうに考えております。 

○皆川委員 バックヤードスペースをちゃんとしっかり確保しているということで、もしかした

ら、使わなかった作品もそこに一緒に置くっていう感じになるんですかね。分かりました。 

 その上で、実際に展示の質を左右するのは、やっぱり、誰が監修をして、どのような考えで空間

をつくっていくのか、そういうのも大事かなと。今回のような展示は、先ほども言いましたけど

も、単に作品をずらっと並べるんじゃなくて、空間全体としてどう見せるのか、非常に重要になっ

てきますので、専門家の監修であったり、展示する業者の選定の考え方を確認しておきたいなと思

います。そこで、今回の展示、誰が監修を行うのか、また、展示業者もきっと別に選定すると思い
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ますけども、その展示業者はどのように選定する予定なのか、伺います。 

○狩野総合政策部政策調整課主幹 監修の必要性につきましては、今年度の展示におきましてもマ

イセンの知識豊富な専門業者からの監修を受けており、来年度の展示に当たっても専門業者の監修

が必要と認識しておりますので、今後にはなりますが、選定を行っていく予定でございます。 

 また、展示業者の選定についても検討中でありますが、空間デザインや作品との調和等も、御指

摘のとおり、重要になってくるものと考えておりますので、こうした分野において実績のある業者

を選定してまいりたいと考えております。 

○皆川委員 専門業者の監修が必要であり、また、展示業者についても実績のある事業者を選定し

ていくということでありますので、そういった中身の部分、大事かなと思っています。 

 特に、今回のマイセン展示は、作品の背景や魅力が伝わるような見せ方、大事になってくるのか

なって思っています。初めて見る方でも分かりやすい展示にしてほしいし、そういったことが重要

かなって思っています。 

 そこで、今回の展示、どのような内容で構成する予定なのか、また、マイセンを初めて見る方も

多いと思いますので、作品の解説表示、また、来場者に分かりやすく伝えるためにどのような工夫

を行う予定なのか、教えていただきたいなと思っております。 

○高橋総合政策部次長 展示内容につきましては、事業者に企画を委託する予定でございますの

で、現時点で決まってはおりませんが、作品の種類や時代などからテーマやストーリー性などを演

出できるような展示を検討してまいりたいと考えております。作品の解説表示につきましては、専

門業者の協力もいただきながら作品の特徴や背景などを分かりやすく表示し、来場者が作品に入り

込めるよう工夫をしていきたいと考えております。 

 また、先ほど課題としても挙げさせていただきましたマイセン自体の価値や技術を伝えることに

つきましても、パネル等を効果的に活用することで、マイセンへの興味や関心を引き立てていきた

いと考えております。 

○皆川委員 今回の展示は、単にマイセンを見せるだけではなくて、旭川で行う展示として、先ほ

ども言っていますけども、空間そのものに旭川らしさをどう出していくのかっていうのも大事にな

ってくるのかなあと思っていますけども、そこで、全ての展示台であったり什器、旭川家具を活用

する可能性と検討状況について、また、地元デザインとどのように連携させていくのか、伺いたい

と思います。 

○高橋総合政策部次長 旭川家具の活用につきましては、旭川らしさを演出した展示を行う上で必

要不可欠なものであり、今年度につきましては、総合庁舎で実施いたしました展示でも旭川家具を

展示台とし、来場者の方々から好評をいただきましたので、可能な限り展示台や什器などに旭川家

具を活用したいというふうに考えております。 

 地元デザインにつきましては、企画の段階から、地元のゆかりのデザイナーに協力いただけるよ

うなことで、現在、検討を進めております。そのほか、旭川市のデザインシステムを活用するな

ど、デザイン都市としての魅力を生かした展示を目指して検討を行ってまいりたいと考えておりま

す。 

○皆川委員 旭川家具を活用するということで、この間のも旭川家具だったということですね、こ

こで展示したのもですね。 
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 で、作品の見え方を大きく左右するのは、やっぱり照明かなと思っていて、この間のときは、恐

らく、ただ展示してあっただけなんで、スポットライトとか特になかったので、ちょっと残念だっ

たなって、もうちょっと見せ方の工夫があってもいいかなって思っています。 

 照明というのは、やっぱり、作品を美しく見せるという面がある一方で、展示の仕方によっては

保存への配慮も必要になってくると思います。作品を美しく見せると同時に、保存にも配慮した照

明計画について、どのように考えているのか、市の見解を伺いたいと思います。 

○狩野総合政策部政策調整課主幹 照明設備につきましては、美術品の展示において最も重要な要

素の一つであると認識しております。 

 具体的な照明計画については、今後、設計段階から専門業者と慎重に協議を行っていきたいと考

えております。 

○皆川委員 まだまだ、ちょっと決まっていないことがたくさんあると思いますけども、慎重に協

議していくということでありました。 

 それと同時に、作品をどう安全に守るかということも欠かせない視点かなって思っています。今

回のように、駅という多くの人が行き交う空間での展示でありますので、安全対策についてちょっ

と確認したいと思いますけども、展示作品の固定方法や展示台の免震、また展示会場の警備体制な

ど、展示における安全対策についてどのように考えているのか、伺いたいと思います。 

○狩野総合政策部政策調整課主幹 展示作品の固定方法につきましては、今年度の展示でも活用し

ました展示用粘着固定材のほか、他の展示会においてはワイヤーを活用して固定する事例もありま

すので、適切な手法について専門業者と協議を行ってまいりたいと考えております。 

 展示台につきましては、詳細の仕様は今後の検討となりますが、衝撃や振動に耐え得るような免

震や耐震に配慮したつくりにしたいと考えております。 

 展示会場の警備体制につきましては、常時２名の会計年度任用職員を配置するほか、監視カメラ

の設置も検討していきたいと考えております。 

○皆川委員 展示会場に、ただいま、常時２名の会計年度任用職員を配置するほか、また、監視カ

メラの設置も検討しているということでありました。 

 一定の安全対策を講じていくということは分かりましたけども、旭川駅、本当にたくさんの方が

利用する場所であります。旭川を代表する集客施設を目指すという、先ほど答弁もいただきました

けども、特に、観光シーズンとか団体客が重なる場面では、多くの来場者が一時的に一気に集中す

る、そういった場面も考えられますし、スーツケースを持った観光客が訪れることも想定されま

す。 

 それで、会計年度任用職員の方は、恐らく監視や案内の役割が中心になるのではと考えられまし

て、警備員とは役割も異なるものと思います。前回、下でやったときは、警備の方もちゃんといら

っしゃったかなと思っています。 

 そこで、来場者が集中した場合の安全確保の観点から、安全管理や混雑時の誘導、また、展示作

品の保護について、現在想定している体制で十分対応できると考えているのか、必要に応じて体制

を強化する考えがあるのか、市の見解を伺いたいと思います。 

○狩野総合政策部政策調整課主幹 展示の人員体制につきましては、先ほども答弁させていただき

ましたとおり、常時２名の会計年度任用職員を配置するとともに、動線や誘導計画等についても、
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専門業者の意見も取り入れながら慎重に検討していくことで、十分な体制が確保できるものと考え

ております。 

 ただし、施設のオープン時ですとか、観光シーズンなどで多くの来場者が一時的に集中すること

は考えられますので、安全確保に課題が出てくるという可能性もありますことから、警備員の一時

的な配置など、状況に応じて体制強化等を検討し、展示会場の安全確保に努めてまいりたいと考え

ております。 

○皆川委員 旭川駅のように、こういった人の出入りが多い場所では、美術館とはまた違って、温

度や湿度など空調の変化も起こりやすいかなあと思っています。美術館だと、しっかり、ちゃんと

空調管理をされておりますので、そうした環境の中で作品をどう守っていくかっていうのが重要か

なと思っています。 

 そこで、作品保護のための温度や湿度などの展示環境の管理、どのように行うのか、運用方針に

ついて伺いたいと思います。 

○狩野総合政策部政策調整課主幹 作品の保護につきましては、マイセンは陶磁器であることから

温度や湿度の変化等には強いものであるということで、現時点では専門業者のほうからお聞きして

いるところでございます。 

 しかしながら、旭川駅という人の出入りの多い空間においては、環境変化が起きやすく、万が一

のことも考えられますので、専門業者の知見も取り入れながら適切な展示環境となるように運用し

てまいりたいと考えております。 

○皆川委員 展示環境面についての考え方は分かりました。 

 作品を守る上では、置かれる環境だけではなくて、作品そのものの状態、事前に、やはり毎日し

っかり確認をしていかなければいけない、いわゆるコンディション管理も非常に重要かなと思って

います。 

 マイセンみたいなそういった作品というのは、見た目には分かりにくい細かな状態の変化もあり

得ますので、その確認と記録、どう行っていくのか、押さえておきたいと思いますけども、展示に

当たって、作品の状態を事前に確認して展示後も状態をチェックするなど、コンディション管理、

重要と考えますけども、そういった作品の状態確認、また記録など、どのように行う予定なのか、

聞いておきたいと思います。 

○狩野総合政策部政策調整課主幹 作品のコンディション管理につきましては、展示前に、作品の

状態を専門業者とともにしっかりとまずは確認を行いたいと考えております。展示後につきまして

も職員が管理していくことを想定しておりますが、必要に応じて専門業者に協力を依頼しながら進

めていくことも検討してまいりたいと考えております。 

○皆川委員 きっと、この展示、より多くの方に見ていただきたいということで、きっと、小さい

お子さんだったりとか、一緒に立ち寄ったりとかっていうこともあるかなあって思います。 

 小さなお子さんでも触れるような、例えばレプリカみたいなものでもいいんですけど、そういっ

た体験の仕組みとかを何か考えているのか、ちょっとお聞きしたいと思います。 

○狩野総合政策部政策調整課主幹 来場者の方が実際に体験できるような展示という取組につきま

しては、来場者がマイセンを身近に感じられるものとして効果的な取組であると考えております。 

 今後、こうしたことにつきましても、専門業者等の意見や他の展示会の事例等も踏まえながら検
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討を行ってまいります。 

○皆川委員 こうした常設展示を続けていく以上、整備費だけじゃなくて、開設後にどの程度の経

費がかかっていくのか、また、それをどう持続可能な形で運営していくのか、そこも確認しておく

必要があるかなと思っています。 

 で、ちょっと改めてお聞きしますけども、展示開始後の年間の維持管理経費、どの程度か、ま

た、将来の更新、修繕を含め、持続可能な運営、どのように見通しているのか、伺いたいと思いま

す。 

○高橋総合政策部次長 年間の維持管理経費は、現時点におきましては、人件費、光熱水費、駅構

内のスペース使用料などで年間約１千７００万円を見込んでおります。 

 持続可能な運営に向けて、管理手法の見直し等による維持管理費の抑制に努めるとともに、来場

者の増加による交流人口の拡大や地域経済への波及効果を見込みながら、将来負担にも配慮し、総

合的に判断してまいりたいと考えております。 

○皆川委員 改めて、様々、合わせて年間１千７００万円、維持管理経費を見込んでいるという答

弁をいただきました。 

 年間１千７００万円って、本当に決して小さな額ではないなあっていうふうに感じています。市

民の皆様の大切なお金、使っていく事業だと思います。そうであれば、単に、展示を始めるという

だけではなくて、これだけの経費をかけて取り組む以上、どのような状態になればこの事業が成功

したと言えるのか、その判断の考え方も大事になってくるのかなと思います。 

 そこで、この事業が成功したかの判断要素について伺っておきたいと思います。 

○高橋総合政策部次長 今回の事業成功の判断要素といたしましては、まずは来場者数が挙げられ

るかなというふうに思います。目標人数は現時点では設定しておりませんが、より多くの方に御来

場いただけるような様々な取組を進めてまいりたいと考えております。 

 また、来場者から寄せられる声も一つの判断要素であると考えております。本事業の目的は、世

界的な文化に触れる機会やにぎわいの創出、デザイン都市としての価値向上でありますので、来場

者の皆様から、世界的な文化に触れられた、旭川にまた来たいと思ったというような声が多く聞か

れるようになることで、本事業を実施する意義が生まれ、事業成功に結びつくものと考えておりま

す。 

○皆川委員 ここまで、本当に、様々、細々とちょっと聞かせていただきましたけども、マイセン

展示、単なる展示にとどめるんではなくて、やっぱりもう何度でも、このマイセン、見に行きたい

と思ってもらえるような、そういった展示にしていただきたい、文化的な観光資源として大事に育

てていただきたいと思っておりますけども、最後に、部長に、今後、どのように、このマイセン、

育てていこうと考えているのか、市の見解、部長の見解を伺いまして、この質疑を終わりたいと思

います。 

○熊谷総合政策部長 今回、マイセンについて３人の委員から御質疑いただきました。お話を総合

すると、非常に期待が大きいというふうに受け止めております。このように、マイセンは世界的な

人気を誇る美術品であり、常設展示を行っている事例は国内でも貴重なものと認識しており、全国

に誇れるような文化的な観光資源になり得ると考えております。 

 このような貴重な財産を効果的に活用していくため、まずは、来年度からの展示開始に向けて着
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実に準備を進めてまいります。展示開始後は、展示内容の充実はもとより、文化観光施策との連

動、広報強化、関連企画の展開などを段階的に進め、旭川市の新たな文化財産として育てていきた

いと考えております。そして、市民が世界的な文化に触れる機会を創出するとともに、マイセンを

きっかけに本市に興味を持っていただくことで、交流人口の拡大や地域経済の活性化など、まちの

にぎわい創出につなげていけるよう取組を進めてまいります。 

 また、皆川委員をはじめ、３人の委員の皆様から共通して入場料金のお話がございました。現

在、無料を想定しているところでございますが、維持管理費等の関係もございますので、こちらの

有料化につきましては、今後、調査研究を進め、検討を行ってまいります。 

○江川委員長 他に御質疑ありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○江川委員長 他に御質疑がなければ、以上で、議案第１４号の分担部分のうち総務常任委員会所

管分、議案第１７号、議案第２５号ないし議案第２９号及び議案第４０号の以上８件に対する質疑

は、終了いたしました。 

 なお、能登谷委員からございましたテレビ広報番組の予算削減と手話等の情報発信についての総

括質疑のお申出につきましては、その旨、本分科会閉会後、予算等審査特別委員会委員長に報告す

ることといたします。 

 それでは、本日の分科会は、以上で終わりたいと思います。 

 なお、３月１６日午前１０時から、本日に引き続き分科会を開きますので、定刻までに御参集願

います。 

 本日の分科会は、これで散会いたします。 

──────────────────────────────────────────── 

散会 午後４時３２分 

 


